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第1章  

序論 

 

2012 年 7 月から開始された再生可能エネルギーの固定価格買取制度 (1-1)により，我が国

における太陽光発電（Photovoltaic:PV）システムの導入量が大幅に増加している。経済産

業省によると，2015 年 7 月末における PV システムの導入量は，2,649 万 kW となっており，

再生可能エネルギーの固定価格買取制度導入前に設定された 2020 年の導入目標 2,800 万

kW
(1-2)に到達する勢いである。また，2015 年 7 月末時点の設備認定量は，約 8,200 万 kW

となっており，設備認定量と導入量との差は大きいことから，今後もさらなる PV システ

ムの導入・普及が進むことが予想される。また，2012 年 7 月以降は，大規模太陽光発電所

（メガソーラ）の導入・普及が顕著であるが，これはメガソーラに対する高い買取単価が

設定されたためである。しかし，我が国の国土事情などから諸外国と比較して住宅用 PV

システムの導入率は高く，10kW 未満の PV システムの導入量は，2012 年 7 月以前が 470

万 kW，2012 年 7 月以降が 339 万 kW となっている。  

このような昨今の PV システムの導入量増加により，近年ではごく当たり前に見かける

PV コミュニティ（ソーラータウン）についても，前述の買取制度が定着する以前の 1999

年の段階では，将来課題という位置づけであり，PV システムの多数台・集中連系時の技

術的課題について以下のとおりに整理されていた (1-3)。  

 

課題①単独運転検出機能（能動的方式）の感度低下  

課題②単独運転検出機能（能動的方式）による系統への影響  

課題③単独運転検出機能（受動的方式）の一斉動作による系統への影響  

課題④高圧系統の地絡事故（高低圧混触事故時）の保護方法  

課題⑤逆潮流による系統電圧上昇抑制  

 課題⑥直流流出量の増加による系統への影響  

 

このため，当時同一配電線に対する PV システムの多数台連系に関する制約条件となっ
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ていた，多数台連系用単独運転検出技術や基幹系統側事故時の運転継続機能（FRT 機能）

等についての研究開発 (1-4),(1-5)が実施され，その研究成果に基づき，電気設備技術基準の解

釈 (1-6)，系統連系規程 (1-7)等の法令・規程等が改定されてきた。また，再生可能エネルギー

の固定価格買取制度が開始された 2012 年 7 月以降は，さらなる規制緩和が実施されたこと

もあり，上述の導入量増加に繋がっている。以上の状況から，PV には今後系統電源の一

躍を担い，電力系統と融和した運用方法が求められる。  

このような実態を踏まえて，本研究では，PV システムが同一配電系統に多数台連系さ

れた PV コミュニティにおける電圧上昇による出力抑制の回避手法を提案する。電圧上昇

による出力抑制の発生は，1999 年度の時点で課題（⑤に相当）として整理された項目であ

るが，配電系統構成に依存しない明確な対策技術が確立されておらず，経済産業省が設立

した次世代送配電ネットワーク研究会により 2011 年に作成された報告書 (1-8)にも引き続き

大量導入時の課題として掲載されている。電圧上昇による出力抑制回避手法としては，系

統側からの対策と住宅側からの対策が考えられるが，本研究においては住宅側からの対策

手法を検討することとする。これは，定置型蓄電池に対する導入支援事業 (1-9)が実施される

など，対策装置の導入普及率が増加していることもあり，対策装置の導入費用増額を必要

としない出力抑制回避手法の検討が可能となったためである。具体的な対策手法としては，

「PV 設置住宅群の PV 用パワーコンディショナによる無効電力制御方式の最適化手法」，

「PV 設置住宅群のヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法」，「PV 設置

住宅群の定置型蓄電池及びヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法」を

提案している。提案する各手法については，一般的な PV システムが多数台連系された配

電系統モデルを構築し，数値計算により評価を行い，その有効性を明らかにしている。以

下，第 2 章以降の本論文の章構成について説明する。  

第 2 章では，PV システムを現在の電力系統に大量連系する際の技術的課題，PV システ

ムの導入状況・将来予測，及び本研究で対策装置として使用するヒートポンプ給湯機や定

置型蓄電池の導入状況・将来予測等に関する調査結果の取りまとめを行う。また，本研究

で提案する住宅用 PV システムが配電系統に多数台連系された場合の住宅側からの出力抑

制回避手法について概説する。  

第 3 章では，PV 設置住宅群が連系された配電系統における PV 用パワーコンディショナ

による無効電力制御方式の最適化手法について提案し，PV コミュニティにおける注入無

効電力量の最小化や住宅間の注入無効電力量の均平化を目的とした場合の，提案手法の効

果について記載する。  

第 4 章では，PV 設置住宅群が連系された配電系統におけるヒートポンプ給湯機による

有効電力制御方式の最適化手法について提案し，PV コミュニティにおける出力抑制回避

効果の最大化を目的とした場合の，提案手法の効果について記載する。  

第 5 章では，PV 設置住宅群が連系された配電系統における定置型蓄電池及びヒートポ

ンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法について提案し，PV コミュニティにお
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ける出力抑制回避による電気料金収益の最大化を目的とした場合の，提案手法の効果につ

いて記載する。  

第 6 章では，本研究の成果及び今後の展望について記載する。   
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第2章  

PV システムの大量導入に関する技術的課題と提

案手法の概念 

2.1 PV システム大量導入による技術的課題 

2.1.1 次世代送配電ネットワーク研究会における検討結果  

経済産業省では，電力の安定供給を保持しつつ，再生可能エネルギーの大量導入を受入

れる次世代送配電ネットワークの構築のために必要な，系統安定化に係る技術的課題の整

理，系統安定化対策コスト試算等を行うため，2009 年度から 2010 年度にかけて「次世代

送配電ネットワーク研究会」を設置した。その結果，「余剰電力の発生」，「周波数調整力の

不足」，「配電系統における電圧上昇」という課題について，技術開発が必要という報告書

が纏められた (2-1)。以下，報告書で纏められた技術的課題の概要と対策方法を示す。  

（１）  余剰電力の発生  

【課題】  

図 2- 1 に示す，PV の導入量増加により，需要の少ない時期に，ベース供給力（原子力+水

力+火力最低出力）と PV の発電電力の合計が需要を上回ることにより，余剰電力が発生。 

【対策】  

①電力系統における蓄電池の設置  

 ②揚水発電（可変速化を含む）の新増設  

 ③ＧＷや年末年始等における PV の出力抑制  

 ④新規の電力需要の創出，需要動向や気象条件に対応した蓄エネルギー能力を有する機

器（ヒートポンプ等）の活用  
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図 2- 1 余剰電力発生のイメージ 

 

(２) 周波数調整力の不足  

【課題】  

図 2- 2 に示すように，PV の出力は，日射変動や天候の変化などの影響で大きく変動する。

この要因により，短期的な需給バランスが崩れることで周波数が適正値を超え，電気の安

定供給（質の確保）に問題が発生。  

【対策】  

①揚水発電の新増設  

 ②電力系統への蓄電池の設置  

 ③電力系統に設置する蓄電池と火力・水力発電との協調制御  

 

  

図 2- 2 PV の出力変動 
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(３) 配電系統における電圧上昇  

【課題】  

図 2- 3 に示すように，PV の導入量が増加した場合，配電系統の電圧を適正範囲（101±6V）

にするため PV の出力を抑制させることによる発電機会損失の発生。  

【対策】  

① PV 用パワーコンディショナ(Power conditioning Subsystem: PCS)による無効電力制御  

②  高圧系統における電圧調整装置（SVC: Static Var Compensator や SVR: Step Voltage 

Regulator）等の設置  

～ ～

負荷

負荷 ～
－

～
－

～
－

～
－

～
－

～
－

負荷 負荷 負荷

負荷 負荷 負荷配電用変電所

配電用変電所からの距離

電
圧

101+6V

101-6V

PVなし

PVあり

電圧上昇に

よる出力抑制

電圧上昇に

よる出力抑制

 

図 2- 3 配電系統における電圧の上昇 

 

2.1.2 配電系統における電圧上昇に関する規制緩和  

再生可能エネルギーの固定価格買取制度の導入を踏まえて，PV の大量導入を促すため

の数々の規制緩和が行われた。以下，配電系統における電圧上昇に関連する各種規制緩和

について示す。  

 

（１）一般用電気工作物としての適用範囲  

 PV システムが一般用電気工作物（小出力発電設備）として適用される範囲は設備容量

20kW 未満のシステムであったが，20kW から 50kW の範囲でも，「発生する電圧・電流の

大きさが一般用電気工作物と同等である」，「出力が大きくなるとリスクは増大するものの，

同容量の一般用電気工作物と同等のレベルである」，「系統事故時に単独運転が生じた場合

のリスクは保安上問題ないレベルである」等が確認されたこともあり，電気事業法施行規
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則の一部が 2011 年 6 月 30 日付けで改正，施行され，小出力発電設備としての適用範囲が，

出力 50kW 未満まで拡大された (2-2)。  

 これにより，50kW 未満の太陽光発電所は，電気主任技術者及び，保安規程の届出が不

要になったことから，現在の 50kW 未満の低圧連系太陽光発電所の大幅な導入量増加につ

ながっている。  

 

（２）工事計画届書の提出義務適用範囲  

電気事業法第 48 条では，「事業用電気工作物の設置又は変更の工事であって，主務省令

で定めるもの（電気事業法施行規則別表第二）をしようとする者は，その工事の計画を主

務大臣に届け出なければならない。その工事の計画の変更をしようとするときも同様とす

る。」と定められており，該当する工事を実施する場合，30 日以内に工事計画を届け出な

ければならない。太陽光発電所では，以下の項目に該当する場合を対象としている。  

① 出力 2000kW 以上の太陽電池の設置  

② 出力 2000kW 以上の太陽電池の取替え  

③ 出力 2000kW 以上の太陽電池の改造であって，次に掲げるもの  

   ・20％以上の電圧の変更を伴うもの  

   ・支持物の強度の変更を伴うもの  

④ 出力 2000kW 以上の太陽電池の修理であって，支持物の強度に影響を及ぼすもの  

 

上記要件は全て出力 2000kW となっているが，これは 2012 年 6 月 29 日に届け出の範囲

が「出力 500kW 以上」から「出力 2000kW 以上」に変更されたことによるものである (2-3)。

これにより，出力 2000kW 未満の高圧連系太陽光発電所では，工事計画届出書の提出が不

要となり，現在の大幅な導入量増加につながっている。  

 

（３）電気主任技術者の外部委託範囲の拡大  

自家用電気工作物を設置する際は，その保安監督のため，設置者は電気事業法により電

気主任技術者を選任することが義務付けられている。しかし，自家用電気工作物設置者は，

一定の要件を満たす保安法人との契約を行うことにより，電気主任技術者を選任しないこ

とが可能である。これを外部委託制度と呼ぶ。この制度は，出力 1000kW 未満の原子力を

除く発電所に適用可能であったが，技術や安全性に関する動向等を確認した上で，2013 年

4 月より，出力 2000kW 未満まで引き上げられることが承認された (2-4)。前述の工事計画書

届出書の範囲拡大とともに，本制度の緩和が高圧連系太陽光発電所の大幅な導入量増加に

与えた影響は大きい。  

 

（４）一需要家二引き込み  

 再生可能エネルギー普及促進のため，2012 年 4 月 1 日に電気事業法施行規則附則第 17
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条が施行され，以下の要件を満たすことで一需要家二引き込みが認められることになった

(2-5)。  

① 認定発電設備であること。【再エネ特措法第三条第二項に規定】  

② 認定発電設備と関係のない相当規模の需要があること。  

③ 公道に面している等，電気事業者の検針，保守，保安等の業務のための立ち入りが      

容易に可能であること。  

④ 他の電気工作物と電気的接続を分離すること等により保安上の支障がないことが確

保されていること。  

⑤ 工事に関する費用は，負担するものであること。  

 

（５）いわゆる屋根貸しによる太陽光発電所の取り扱い  

 前述のとおり一需要家二引き込みが認められたこと及び 2012 年７月に再生可能エネル

ギーの固定価格買取制度が施行されたことにより，屋根の所有者とは別の事業者が太陽光

発電所を設置する形態（屋根貸し）が増えることを想定し，この取り扱いについて検討が

行われた (2-6)。  

図 2- 4 に一需要家二引き込みにて高圧需要家の屋上に 50kW 未満の PV システムを設置

する例を示す。図 2- 4 において，50kW 未満の PV システムは，高圧需要家とは別の配電

線に系統連系されるため，一般用電気工作物として取り扱うことが可能となった。また，

屋根貸しの形態で設置される PV システムに係る電気主任技術者の兼任の審査については，

一定の条件を満たす場合，当分の間，兼任する事業場の数を考慮せず，合計出力が 2000kW

未満までは承認されることになった (2-6)。  

 

図 2- 4 一需要家二引き込みの例 

（高圧需要家の屋上に 50kW 未満の PV システム設置の例）  

 

 

低圧
引込線PCS

太陽電池
パネル

高圧
引込線

事業用電気工作物

一般用電気工作物

50kW未満
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（６）バンク逆潮流の制限の緩和  

 PV の急速な普及・拡大により，配電用変電所の変圧器（バンク）単位にて，配電系統

に連系される分散型電源の発電電力が負荷電力を上回り，バンク単位での逆潮流が発生す

る配電系統が増加することが想定される。これまでは，電気設備技術基準の解釈及び電力

品質確保に係る系統連系技術要件ガイドラインにて，電圧管理や 66kV 系統における単独

運転防止に関する問題が生じる危険性が想定されたため，バンク単位の逆潮流は認められ

ていなかった。しかし，これが PV の導入・普及に対する制約になることから，バンク逆

潮流実施可否に関する技術的検討が行われた。  

配電用変電所では電圧管理のため，補償点の電圧を一定に保つように，線路電流を監視

しながら，タップを自動で切り替える負荷時タップ切替器が使用されるケースが多い。こ

れまでは，バンク単位での逆潮流の発生は禁止されていたため，図 2- 5 に示すとおり，負

荷時タップ切替器は，電流の絶対値を監視することにより，タップの切り替えを行ってき

たが，この仕様では逆潮流が発生した場合に，タップが切り替わる方向が逆になるため，

適正な電圧管理ができなくなる。これについては，潮流の向きを監視し，逆潮流発生時に

適正なタップ可能なシステムを導入することにより，課題は解決される。  

よって，2013 年 5 月に電気設備技術基準の解釈第 228 号が改定され，「配電用変電所に

保護装置を施設する等の方法により分散型電源と電力系統との協調をとることができる場

合は，この限りではない。」という文言が追加され，一定の条件を満たす場合においては，

バンク逆潮流が認められることとなった (2-7)。  

 

図 2- 5 バンク逆潮流概念図 

 

2.2 PV システムの導入状況 

2.2.1 PV の買取制度 

我が国では，電力会社から受電する電力量の単価よりも，住宅から流出する逆潮流電力

量を高く設定することで，PV システムの普及を促進する制度が二段階に渡り施行された。  

第一段は 2009 年 11 月より開始された「太陽光発電の余剰電力買取制度 (2-8)」である。同

制度は，「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料

需要設備

分散型電源等
～

１次側母線 ２次側母線

通常の潮流
バンクの下流側（需要側）において

需要設備の総負荷量＞分散型電源等の総出力

需要設備の総負荷量＜分散型電源等の総出力

逆潮流
バンクの下流側（需要側）において

送電線 配電用変電所 配電線
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の有効な利用の促進に関する法律」に基づき，PV によって発電した電力のうち，余剰電

力を電力会社が 10 年間に渡り表 2- 1 に示す余剰電力買取単価にて買い取り，その買い取

りに要した費用を電気を使用するすべての需要家が負担するものである。  

 

表 2- 1 余剰電力買取単価(円/kWh 消費税相当額を含む) 

(a) 低圧連系  

  

(b) 高圧・特別高圧連系  

  

※国から新エネルギー等導入加速化支援対策費補助金を受給していないこと及び 2011 年 4

月 1 日から 2012 年 6 月 30 日までに当該太陽光発電設備が新たに設置されたことが確認で

きる前提にて，40 円/kWh または 32 円/kWh が適用。  

 

第二段は，2012 年 7 月より開始された「再生可能エネルギーの固定価格買取制度 (2-9)」

である。同制度は，「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」

に基づき，PV だけでなく，他の再生可能エネルギー（風力発電，水力発電，地熱発電，

バイオマス発電）で発電した電力も，電力会社が一定期間一定価格で買取ることを国が約

束するものであり，「太陽光発電の余剰電力買取制度」と同様に，その買い取りに要した費

用を電気を使用するすべての需要家が負担するものである。表 2- 2 に固定価格買取制度に

おける太陽光発電の買取単価を，図 2- 6 に自家発電の有無による住宅内電力フローをそれ

ぞれ示す。  

 

太陽光発電設備
単独の場合

自家用発電設備
等を併設の場合

太陽光発電設備
単独の場合

自家用発電設備
等を併設の場合

2009年度 48 39 24 20
2010年度 48 39 24 20

2011年度 42 34
40※

（24）
32※

（20）

2012年度 42 34
40※

（24）
32※

（20）

住宅用10kW未満(低圧供給) 住宅用10kW以上(低圧供給)

太陽光発電設備
単独の場合

自家用発電設備
等を併設の場合

太陽光発電設備
単独の場合

自家用発電設備
等を併設の場合

2009年度 24 20
2010年度 24 20

2011年度
40※

（24）
32※

（20）

2012年度
40※

（24）
32※

（20）

対象外

非住宅用500kW未満 非住宅用500kW以上
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表 2- 2 固定価格買取単価(円/kWh 太陽光発電消費税相当額を含む) 

 

※北海道電力・東北電力・北陸電力・中国電力・四国電力・九州電力・沖縄電力の需給制

御に係る区域において，2015 年 4 月 1 日以降に接続契約申込が受領された発電設備が対象。 

 

 

(a)自家発電なし  

 

(b)自家発電あり（ダブル発電）  

図 2- 6 住宅用 PV システムにおける余剰電力発生のイメージ  

 

2.2.2 PV の導入量推移  

経済産業省では，再生可能エネルギーの固定価格買取制度を開始した 2012 年 7 月より，

PV の導入量に関する統計データをホームページ (2-9)にて公開している。住宅用を中心とす

出力抑制対応機器
設置義務なし

出力抑制対応機器
設置義務あり※

出力抑制対応機器
設置義務なし

出力抑制対応機器
設置義務あり

2012年度 40＋税 42 - 34 -
2013年度 36＋税 38 - 31 -
2014年度 32＋税 37 - 30 -
2015年度

（4/1～6/30）
29＋税

2015年度
（7/1～）

27＋税

調達期間 20年間 10年間

10kW未満
10kW未満

（ダブル発電）
10kW以上

33 35 27 29

~

パワーコンディショナ
PV

電力系統

負荷

①

②

~

自家
発電

パワーコンディショナ
PV

電力系統

負荷

①

②
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る 10kW 未満のシステムについては，余剰電力買取制度や補助金制度等により，2012 年 7

月以前も一定規模の導入があったことから，それ以前の導入量についても公開されている。 

図 2- 7 に PV の設備認定量の推移を，図 2- 8 に PV の導入量推移をそれぞれ示す。  

 

図 2- 7 PV 設備認定量（2012 年 7 月以降） 

 

図 2- 8 PV 導入量（2012 年 7 月以降） 

 

2.2.3 PV の予測導入量  

一般社団法人太陽光発電協会（JPEA）よると，2030 年における住宅用 PV システムの導

入量は，図 2- 9 に示すとおり，累計で約 4,000 万 kW（800 万件弱）と想定されている (2-10)。

2012 年度から 2015 年度までの導入量が高くなっているのは再生可能エネルギーの固定価

格買取制度導入初期の高い売電単価が設定された影響が大きい。また，買取単価の低下に
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伴い，2013 年度をピークとして，年間導入量は一旦低下するものの，2020 年度以降，再び

導入量は上昇方向に向かっていく。これは，ネットゼロエネルギーハウス（ZEH）やスマ

ートシティー内での地産地消等の普及を想定したものである。なお，一般財団法人ヒート

ポンプ・蓄熱センターが，国立社会保障・人口問題研究所や総務省の調査結果 (2-11)， (2-12)

を用いて推計した 2030 年度の住宅ストック数は 4,500 万件となっているため，単純計算で

はあるが，2030 年度は 30%弱の住宅に PV システムが導入されていることになる。  

 

(a)導入件数  

 

(b)導入量  

図 2- 9 将来の PV の導入予測 
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2.3 対策装置の導入率設定 

本節では，本研究で提案する有効電力制御機能に用いる対策装置ヒートポンプ給湯機

（Heat Pump Water Heater: HPWH），定置型蓄電池(Battery Energy Storage System: BESS）の

導入普及状況及び将来予測について取りまとめを行い，各提案手法検討時のコミュニティ

全体の住宅に対する対策装置の導入率を決定する。  

ただし，無効電力制御方式は，現状の市販 PCS に実装されている技術であるため，全軒

の PCS で制御可能であるものとし，本節での検討対象外とする。  

 

2.3.1 HPWH 

一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センターの調査結果 (2-11)によると，家庭用 HPWH の推

定出荷実績は，図 2- 10 に示すとおりとなっている。2010 年度をピークとして 2011 年度以

降導入台数が低下しているが，これは，東日本大震災以降，電力会社の積極的な推進活動

の自粛等による影響が大きいものと推定されている。  

 

図 2- 10 家庭用 HPWH の推定出荷実績 

 

 将来の家庭用 HPWH の推定導入量は，導入施策の条件を複数設定し，それぞれに対し

て，導入量が推定された。この導入量を，国立社会保障・人口問題研究所や総務省の調

査結果 (2-11)， (2-12)を用いて推計された将来の住宅ストック数で規格化することで，将来の

住宅数に対する HPWH の導入割合が算出された。図 2- 11 に算出結果を示す。図 2- 11

より，2015 年度の HPWH 導入率は 10％強であるのに対して，2020 年度以降は 10 年間

で 10％程度導入率が増加し，2040 年度には導入率が 40%程度まで上昇する試算結果と

なった。  
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図 2- 11 将来の家庭用 HPWH の導入割合 

 

低位：現状のトレンドで追加対策は行わない場合  

中位：導入補助等による施策により市場獲得率が向上する場合  

高位：誘導策によって市場獲得率が向上する場合  

参考：取替規制等により市場そのものが拡大する場合  

 

 以上 HPWH 導入を支援する施策により，将来的にも HPWH の導入普及が見込めること

から，第 4 章及び第 5 章では，HPWH が全ての PV 設置住宅に対して導入される前提で検

討する。  

 

2.3.2 BESS 

一般社団法人太陽光発電協会（JPEA）により執筆された「JPEA OUTLOOK 2030（2012

年 8 月改訂版） (2-13)」によると，BESS は 2030 年の PV の導入累積件数の約 10％（120 万

件）に 8kWh の蓄電池搭載と仮定されている。しかし 1 年後の 2013 年 12 月に改訂された

「JPEA OUTLOOK 2030(2013 年 12 月改訂版)
(2-10)」では，2030 年の建築物では 100%ゼロエ

ネルギー化を果たすことを目標としていることや 2016年 4月以降の電力小売り完全自由化

によるダイナミックプライシング等により，BESS に対するインセンティブが強まると想

定し，2030 年における BESS の導入数は 270.4 万件に設定されている。図 2- 12 に住宅スト

ック数に対する BESS の導入割合を示す。BESS 導入率は，2015 年度の時点で 3%程度，2030

年度には 6%程度になることが確認できる。  
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図 2- 12 住宅ストック数に対する BESS の導入率 

 

 以上より，将来的に BESS の普及は，一定レベルまでは上昇が見込めるものの，PV や

HPWH ほどの高い導入率は想定されていない。よって，第 5 章では，PV 設置住宅に全て

BESS が導入されるパターン，及び，PV 設置住宅の一部に BESS が導入される条件で，BESS

の運用方法について検討する。  

 

2.4 住宅側から実施する出力抑制回避に関する提案手法 

本研究では，2.1.1 項に記載した PV の大量導入時の技術的課題の内，「③配電系統にお

ける電圧上昇」に対する出力抑制回避手法について提案し，その有効性を明らかにする。

ただし，本研究における出力抑制回避手法は前述のとおり対策装置の導入普及率が増加し

ていることもあり，対策装置の導入費用増額を必要としない出力抑制回避手法の検討が可

能となったため，全て住宅側から実施する前提で検討するものとし，系統側からの対策手

法は検討しない。  

図 2- 13 に電圧上昇により PV の出力抑制が発生した住宅の出力曲線を示す。青い部分が

電圧上昇時の実際の PV の出力曲線となり，赤い部分は，電圧上昇による発電機会損失で

ある。本研究ではこの発電機会損失を PV の出力抑制と呼ぶこととし，これを効果的に低

減するための手法を提案する。  
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図 2- 13 電圧上昇時の PV の出力抑制発生のイメージ 

 

住宅側からの PV の出力抑制回避には，大別すると二つの手法が考えられる。一つは電

圧上昇時に PV 用 PCS を用いて発電設備側から系統に向かって進み力率となるよう無効電

力を注入することにより，電圧上昇による出力抑制量を低減させる方法（無効電力制御方

式）であり，もう一方は，電圧上昇時に住宅内の需要を創出することにより，電圧上昇に

よる出力抑制量を低減させる方法（有効電力制御方式）である。有効電力制御に使用する

対策装置として，昨今オール電化住宅への導入率が増加している HPWH 及び BESS を使用

することとする。上述の，無効電力制御方式，有効電力制御方式を用いて，PV の出力抑

制量を低減することを，本研究では PV の出力抑制回避運転と呼ぶ。  

図 2- 14 に本研究における PV の出力抑制回避運転を実施するための全体システム構成の

概念図を示す。図 2- 14 に示すとおり，各住宅には，PV，PCS，HPWH，BESS 及び親局と

の通信端末として，HEMS が実装されているものとする。また，コミュニティ全体の最適

制御方法の分析，天気予報情報の収集分析，日射計等の環境計測装置が記録するデータを

受信するため，Community Energy Management System(CEMS)を導入する。また，各対策装

置の導入量や天気予報情報の使用方法などは，それぞれの対策方法により異なるため，提

案手法別（章別）に対策装置の導入量等のシミュレーション条件や具体的運用方法等につ

いてそれぞれ記載する。  
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図 2- 14 本研究における全体システム構成の概念図 

 

以下，本研究における出力抑制回避手法として提案する，「PV 設置住宅群の PV 用パワ

ーコンディショナによる無効電力制御方式」，「PV 設置住宅群のヒートポンプ給湯機を用

いた有効電力制御方式」，「PV 設置住宅群の定置型蓄電池及びヒートポンプ給湯機を用い

た有効電力制御方式」の概要について説明する。  

2.4.1 PV 設置住宅群の PV 用パワーコンディショナによる無効電力制御方式  

配電系統の電圧上昇抑制対策として，住宅側で PV 用 PCS により無効電力を制御する方

式は，系統連系規程 (2-14)に記載されている標準的な方式であり，余剰電力買取制度や再生

可能エネルギーの固定価格買取制度が導入される以前から，その機能が PCS に搭載され，

使用されてきた。通常時は系統電圧と同位相となるように PCS により出力電流が調整され

るが，電圧上昇時は，系統電圧に対する出力電流の位相角が発電設備側から系統に向かっ

て進み力率となるように PCS が位相角を調整することで無効電力を発生させる。これまで

は同一配電系統への導入台数が少ないことから，無効電力制御への注目度は低かったが，

昨今の高圧連系メガソーラの大量普及により電圧管理が困難となる配電線が増えたことも

あり，現在再度注目されている電圧制御方式である。  

 

（１）PV 用 PCS を用いた無効電力制御方式による電圧上昇抑制効果  

図 2- 15 に示す PV システムが連系された系統における PCS 端電圧 Vr の無効電力制御の

実施／不実施による電圧上昇抑制効果をベクトル図を用いて説明する。  
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VrVs
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～

PVPCS
 

図 2- 15  PV システムが系統連系された系統構成例 

 

ただし，VS：送り出し電圧，Vr：PCS 端電圧，I：PCS 出力電流，R：系統インピーダン

ス（抵抗分），X：系統インピーダンス（リアクタンス分）  

 

図 2- 16(a)に無効電力制御を実施しない場合のベクトル図を，図 2- 16 (b)に無効電力制御

実施時のベクトル図を，図 2- 16 (c)に両者の PCS 端電圧の比較結果をそれぞれ示す。  

 無効電力制御を実施しない場合は，図 2- 16 (a)に示すとおり，PCS 端電圧 Vr は PCS 出

力電流 I と同相となるよう，Vs に対する IR，IX のベクトル和にて決定される。一方，無

効電力制御実施時は，図 2- 16 (b)に示すとおり，Vr と I の位相差θにより IR 及び IX の位

相が変化し，無効電力制御を実施しない場合と比較して Vr が小さくなる。特に X が R よ

りも大きい系統においてθを大きくすることにより，PCS 端電圧の低減が可能となる。た

だし，受電点の力率は 0.8 以上に，PCS 端における力率は 0.85 以上にする必要がある (2-14)。  

Vs IR

Vr
I

IX
θ

Vs IR

IX

Vr

I

 

(a) 無効電力制御なし         (b)無効電力制御  

Vr (無効電力制御不実施)
Vr (無効電力制御実施)

 

(c) 電圧比較  

図 2- 16 無効電力制御実施による電圧低減効果  

  

なお本研究では，図 2- 17 に示すとおり，過去の実際の市販 PCS で採用された，無効電

力出力時に有効電力＝皮相電力となるよう，有効電力が低減され無効電力を発生させる無

効電力制御方式を採用する。これにより，無効電力注入時は PV の発電電力が P から P1 に

減少するが，これも出力抑制量に含んだ形で検討を行うものとする。  
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(a) 無効電力制御不実施          (b) 無効電力制御実施  

 

(c) PV が系統された配電系統構成  

図 2- 17 本研究における無効電力制御方式 

 

（２）無効電力制御方式に関する提案手法  

 PV システム多数台連系時は，配電系統末端に向かい，逆潮流による電圧上昇ΔV が大き

くなる。従って，全住宅で無効電力制御に関する整定値（力率設定，無効電力制御動作開

始電圧）を同一にすると，配電用変電所に近い住宅では無効電力制御は動作せず，末端の

住宅で頻繁に無効電力制御が動作することになる。この状態はコミュニティ全体を一つの

集合体として見た場合に，必ずしも最適となるわけではない。  

よって，本研究ではコミュニティ全体の最適化を目的とした PV 設置住宅群の PV 用 PCS

による無効電力制御方式を二つ提案する。一方は，図 2- 18(a)に示す出力抑制回避効果の

大きい末端の住宅に限定して無効電力制御を実施することで，配電系統全体での注入無効

電力量を最小化する方式である。この方式は，初期条件として全軒の PCS の力率設定を 1

とし，1 軒毎に PCS の力率設定を 0.05 ずつ低減させ，最も PV の出力抑制回避効果が大き

い住宅の力率設定を固定し，これを繰り返して各住宅の力率設定を決定するものである。

ただし，無効電力制御動作開始電圧は全軒統一とし，制御パラメータとしては使用しない。  

もう一方は，図 2- 18(b)に示す全軒の注入無効電力量を均平化する無効電力量均平化制

御方式である。昨今，高圧連系用太陽光発電所に対する電圧上昇対策として，発電中は系

統電圧に関わらず，常に一定の割合で無効電力を注入する力率一定制御方式 (2-15)が採用さ

れるケースが増えている。しかし，この方式は電圧とは無関係に全軒で一律に無効電力制

御を実施することから，出力抑制回避に寄与しない無効電力注入量の増加が懸念される。

そこで，本研究においては，PV の出力抑制量の大きい系統末端の住宅の PCS の無効電力

制御動作開始電圧を高く設定し，配電用変電所近傍の住宅の無効電力制御動作開始電圧を

太陽電池
アレイ

PCS ～

系統
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低く設定することによる注入無効電力量の均平化への効果を検証する。  

また，提案手法の効果を検証するため，提案手法・従来手法それぞれ 5 月 1 か月間運転

を行う。  

以上の提案手法については，第 3 章にて詳述する。  

 

(a) 無効電力量最小化制御方式  

 

(b) 無効電力量均平化制御方式  

図 2- 18 無効電力制御の最適化に関する提案手法の概念図  
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2.4.2 PV 設置住宅群のヒートポンプ給湯機を用いた有効電力制御方式  

HPWH は，近年の高効率化や価格の低下により，オール電化住宅では必ずといってよい

レベルで導入される機器である。一般的には，深夜帯の安価な電気料金が適用される時間

帯に蓄熱し，日中使用する運用が行われるが，本研究では PV の出力抑制が発生する時間

帯に HPWH の運転時間帯をシフトさせることにより逆潮流電力量を低減させ，これにより

出力抑制を回避する運転方法を確立する。ただし，HPWH の消費電力量は，季節によらず，

晴天日の PV の発電電力量と比較して，小さくなることが予想される。よって，効果的に

PV の出力抑制回避を具現化するための各住宅の HPWH 運転時間帯を決定する必要がある。

一方，HPWH は日常生活で必要なお湯は必ず沸かす必要があるため，例えば雨天などによ

り PV の出力抑制が発生しなかった場合でも，そのまま昼間時間帯に HPWH を運転せざる

を得ない。この場合，逆潮流電力量の低減や順調流電力量の増加を招くことになるが，現

状の再生可能エネルギーの固定価格買取制度により設定された高い売電価格や，オール電

化住宅を想定した昼夜の電気料金の差を考えるとこの運転方法は好ましくない。よって本

提案手法においては，図 2- 19 に示すような，PV の出力抑制量を HPWH の昼間運転により

低減する運転方法を確立するものとする。ただし，逆潮流電力量の低減や順調流電力量の

増加も評価の対象とし，極力これらのマイナス要素が発生しないような運転方法を検討す

る。また，HPWH は外気温により消費電力／消費電力量が変化することから，春夏秋冬そ

れぞれの代表晴天日を選定し，それぞれの季節に応じた HPWH の昼間運転方法について検

討する。  

次に，代表日で確立した HPWH の最適運転方法を用いて春夏秋冬代表 1 か月間の HPWH

の運転方法を検討する。しかし，連続 1 か月間で HPWH の運転方法を検討する場合，晴天

日が連続するわけではなく，PV の発電電力量が少ない曇天日に HPWH の昼間運転を実施

すると，逆潮流電力量の低下や順潮流電力量の増加が発生することから，これを回避する

ため，天気予報を用いた運転方法を確立する。  

このため，春夏秋冬代表 1 か月間の天気予報情報を分析し，天気予報から好天日や悪天

候日を分類するための閾値を設けることとし，翌日好天が予想される場合は HPWH の昼間

を実施し，翌日悪天候が予想される場合は，HPWH の昼間運転を実施しない場合の，コミ

ュニティ全体の PV の出力抑制回避効果について評価を行う。  

以上の提案手法については，第 4 章にて詳述する。  
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図 2- 19 HPWH の運転による PV の出力抑制回避のイメージ（1 軒） 

 

2.4.3 PV 設置住宅群の定置型蓄電池及びヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式 

前項で提案した HPWH の昼間運転による PV の出力抑制回避運転では，特に 5 月など PV

の発電電力量が多く HPWH も含めた負荷電力量が少ない場合は，一定以上の PV の出力抑

制回避効果が望めない。そこで本項では，各住宅に HPWH だけでなく BESS も導入される

条件にて PV の出力抑制回避効果について検討を行うこととした。ただし，BESS は 2.3.2

項に記載したとおり，オール電化住宅に 100％導入されることは想定されていない。そこ

で本項では，BESS の導入率に応じた PV の出力抑制回避運転方法を確立する。  

 また，通常 BESS を導入する住宅では，電気料金単価の低い深夜時間帯に充電し，電気

料金単価の高い日中の負荷に放電するロードレベリング運転を実施することで，電気料金

収益が改善される。本項で提案する PV の出力抑制回避運転では，通常のロードレベリン

グ運転よりも電気料金収益を改善することを目標とし，BESS は通常のロードレベリング

運転を実施しつつ，好天が予想される場合のみ，深夜時間帯の充電量を少なくし，PV の

出力抑制を回避するため，朝の時点の充電状態を低くする運転を行う。また，HPWH は

BESS の補助的な役割として，BESS による PV の出力抑制回避運転を実施しても，さらに

一定以上 PV の出力抑制量が残存する住宅にて昼間運転を行うものとする。図 2- 20 に本研

究で提案する PV の出力抑制回避運転時及びロードレベリング運転時の住宅内各機器の動

作イメージを，図 2- 21 に BESS 及び HPWH による PV の出力抑制回避のイメージをそれ

ぞれ示す。   

 なお，この運用を実施するため，前項と同様に天気予報を用いて，翌日の BESS 及び

HPWH の運転方法を決定する。  

 以上の提案手法については，第 5 章に詳述する。  
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(a)本研究で提案する PV の出力抑制回避運転時の各機器の動作イメージ  

 

(b)ロードレベリング運転時の各機器の動作イメージ  

図 2- 20 提案手法による BESS 及び HPWH の運転イメージ 

 

図 2- 21 BESS 及び HPWH による PV の出力抑制回避イメージ 
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2.5 第 2 章のまとめ 

 第 2 章では，PV システム導入状況や PV システムの大量導入により発生する技術的課題

について説明し，本研究の主要テーマである，住宅用 PV システムが多数台系統連系され

た一般配電系統における，逆潮流による電圧上昇時にコミュニティ全体を一つの集合体と

見た場合の出力抑制回避手法について概説を行った。  

 本章で概説した提案手法の効果については，第 3章から第 5章にて詳述するものとする。
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第3章  

PV 設置住宅群の PV 用パワーコンディショナに

よる無効電力制御方式の最適化手法 

3.1 本章の概要 

 PV 用 PCS に実装した無効電力制御方式による電圧上昇対策については，これまで多く

の研究 (3-1～3-3)が実施されており，現在市販されている PV 用 PCS には，標準的にこの機能

が実装されているケースが多い。住宅用 PV 用 PCS に実装される無効電力制御方式を用い

て，電圧上昇時の出力抑制回避運転を実施する場合，末端に接続された住宅の電圧が上昇

しやすく，発電設備側から系統に向かって進み力率の注入無効電力量が多くなるが，配電

用変電所近傍に接続された住宅では，電圧が上昇しないため，注入無効電力量は少なくな

る。このように，従来の無効電力制御方式（以下，標準方式）では，各住宅の注入無効電

力量は，自端電圧の大きさに依存して決定されるため，コミュニティ全体を一つの集合体

と見る場合，注入無効電力量の不必要な増大や住宅間の注入無効電力量のばらつきが発生

している可能性があり，必ずしも最適化されているわけではない。  

また，昨今配電系統の電圧上昇対策として，高圧連系太陽光発電所に対して力率一定制

御方式 (3-4)が採用されている。力率一定制御方式は，PV の発電出力に応じて一定割合の無

効電力を注入するものであり，当該配電線の電圧の高低や系統連系箇所によらず実施対象

となるケースが多い。比較的シンプルな制御であることや，地域共生や発電所毎の不公平

が発生しないなどのメリットは存在するものの，不必要に注入無効電力量が増大するとい

うデメリット面も存在する。現状，低圧連系の住宅用 PV システムに対する力率一定制御

方式採用の規程等は存在しないものの，住宅用 PV システムが多数を占める配電系統にお

いては，この方式が採用される可能性も想定される。  

以上の実態を踏まえて，本章においては，PV 用 PCS を用いた無効電力制御方式の最適

化手法を二つ提案し，その効果を明らかにする。一つ目の方式は，コミュニティ全体の PV

の出力抑制回避効果を維持しつつ，注入無効電力量の最小化を目的とする制御方式であり，
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以降，この提案方式を「無効電力量最小化制御方式」と呼ぶ。この方式は電圧が上昇しや

すい住宅に限定して，無効電力制御を実施するものであり，これにより，コミュニティ全

体での注入無効電力量を最小化するものである。しかしこの方式では，住宅間の注入無効

電力量には大きいばらつきが発生することが予想される。  

もう一方は，コミュニティ全体の PV の出力抑制回避効果を維持しつつ，住宅間の注入

無効電力量の均平化を目的とする制御方式であり，以降，この提案方式を「無効電力量均

平化制御方式」と呼ぶ。この方式は，各 PCS の交流出力端電圧を制御パラメータとして使

用することで，住宅間の注入無効電力量のばらつきを是正することができるが，電圧が低

い住宅においても無効電力を注入することから，標準方式と比較してコミュニティ全体の

注入無効電力量が多くなることが予想される。  

 本章では，以上の提案二手法について，PV 設置住宅が多数台連系された一般配電系統

を用いて，PV の出力抑制回避効果，コミュニティ全体の注入無効電力量，コミュニティ

内住宅間の注入無効電力量のばらつき等について，従来手法である標準方式及び力率一定

制御方式との比較・評価を行う。ただし，本研究における無効電力制御は，2.3.1 項に記載

したとおり，無効電力注入時に，PV の発電電力が低減するアルゴリズムを採用している

ため，力率一定制御方式は，他の手法と比較して極端に PV の出力抑制回避効果が低減す

ることが予想される。従って，本章におけるベンチマークには標準方式を採用するものと

し，力率一定制御方式は参考値として取り扱うものとする。  

以下，本章における提案手法について，制御方法や評価結果等について詳述する。  

 

3.2 本章で提案する無効電力制御方式 

3.2.1 本章の目的 

本章では，前述のとおりコミュニティ全体の無効電力量の最小化を目的とした「無効電

力量最小化制御方式」を，コミュニティ内の住宅間の無効電力量のばらつきの是正を目的

とした「無効電力量均平化制御方式」をそれぞれ提案する。ただし，いずれの方式につい

ても，PV の出力抑制回避が達成できていることを前提とする。また，提案手法の効果を

検証するための基準として，標準方式及び力率一定制御方式を採用する。  

ここで，PVの出力抑制回避率 IMPallSUPrate，コミュニティ全体の無効電力量注入率 Qrate，

全住宅に対する無効電力制御を実施する住宅の割合 QRESrate，コミュニティ全体の住宅間の

無効電力量のばらつき（標準偏差）σQ を(3.1)式から(3.9)式を用いて定義する。  
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ただし，IMPallSUPrate：PV の出力抑制回避率，SUP
n：無効電力制御を実施しない場合

の PV の出力抑制電力(kW），SUP
n

Q：無効電力制御実施時の PV の出力抑制電力(kW），

P
n

ideal：送り出し電圧が低く SUP
n が発生しない場合の PV の発電電力(kW），P

n
PV：全

軒で無効電力制御を実施しない場合の PV の発電電力(kW)，P
n

QPV：無効電力制御実施

時の PV の発電電力(kW)，ISUP
n：無効電力制御を実施しない場合の 1 軒の PV の出力

抑制量(kWh)，ISUP
n

Q：無効電力制御実施時の 1 軒の PV の出力抑制量(kWh)，Qrate：

無効電力注入率(%)，Q
n：1 軒の無効電力出力(kvar)，QRESrate：全住宅に対する無効電

力制御を実施する住宅の割合(%)，NQ：無効電力制御を実施する住宅数，σQ：注入無

効電力量の標準偏差(kvarh)，AveQ：全軒平均注入無効電力量(kvarh)，n：住宅番号，N：

住宅数，t：時刻，T1：シミュレーション開始時刻，T2：シミュレーション終了時刻  

 

PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate は(3.1)式に示す通り，無効電力制御を実施しない場合

のコミュニティ全体の PV の出力抑制電力 SUP
n と無効電力制御を実施した場合の PV の出

力抑制電力 SUP
n

Q の差の T1 から T2 までの積分値の全軒の総和を，送り出し電圧が低く，

コミュニティ全体で PV の出力抑制が発生しない場合のコミュニティ全体の PV の発電電

力 P
n

ideal の T1 から T2 までの積分値の全軒の総和で規格化した値と定義する。ただし，SUP
n

は，(3.2)式に示すとおり，P
n

ideal と無効電力制御を実施しない場合の PV の発電電力 P
n

PV
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の差と，SUP
n

Q は，(3.3)式に示すとおり，P
n

ideal と無効電力制御実施時の PV の発電電力 P
n

QPV

の差とそれぞれ定義する。また，無効電力制御を実施しない場合に発生する PV の出力抑

制量 ISUP
n は，(3.4)式に示すとおり SUP

n の T1 から T2 までの積分値と，無効電力制御実施

時に残存する PV の出力抑制量 ISUP
n

Q は，(3.5)式に示すとおり SUP
n

Q の T1 から T2 までの

積分値とそれぞれ定義する。(3.4)式，(3.5)式ともに 60 で除しているのは，本研究で取り扱

うデータが 1 分間隔のデータであるため，Wh 換算のために実施している。Qrate は(3.6)式

に示す通り，無効電力出力 Q
n の T1 から T2 までの積分値の全軒の総和を，P

n
ideal の T1 から

T2 までの積分値の全軒の総和で規格化した値と定義する。QRESrate は(3.7)式に示す通り，無

効電力制御を実施する住宅数を全住宅数で規格化した値とする。σQ は(3.8)式に示す通り，

各住宅が注入する無効電力量 Q
n の標準偏差とし，AveQ は(3.9)式に示す通り，全軒の Q

n

の平均値とする。全式共通で，n は住宅番号，t は時刻を，T1 はシミュレーション開始時刻

を，T2 はシミュレーション終了時刻をそれぞれ示す。  

また，本章においては，無効電力制御を実施しない際に，PV の出力抑制が発生する条

件を設定する。この PV の出力抑制の発生状況を定量化するため，コミュニティ全体の PV

の出力抑制率を IallSUPrate とし，(3.10)式を用いて算出し，また，各住宅の PV の出力抑制

率を ISUP
n

rate とし，(3.11)式を用いて算出する。  
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ただし，IallSUPrate：PV の出力抑制回避率，ISUP
n

rate:各住宅の PV の出力抑制回避率  

 

本章で提案する「無効電力量最小化制御方式」，「無効電力量均平化制御方式」はいずれ

も，IallSUPrate が約 25%になるように，パラメータを設定し，それぞれの評価を行うものと

する。これら本章におけるシミュレーション条件については，3.3 節に詳述する。  

以上の定義に基づき，本章で提案する「無効電力量最小化制御方式」，「無効電力量均平

化制御方式」では，前者は無効電力量注入率 Qrate 及び無効電力制御を実施する住宅の割合

QRESrate の最小化を，後者は住宅間の無効電力量のばらつきσQ の最小化をそれぞれ目的と

する。ただし，提案手法の採用により，PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate の低下は好まし

くないため，これについても評価対象とする。  
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3.2.2 本章における各パラメータの整定範囲  

本項では，本章で提案する「無効電力量最小化制御方式」，「無効電力量均平化制御方式」

及び現在実運用中の「標準方式」，「力率一定制御方式」，それぞれの出力抑制開始電圧，無

効電力制御動作開始電圧，力率設定について説明する。表 3- 1 に，本章で取り扱う出力抑

制開始電圧，無効電力制御動作開始電圧，力率設定の整定範囲を示す。  

 

表 3- 1 無効電力制御方式の整定範囲 

項目  標準方式  
力率一定  

制御方式  

提案手法  

無効電力量  

最小化制御方式  

無効電力量  

均平化制御方式  

出力抑制  

開始電圧  

107.5V 

(全軒固定) 

107.5V 

(全軒固定) 

107.5V 

（全軒固定）  

107.5V 

（全軒固定）  

無効電力  

制御動作  

開始電圧  

107.3V 

(全軒固定) 

－ 

(発電時は常に

無効電力注入) 

107.3V 

（全軒固定）  

制御パラメータと

して，各住宅で固

有の値を設定  

力率設定  
全軒で同一値

を設定  
0.9 に固定  

制御パラメータと

して，各住宅で固

有の値を設定  

全軒で同一値を設

定 

 

以下，  表 3- 1 に示す各項目の設定方法について説明する。  

① 出力抑制開始電圧  

出力抑制開始電圧は，全方式共通で全軒で 107.5V とした。出力抑制開始電圧を 107.5V

にしたのは，図 3- 1 に示すとおり，住宅の受電点の電圧上限管理値 107.0V に対して受

電点から PCS 出力端までの内線分の電圧上昇を 0.5V 見込んだためである。  

 

図 3- 1 出力抑制開始電圧  
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このように出力抑制開始電圧を全住宅で同一値にしたため，連系地点（系統インピー

ダンス）により，各住宅の PV の出力抑制量 ISUP
n にばらつきが発生することになる。   

② 無効電力制御動作開始電圧  

無効電力制御動作開始電圧は，①で定義した出力抑制開始電圧から 0.2V 低い 107.3V

を標準値とした。0.2V は，出力抑制制御との干渉を避け，且つ，電圧が低い状態での無

効電力注入を避けるために設定した値である。  

標準方式及び無効電力量最小化制御方式では，無効電力制御動作開始電圧を全軒で

107.3V 固定とする。無効電力量均平化制御方式については，各住宅の無効電力制御動作

開始電圧を制御パラメータとして使用するため，住宅毎に異なる無効電力制御動作開始

電圧を設定する。無効電力量均平化制御方式における各住宅の具体的な無効電力制御動

作開始電圧の設定方法については，3.2.4 項に詳述する。  

③ 力率設定  

 力率範囲は，系統連系規程 (3-5)により，PCS 端で 0.85 以上と定められていることから，

本章における力率整定範囲も 0.85～1 の間で運用することとする。力率一定制御方式に

おける力率は，東京電力株式会社が推奨している 0.9
(3-1)を採用する。また，標準方式と

無効電力量均平化制御方式においては，全住宅に対して同一の力率設定した際の PV の

出力抑制回避率 IMPallSUPrate 等の評価結果より，全軒に設定する力率を決定する。  

 

以上のとおり，無効電力量最小化制御方式については各 PCS の力率設定を，無効電力

量均平化制御方式については各 PCS の無効電力制御動作開始電圧をそれぞれ制御パラ

メータとして使用する。  

無効電力量最小化制御方式における各 PCS の力率設定の設定方法については，3.2.3

項に，無効電力量均平化制御方式における各 PCS の無効電力制御動作開始電圧の設定方

法については，3.2.4 項にそれぞれ詳述する。  

 

3.2.3 無効電力量最小化制御方式のアルゴリズム  

本項においては，無効電力量最小化制御方式における各 PCS の力率設定方法について解

説する。図 3- 2 に，無効電力量最小化制御方式における力率設定及び無効電力制御動作開

始電圧のイメージ図を示す。この方式は，無効電力制御動作開始電圧を全軒で同一値とし，

系統末端に連系される住宅の力率設定を低く，配電用変電所に近い住宅の力率設定を高く

することで，コミュニティ全体の注入無効電力量の最小化を目指すものである。  
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図 3- 2 無効電力量最小化制御方式における力率設定及び無効電力制御動作開始電圧のイ

メージ 

 

各住宅の力率設定を決定するための，具体的検討フローは以下の通りとする。  

 

① 全軒で力率を 1 に設定  

② 住宅グループ毎に 1 軒ずつ PCS の力率を 0.95 に設定（1 から 0.05 低減）。力率設定

を 0.05 低減した当該住宅グループ以外は，力率を 1 に設定。住宅グループの定義は，

図 3- 3，図 3- 4 を用いて後述する。  

③ ②の中で最も PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate が高くなった際の住宅グループの力

率設定を 0.95 に確定。当該住宅グループ以外の力率設定を全て 1 に戻す。  

④ ③で確定させた住宅グループも含めて，住宅グループ毎に PCS の力率設定を 0.05 低

減。力率設定を 0.05 低減させた住宅グループ以外は，全て③で設定した力率設定と

する。  

⑤ ④の中で最も PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate が高くなった際の住宅グループの力

率設定を確定させ，以降④，⑤を繰り返す。  

⑥ 力率設定が 0.85 に到達した住宅グループ及び無効電力制御実施時に残存する PV の

出力抑制量 ISUP
n

Q が PV の発電電力量（Pideal の T1 から T2 までの積分値）の約 5％に

相当する 0.5kWh 以下まで低減された住宅グループは，④の検討から除外する。  

⑦ 力率設定を低減しても，PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate が上昇しなくなった段階

で検討を終了する。  

 

出力抑制量

無効電力

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

柱上変圧器

力率設定

無効電力制御
動作開始電圧

低 低 低

高 高 高 高

全軒同一
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本章で提案するアルゴリズムを具現化するために上記検討フローを 1 軒毎にした場合，

全軒の PCS 力率設定が確定するまでに，PCS の力率設定は 0.95，0.9，0.85 の 3 通り設定

が必要であるため，最大で住宅数 N の階乗の 3 倍という膨大なシミュレーション回数が必

要となる。従って，結果に大きい影響を与えることなくシミュレーション回数を低減する

ために，本章で取り扱う低圧配電系統の構成を踏まえた，住宅グループを定義する。住宅

グループについては，図 3- 3 に示す住宅 9 軒で構成される配電系統例を踏まえて説明する。 

図 3- 3(a)，(b)では，いずれも Z
．

1 は低圧幹線インピーダンスを，Z
．

2 は低圧引き込み線のイ

ンピーダンスをそれぞれ示す。各インピーダンスのハイフン(-)以下の数字は，ブランチ番

号を示すものであり，ブランチ番号によらず，Z
．

1，Z
．

2 は全て同じ値であるものとする。  

Z1-1 Z1-2

Z2-1 Z2-2 Z2-3 Z2-4 Z2-5 Z2-6 Z2-7 Z2-8 Z2-9

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9

柱上変圧器

住宅グループ1 住宅グループ2 住宅グループ3

II

I

II
I

II

I

3I 3I

・

・

・ ・ ・ ・

・

・

・
・

・

・

・ ・

・

・

・

・

・

・

・

・ ・

 

(a) 隣接住宅で構成する同一グループ内の各住宅のインピーダンスが同一な場合  

Z1-1 Z1-6

Z2-1 Z2-2 Z2-3 Z2-4

柱上変圧器

Z2-6 Z2-7 Z2-8 Z2-9

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9

Z1-2 Z1-3 Z1-4 Z1-5 Z1-7 Z1-8

Z2-5

住宅

グループ
 1

住宅

グループ
 2

住宅

グループ
 3

住宅

グループ
 4

住宅

グループ
 5

住宅

グループ
 6

住宅

グループ
 7

住宅

グループ
 8

住宅

グループ
 9

I I I I I I I I I

I 2I 3I 4I 4I 3I 2I I
・ ・ ・ ・

・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

 

(b) 隣接住宅のインピーダンスが異なる場合  

図 3- 3 9 軒の住宅が連系された配電系統における電流分布（一巡目）   

 

図 3- 3 (a)は，3 住宅グループに分別される配電系統構成である。各住宅からの逆潮流電

流を I
．
とすると，住宅グループ 1 及びグループ 3 に属する各住宅（No.1,2,3,7,8,9）の低圧

配電線による電圧上昇ΔV
．

1，ΔV
．

3 は，(3.12)式にて算出される。  

21

31 3VV ZIZI  ΔΔ                                             (3.12) 

また，住宅グループ 2 に属する各住宅（No.4.5.6）の低圧配電線による電圧上昇ΔV
．

2 は，
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(3.13)式に示すとおり，低圧幹線 Z
．

1 における電圧上昇が発生しないため，V
．

1
,V
．

3 とは異なる

値となる。  

2

2V ZI  Δ                                                        (3.13) 

つまり，全軒の力率設定が一定である場合は，この柱上変圧器に連系される住宅では，

V
．

1
,V
．

3 とΔV
．

2 の 2 種類の電圧が存在する。  

一方，図 3- 3 (b)は，9 住宅グループに分別される低圧配電系統である。図 3- 3 (a)と同様

に各住宅から流出する電流を I
．
とすると，末端に連系された住宅グループ 1 及び住宅グル

ープ 9 に属する各住宅（No.1,No.9）の電圧上昇 V
．

1
,V
．

9 は，(3.14)式に示すとおりとなる。  

21

91 10VV ZIZI  ΔΔ                                            (3.14) 

連系箇所が柱上変圧器に近い住宅グループでは，第 1 項の倍率（電流の重畳）が低減し，

住宅グループ 2,8，住宅グループ 3,7，住宅グループ 4,6 の電圧上昇はそれぞれ等しくなる。

ただし，柱上変圧器直下のグループ 5 における電圧上昇ΔV
．

5 は，他の住宅グループと同一

にはならない。つまり，全軒の力率設定が一定である場合は，この柱上変圧器の連系され

る住宅では，ΔV
．

1
,ΔV

．
3，ΔV

．
2

,ΔV
．

8，ΔV
．

3
,ΔV

．
7，ΔV

．
4

,ΔV
．

6，ΔV
．

5 の 5 種類の電圧が存在す

る。  

前述のとおり，提案する無効電力量最小化制御方式においては，同一住宅グループに属

する住宅には同一の力率設定を行うため，図 3- 3(a)における各住宅グループの第一巡目の

力率設定に必要なシミュレーション回数 NLOOP は 2 回， 図 3- 3(b)における NLOOP は 5 回と

なる。  

次に，一巡目のシミュレーションにて住宅グループ 1 の力率設定が 0.95 と設定された場

合の，二巡目の力率設定方法について説明する。ただし，住宅グループ 1 に属するそれぞ

れの住宅から流出する電流は無効電力制御により逆潮流電流 I
．
は I

．
1に変化するものとする。

図 3- 4 に二巡目における配電系統全体の電流分布を示す。  

図 3- 4 (a)において，住宅グループ 1 から流出する電流の変化により，住宅グループ 1 に

おける電圧上昇ΔV
．

1 は(3.15)式に示すとおりとなる。なお，住宅グループ 3 におけるΔV
．

3

は(3.12)式，住宅グループ 2 におけるΔV
．

2 は(3.13)式から変化しない。  

2111

1 3V ZIZI  Δ                                                 (3.15) 

一方，図 3- 4 (b)においては，住宅グループ 1 の電流変化は，住宅グループ 2～4 の電圧

上昇ΔV
．

2，ΔV
．

3，ΔV
．

4 に影響を与えるが，グループ 5～9 までの電圧上昇ΔV
．

5，ΔV
．

6，Δ

V
．

7，ΔV
．

8，ΔV
．

9 に与える影響はないため，ΔV
．

n が一致する住宅グループは存在しない。  

つまり，図 3- 4 (b)の配電系統構成においては，二巡目の NLOOP が一巡目の 5 回から 9 回

に増加する。  

なお，住宅グループの力率設定を変更した回数（上述の一巡目，二巡目に相当）を以降
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NSIMLOOP と定義する。  

Z1-1 Z1-2

Z2-1 Z2-2 Z2-3 Z2-4 Z2-5 Z2-6 Z2-7 Z2-8 Z2-9

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9

柱上変圧器

住宅グループ1 住宅グループ2 住宅グループ3

I1
I1

I1

II
I

II

I

3I1 3I
・

・

・ ・

・ ・ ・ ・ ・

・
・

・

・・

・

・

・

・

・

・ ・ ・

 

(a) 隣接住宅で構成する同一グループ内の各住宅のインピーダンスが同一な場合  

Z1-1 Z1-6

Z2-1 Z2-2 Z2-3 Z2-4

柱上変圧器

Z2-6 Z2-7 Z2-8 Z2-9

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9

Z1-2 Z1-3 Z1-4 Z1-5 Z1-7 Z1-8

Z2-5

住宅

グループ
 1

住宅

グループ
 2

住宅

グループ
 3

住宅

グループ
 4

住宅

グループ
 5

住宅

グループ
 6

住宅

グループ
 7

住宅

グループ
 8

住宅

グループ
 9

I1 I I I I I I I I

I1 I+I1 2I+I1 3I+I1 4I 3I 2I I
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・

・

・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

 

(b) 隣接住宅のインピーダンスが異なる場合  

図 3- 4 9 軒の住宅が連系された配電系統における電流分布（二巡目）  

 

以上のように，無効電力量最小化制御方式においては，住宅グループの採用によりシミ

ュレーション回数 NLOOP の極端な増加を防ぎ，各 PCS の力率設定を決定するものとする。 

 

3.2.4 無効電力量均平化制御方式のアルゴリズム  

本項においては，図 3- 5 に示す無効電力量均平化制御方式における各 PCS の無効電力制

御動作開始電圧の算出方法について解説する。この方式は，力率設定を全軒で統一し，系

統末端に連系される住宅の無効電力制御動作開始電圧を高く，配電用変電所に近い住宅の

無効電力制御動作開始電圧を低くすることで，コミュニティ内住宅間の注入無効電力量の

均平化を目指すものである。  



第 3 章 PV 設置住宅群の PV 用パワーコンディショナによる無効電力制御方式の最適化手法  

 

36 

 

 

図 3- 5 無効電力量均平化制御方式における力率設定及び無効電力制御動作開始電圧のイ

メージ 

 

各住宅の無効電力制御動作開始電圧の算出方法の検討フローは以下のとおりとする。  

 

① 各住宅の発電電力 REVVSET を 100W から 1000W に 100W 刻みで設定し，それぞれの

発電電力に応じた各住宅のΔV
n を算出  

② 算出した各住宅のΔV
n の中で最も大きい値（以下，MaxΔV

n）を算出  

③ 各住宅の無効電力制御動作開始電圧 V
n

QOP を(3.16)式を用いて算出  

)VV(V nnn

QOP ΔΔ  MaxVQOPST                                  (3.16) 

 ただし，V
n

QOP：各住宅の無効電力制御動作開始電圧，VQOPST：無効電力制御動作開始

電圧の標準値（107.3V），ΔV
n：発電電力が REVVSET に設定された際の各住宅の電圧上

昇ΔV
n，MaxΔV

n：発電電力が REVVSET に設定された際に，電圧上昇が最大となった住

宅のΔV
n
 

 

各住宅の無効電力制御動作開始電圧 V
n

QOP は(3.16)式に示すとおり，無効電力制御動作開

始電圧標準値 VQOPST（107.3V）と住宅間の最大電圧上昇 MaxΔV
n と各住宅の電圧上昇ΔV

n

の差との差と定義する。この定義により，最も電圧上昇が大きい住宅の V
n

QOP が 107.3V と

なり，それ以外の住宅では，V
n

QOP が 107.3V よりも低くなる。よって，標準方式では系統

電圧が低く，無効電力制御を実施しない住宅においても，無効電力量均平化制御方式にお

いては電圧上昇時に無効電力の注入が可能になる。また，PCS 端電圧が V
n

QOP 以上になら

出力抑制量

無効電力

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

柱上変圧器

力率設定

無効電力制御
動作開始電圧

高 高 中 中 中 低 低

全軒同一
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ない限り無効電力制御を実施しないため，力率一定制御のように発電中無効電力を注入し

続けることはない。  

ただし，住宅間の V
n

QOP の差がσQ の最小化に与える影響は不明であるため，検討フロー

①に記載したとおり，REVVSETを 100Wから 1000W まで 100W 刻みで変化させた場合の V
n

QOP

を算出し，この中から最適な V
n

QOP を選定する。 

 

3.3 シミュレーション条件 

本節では，前節で提案した無効電力制御方式の最適化を検証するためのシミュレーショ

ン条件を定義する。具体的には，配電系統構成と発電・負荷パターンについて説明を行う。 

 

3.3.1 配電系統構成 

 本章にて使用する配電系統は，一般社団法人電気協同研究 (3-6)に記載された一般配電系統

4 系統を用いることとした。選定した 4 系統は，A1（繁華街），C1，C2（住宅地域），D2

（農山村）である。図 3- 6 に A1 の配電系統構成を， 図 3- 7 に C1 の配電系統構成を， 図

3- 8 に C2 の配電系統構成を， 図 3- 9 に D2 の配電系統をそれぞれ示す。D2 の低圧配電線

では，距離及び線種ではなくインピーダンスを記載しているが，これは柱上変圧器容量が

15kVA と小さいため他とは低圧配電系統構成を変え，一般社団法人電気共同研究の調査結

果 (3-7)を用いて，低圧幹線及び引き込み線のインピーダンスは同調査結果の累積百分率 70%

値を採用することとした。なお，全系統共通で，▼は柱上変圧器を，▽は高圧需要家をそ

れぞれ示す。  

表 3- 2 に選定した 4 系統の高圧配電線線路亘長，柱上変圧器台数，柱上変圧器容量，柱

上変圧器 1 台に対する供給住宅数，高圧需要家数，契約電力をそれぞれ示す。  

 系統構成別の第一巡目の力率を確定させるために必要な NLOOP は，A1 が 60（住宅グル

ープ数 3×一相当たりの柱上変圧器数 20），C1 が 144（住宅グループ数 3×一相当たりの柱

上変圧器数 48），C2 が 78（住宅グループ数 2×一相当たりの柱上変圧器数 39），D2 が 171

（住宅グループ数 3×一相当たりの柱上変圧器数 57）である。  
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(a) 高圧配電系統構成  

  

(b) 低圧配電系統構成  

図 3- 6 A1 配電系統構成  

 

 

 

 

CV   400 mm2
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(a) 高圧配電系統構成  

 

(b)低圧配電系統構成  

図 3- 7 C1 配電系統構成  
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(a) 高圧配電系統構成  

 

(b) 低圧配電系統構成  

図 3- 8 C2 配電系統構成  
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(a) 高圧配電系統構成  

 

(b) 低圧配電系統構成  

図 3- 9 D2 配電系統構成  

 

表 3- 2 各配電系統の諸元  
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数 
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3.3.2 発電・負荷パターン  

（１）住宅用発電・負荷パターン  

各住宅に適用する発電・負荷パターンは，NEDO が 2002 年度から 2007 年度にかけて群

馬県太田市にて実施した「集中連系型太陽光発電システム実証研究 (3-8)」にて，553 軒の住

宅にて実測された発電・負荷データを用いた。同データより，発電電力量の大きい春季の

晴天日として 2007 年 4 月 29 日を代表日として選定し，提案手法の最適整定値を決定する

ために使用することとした。図 3- 10 に 2007 年 4 月 29 日の発電・負荷電力の推移を示す。

図 3- 10 に示した発電・負荷パターンが全軒で同一で使用される前提で以下の検討を実施

するものとする。  

また，本章で提案する二手法に関する比較・評価を行うため，発電電力量が大きい 2007

年 5 月を選定し，1 か月間の連続運転を行うこととした。図 3- 11 に代表日として選定した

5 月 1 日から 5 月 31 日までの 1 日の発電電力量の推移を示す。ただし，図 3- 11 における

発電電力量は，逆潮流電力量と順調流電力量に分けて記載している。また，第 2 軸は，平

日と休日の差を表しており，0 が平日を 1 が休日をそれぞれ示す。高圧負荷パターンにつ

いては，「3.3.2（２）高圧需要家負荷パターン」に詳述する。  

また，無効電力量最小化制御方式の検討は，シミュレーション回数が極端に多くなるた

め，本データの内 10：00～14：00 のみを用いて，最適整定値を決定することとした。無効

電力量均平化制御方式は，1 日のデータを用いて最適整定値を決定する。  

 

図 3- 10 発電・負荷電力の推移（2007 年 4 月 29 日） 
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図 3- 11 2007 年 5 月の PV 発電電力量の推移  

 

（２）高圧需要家の負荷パターン  

高圧需要家の負荷パターンは，契約電力に対する消費電力が，平日 14 時が 70％，休日

20 時が 20%との調査結果がある (3-7)。そこで，この調査結果を基に，平日日中（8 時～18

時），夜間(18 時～8 時)及び休日の負荷パターンを，平日日中は契約電力の 70%，平日夜間

は，契約電力の 20%の消費電力が一定で継続するパターンとした。なお，各系統の高圧需

要家の契約電力は，表 3- 2 に記載した値をそのまま採用することとし，全ての高圧需要家

で同じ負荷パターンを設定することとした。  

図 3- 12 に各系統における高圧需要家の負荷パターンを示す。図 3- 12 では，4 つの系統

に対して，3 本のラインしか確認できないが，これは C2 と D2 の高圧需要家の契約電力が

ほぼ等しく両者のラインが重なったためである。なお，休日は平日における夜間の消費電

力が 1 日連続するものとした。無効電力量最小化制御方式の検討では，10：00 から 14：00

のデータのみを使用するのは，住宅用発電・負荷パターンと同様である。  
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図 3- 12 各系統の平日の高圧負荷電力（C2 と D2 は同一ライン） 

 

3.4 各提案手法の最適化及び効果の検証 

3.4.1 無効電力量最小化制御方式に関する分析結果  

（１）PV の出力抑制回避率と無効電力注入量に関する評価  

本章で提案する無効電力量最小化制御方式による効果を把握するため，第一に，無効電

力量最小化制御方式における力率設定に必要なシミュレーション回数 NSIMLOOP の増加に対

する PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate 及び無効電力注入率 Qrate の変化に関する分析を行

った。図 3- 13 に NSIMLOOP と IMPallSUPrate の相関図を，図 3- 14 に NSIMLOOP と Qrate の相関図

をそれぞれ示す。図 3- 13 より，IMPallSUPrate が最大化するまでに必要な NLOOP は，

D2>C1>C2>A1 の順になることが確認できた。D2 が他の系統よりも NSIMLOOP が増えたのは，

D2 では１回の NSIMLOOP 増加に対して１軒の住宅の力率設定が変更されるのに対して，他の

3 系統では NSIMLOOP 増加に対して 3 軒の住宅の力率設定が変更されるためである。以下，

C1＞C2>A1 の順番になったのは，住宅グループ数の差が要因であり，住宅グループ数が多

い C1 の NSIMLOOP が多くなる結果となった。  

IMPallSUPrate は系統によらず NSIMLOOP の増加に従い，徐々に増加率が小さくなる。これ

は，NSIMLOOP が小さい場合は系統末端の住宅グループの力率設定が行われるが，NSIMLOOP

の増加に伴い徐々に PV の出力抑制回避率の小さい住宅グループにおいて力率設定が実施

されるためである。IMPallSUPrate はいずれの系統でも大きい差はなく，19%から 21.5%の間

となった。一方無効電力注入率 Qrate は，図 3- 14 に示すとおり，D2>A1>C2>C1 の順にな

ることが確認できた。D2 の Qrate が最大となったのは，  D2 の住宅グループには，１軒の

住宅しか存在しないのに対して，他の系統では 3 軒の住宅が存在することから，低圧系統

における PV の出力抑制回避率に差が生じるためである。一方，他の 3 系統では住宅グル

ープ内の住宅数が同一であるため，高圧系統の距離の差が PV の出力抑制回避率の差にな
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っているものと推定される。  

 

図 3- 13 NSIMLOOP と IMPallSUPrate の相関 

 

図 3- 14 NSIMLOOP と Qrate の相関 

 

（２）無効電力量最小化制御方式と標準方式の比較  

次に，無効電力量最小化制御方式と標準方式について無効電力量注入率 Qrate 及び PV

の出力抑制回避率 IMPallSUPrate及び無効電力を注入する住宅の割合 QRESrateに関する評価

を行った。図 3- 15 に標準方式と無効電力最小化方式の Qrate の比較結果を，図 3- 16 に標

準方式と無効電力量最小化方式の IMPallSUPrate の比較結果を，図 3- 17 に標準方式と無

効電力量最小化方式の QRESrate の比較結果をそれぞれ示す。ただし，図 3- 15 では系統別

の各方式における Qrate の最大値で，図 3- 16 では系統別の各方式における IMPallSUPrate 

の最大値でそれぞれ規格化した値を記載する。  
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図 3- 15 より無効電力量最小化制御方式の Qrate は，A1 は 80.6%，C1 は 89.2%，C2 は

87.8%，D2 は 80.2%と標準方式に対して最大約 20％低減可能であることが確認できた。

一方図 3- 16 より，標準方式の IMPallSUPrate に対する無効電力量最小化制御方式の

IMPallSUPrate の割合は，A1 は 93.1%, C1 は 98.9％，C2 は 97.3％，D2 は 97.1％と標準方

式の Qrate に対する無効電力量最小化制御方式の Qrate の割合よりも少なくなることが確

認できた。また，図 3- 17 に示すとおり，無効電力量最小化制御方式においては，全住

宅数に対する無効電力を注入する住宅数の割合 QRESrate も，標準方式と比較して，大幅に

低減可能であり，全系統共通で約 20％低減可能であることが確認できた。以上，Qrate

や QRESrate の低減幅が，IMPallSUPrate の低減幅よりも大きいことから，提案する無効電力

量最小化制御方式の効果が明らかになった。なお，無効電力量最小化制御方式の Qrate

や QRESrate の低減が可能なのは，図 3- 18 に示す 1 住宅 1 プロットで示す ISUP
n

rate と Q
n

rate

の相関図のとおり，標準方式では無効電力制御を実施しない場合の各住宅の PV の出力

抑制率 ISUP
n

rate がわずかでも発生している住宅にて無効電力注入率 Q
n

rate が発生してい

るが，無効電力量最小化制御方式においては，ISUP
n

rate が 10％未満の住宅にて Q
n

rate が

発生せず，逆に ISUP
n

rate が 10%以上の住宅の Q
n

rate が大きくなっていることが要因であ

る。  

以上，本章で提案する無効電力量最小化制御方式により，IMPallSUPrate を維持しつつ

Qrate の最小化及び QRESrate の大幅な削減が可能であることが確認できた。  

 

図 3- 15 標準方式と無効電力最小化方式の Qrate 比較結果 
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図 3- 16 標準方式と無効電力最小化方式の IMPallSUPrate 比較結果 

  

図 3- 17 標準方式と無効電力最小化方式の QRESrate 比較結果 
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(a) 無効電力量最小化制御方式  

 

(b) 標準方式(力率 0.9) 

図 3- 18 ISUPnrate と Qnrate の相関 

 

（３）住宅毎の注入無効電力量のばらつき  

無効電力量最小化制御方式と標準方式について，住宅間の注入無効電力量のばらつきσ

Q の比較評価を行った。ただし，無効電力量最小化制御方式では，σQ に関する特段の制御

を実施していないため，参考値として記載する。図 3- 19 に標準方式と無効電力量最小化

制御方式のσQ の比較結果を示す。図 3- 19 より，全系統の IMPallSUPrate が概ね一致する標

準方式の力率設定 0.925 から 0.85 のσQ と比較して，無効電力量最小化制御方式における

σQ は，標準方式の力率設定 0.9 よりは大きくなるが，標準方式の力率設定 0.85 や 0.875

よりは小さくなることが確認できた。これは，無効電力量最小化制御方式は，コミュニテ
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ィ全体の無効電力量を最小化するための制御であり，無効電力を注入する住宅率 QRESrate

は少なくなるが，IMPallSUPrate が概ね一致する標準方式よりもσQ はやや大きくなることを

意味する。  

 

図 3- 19 標準方式と提案手法のσQ 比較結果 

 

3.4.2 無効電力量均平化制御方式に関する分析結果  

（１）無効電力制御動作開始電圧の算出  

第一に，提案する無効電力量均平化制御方式に使用する無効電力制御動作開始電圧 V
n

QOP

を系統別に算出した。図 3- 20 に算出結果を示す。ただし，図 3- 20 における V
n

QOP は住宅

グループ単位での記載とし，グラフが煩雑になるのを避けるため，REVVSET 400W 以上の設

定のみ掲載している。また，横軸における住宅グループ内の数字は，柱上変圧器番号を示

す。  

図 3- 20 より，いずれの系統においても高圧系統の末端に連系された住宅グループ 1 に

属する住宅の V
n

QOP が 107.3V に設定され，配電用変電所に近づくにつれて V
n

QOP が小さく

なることが確認できた。また，V
n

QOP は同一柱上変圧器においては，住宅グループ 1 が最

も大きく，住宅グループ 2，住宅グループ 3 の順に小さくなることが合わせて確認できた。  

系統構成別では，REVVSET が 1000W の際のコミュニティ内の最大 V
n

QOP と最小 V
n

QOP の差

が A1 では 0.68V なのに対して，C1 では 1.97V と系統構成により大きい差が生じることが

確認できた。  
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(d) D2 

図 3- 20 系統別の無効電力制御動作開始電圧 VnQOP  

 

（２）注入無効電力量平滑化効果  

次に，提案する無効電力量均平化制御方式による注入無効電力量の平滑化効果を検証す

るため，力率設定を 0.975 から 0.85 まで 0.025 刻みで変化させ，それぞれの力率設定に対

して，REVVSET を 0W~1000W まで変化させた場合の各系統の PV の出力抑制回避率

IMPallSUPrate，無効電力量注入率 Qrate 及び注入無効電力量のばらつきσQ に関する分析を行

った。図 3- 21 に各系統の REVVSET と IMPallSUPrate の相関図を，図 3- 22 に各系統の REVVSET

と Qrate の相関図を，図 3- 23 に各系統の REVVSET とσQ の相関図をそれぞれ示す。  

図 3- 21 より，REVVSET の増加に伴い，力率設定が高い 0.975 や 0.95 の場合は IMPallSUPrate

が上昇し，力率設定が低い 0.875 や 0.85 の場合，IMPallSUPrate が低下することが確認でき

た。ただし，REVVSET の増加に対して IMPallSUPrate は減少，増加方向のいずれかに一定では

なく，減少の後増加のように変動するケースもあることが確認できた。この要因は，  図

3- 22 に示す REVVSET の変化に対する Qrate の変化である。本章における無効電力制御の前提

として，無効電力注入時は，その際の発電電力を皮相電力と見なして有効電力を減少させ

るため，Qrate が大きい場合は，この有効電力の減少に伴い IMPallSUPrate が減少する。力率

設定が高い 0.975 や 0.95 の場合は電圧上昇による IMPallSUPrate が最大化されておらず，Qrate

の増加に伴い IMPallSUPrate が増加するが，力率設定が低い 0.875 や 0.85 の場合，電圧上昇

による IMPallSUPrate が最大化されるため，Qrate の増加に伴い IMPallSUPrate が減少する。  

 一方，σQ については，系統により若干の差があるものの，図 3- 23 により，REVVSET が

700W から 900W の間に最小値が記録される結果となった。また，その際の力率設定は 0.925

若しくは 0.95 となることが確認できた。これは，同一力率設定の場合に，無効電力量均平

化制御方式の無効電力注入率 Qrate が，標準方式と比較して大きくなるため，標準方式で

IMPallSUPrate が最大となる 0.925 と比較して力率設定は同じ，若しくはやや高い設定で充分

105

105.5

106

106.5

107

107.5

1 3 5 7 9
1

1
1

3
1

5
1

7
1

9
2

1
2

3
2

5
2

7
2

9
3

1
3

3
3

5
3

7
3

9
4

1
4

3
4

5
4

7
4

9
5

1
5

3
5

5
5

7 2 4 6 8
1

0
1

2
1

4
1

6
1

8
2

0
2

2
2

4
2

6
2

8
3

0
3

2
3

4
3

6
3

8
4

0
4

2
4

4
4

6
4

8
5

0
5

2
5

4
5

6 1 3 5 7 9
1

1
1

3
1

5
1

7
1

9
2

1
2

3
2

5
2

7
2

9
3

1
3

3
3

5
3

7
3

9
4

1
4

3
4

5
4

7
4

9
5

1
5

3
5

5
5

7

住宅グループ1,5 住宅グループ2,4 住宅グループ3

V
n

Q
O

P
(V

)

D2 400W 500W 600W 700W

800W 900W 1000W



第 3 章 PV 設置住宅群の PV 用パワーコンディショナによる無効電力制御方式の最適化手法  

 

52 

 

なためである。また，その際の無効電力量の標準偏差σQ は最小で 0.13 kvarh となり，これ

は標準方式の同一力率設定のσQ に対して約 92%低減可能であることが確認できた。  
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(c) C2 

 

(d) D2 

図 3- 21 力率設定別の REVVSET と IMPallSUPrate の相関 
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(b) C1 

 

(c) C2 

 

(d) D2 

図 3- 22 力率設定別の REVVSET と Qrate の相関  
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(d) D2 

図 3- 23 力率設定別の REVVSET とσQ の相関 

 

 

以上の結果を踏まえて，提案する無効電力量均平化制御方式において，σQ が最小とな

る REVVSET ，力率設定，σQ，標準方式と無効電力量均平化制御方式のσQ の差（ΔσQ），

IMPallSUPrate の差（ΔIMPallSUPrate）及び Qrate の差（ΔQrate）を算出した。表 3- 3 に比較結

果を示す。表 3- 3 より，提案する無効電力量均平化制御方式により，標準方式に対してΔ

IMPallSUPrate が最大 1.1%程度低減するが，σQ は最大約 92%低減可能であることから，提

案手法の目的が達成できたことが確認できた。ただし，無効電力量均平化制御方式は標準

方式に対して，Qrate が最大 7.4%増加することも合わせて確認できた。これは，無効電力量

均平化制御方式では，標準方式において電圧が低く無効電力を注入する必要のない住宅の

V
n

QOP を低くすることで，このような住宅における無効電力の注入が可能となり，これに

より IMPallSUPrate を維持しつつσQ の低減が可能となることを意味する。  

 

表 3- 3 標準方式と無効電力量均平化制御方式の各比較結果 

(Δは無効電力量均平化制御方式基準) 

 A1 C1 C2 D2 

REVVSET 700 W 700 W 800 W 900 W 

力率設定  0.925 0.95 0.95 0.925 

σQ  0.4 kvarh 0.5 kvarh 0.1 kvarh 0.3 kvarh 

ΔσQ  -2.8 kvarh 

(-86.0%) 

-2.4 kvarh 

(-76.4%) 

-2.4 kvarh 

(-91.6%) 

-1.9 kvarh 

(-87.8%) 

ΔIMPallSUPrate -0.9 % -1.0 % -1.1 % -0.5 % 

ΔQrate 3.9 % 7.4 % 3.7 % 2.3 % 
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3.5 長期間運転時の各無効電力制御方式の比較・評価 

前節では，本章にて提案する「無効電力量最小化制御方式」及び「無効電力量均平化制

御方式」について，標準方式との比較評価を行い，提案方式による無効電力制御により，

それぞれ設定した目的に対して効果があることが検証された。  

しかし，前節では無効電力量最小化制御方式のシミュレーション時間短縮のため 10 時

から 14 時を評価対象時間としたことから，評価結果の直接比較ができなかった。また，前

節では，代表晴天日にて提案手法の最適化検討を行っており，長期間運転時の特性は把握

していない。  

そこで，本節では PV の発電電力量が多い 5 月を代表月として選定し，本章で提案する

「無効電力量最小化制御方式」，「無効電力量均平化制御方式」の「標準方式」，「力率一定

制御方式」に対する有効性について，比較評価を行うこととした。ただし，力率一定制御

方式は，前述のとおり，本研究では無効電力注入時に，PV の発電電力を低減するアルゴ

リズムを採用しているため，他の手法と比較して極端に PV の出力抑制回避率が低減する

ことが予想されることから，参考値として取り扱うものとする。各制御方式を比較評価す

るためのシミュレーション条件については，3.5.1 項に，比較評価結果は，3.5.2 項にそれ

ぞれ詳述する。  

 

3.5.1 シミュレーション条件の整理  

（１）無効電力制御を実施しない場合の PV の出力抑制率の推移  

第一に，無効電力制御を実施しない場合の，系統別の PV の出力抑制率 IallSUPrate を算出

した。ただし，送り出し電圧は，無効電力量最小化制御方式の最適化検討時に使用した値

をそのまま使用するものとし，これが 1 か月間一定で継続する条件とした。図 3- 24 に，1

か月間の IallSUPrate の推移を示す。  
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図 3- 24 系統別 IallSUPrate の推移 

 

図 3- 24 より，天候条件の差により IallSUPrate が大きく変化することが確認できた。また，

休日は特に高圧需要家の日中の消費電力が低減するため，IallSUPrate が上昇する傾向である

ことが確認できた。  

 

（２）力率設定  

 3.4 節では 2007 年 4 月 29 日の発電・負荷パターンを用いて，IallSUPrate が 25%となる設

定にて，提案手法の最適化検討を実施したが，本節における評価は前述のとおり IallSUPrate

が変化する前提であり，且つ IallSUPrate が 25%よりも大きい日も存在する。よって，提案

手法については，3.4 節で決定した力率設定では IMPallSUPrate の最大化が達成できない可能

性を想定し，前節で決定した最適力率に対して，全部若しくは一部の住宅で力率設定を下

げた場合の評価についても同時に実施することとした。表 3- 4 に，各方式の比較評価を実

施するための力率設定を示す。  

 

表 3- 4 各方式の評価のための力率設定 

 力率設定①  力率設定②  

無効電力量最小化制御  

方式  

3.4.1 項で決定した各住宅の力

率設定を採用  

3.4.1 項で決定した各住宅の力

率設定が 1 の住宅以外では，

同力率設定から 0.25 低い値を

設定  

無効電力量均平化制御  

方式  

3.4.2 項で決定した力率設定を

採用  

全軒で 3.4.2 項で決定した力率

設定から 0.25 低い値を設定  
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 無効電力量最小化制御方式については，力率設定①では 3.4.1 項で決定した力率設定を

そのまま採用するが，力率設定②では，力率設定①にて力率が 1 に設定されていない住宅

（=無効電力制御を実施している住宅）の力率設定を一律 0.25 低下させることとした。ま

た，無効電力量均平化方式については，力率設定①では，3.4.2 項で決定した力率設定をそ

のまま採用するが，力率設定②では，全軒で力率設定①から 0.25 低い力率設定を採用する

こととした。これらは，1か月間の間に IallSUPrateが変化するため，力率設定①で IMPallSUPrate

を最大化できない可能性を想定して設定した条件である。  

なお，力率一定制御については，電力会社の推奨値として採用されている力率設定 0.9
(3-4)

を全軒一律で採用するものとし，また標準方式についても同様に力率設定 0.9 を全軒一律

で採用することとした。  

 

3.5.2 各方式の比較・評価  

表 3- 4 に記載した 2 種類の力率設定及び標準方式，力率一定制御を含む合計 6 パターン

について，5 月 1 か月間の運転を行った際の，PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate，無効電

力注入率 Qrate，無効電力量のばらつきσQ について系統別に比較評価を実施した。図 3- 25

に各系統の月間 IMPallSUPrate (MIMPallSUPrate)，図 3- 26 に各系統の月間 Qrate (MQrate)を，図

3- 27 に月間σQ (MσQ)の分析結果をそれぞれ示す。なお，図 3- 25，図 3- 26，図 3- 27 にお

いて，「均平化力率低」，「最小化力率低」は，表 3- 4 で記載した「無効電力量均平化制御

方式」及び「無効電力量最小化制御方式」の力率設定②を意味する。 

 

図 3- 25 MIMPallSUPrate 
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図 3- 26 MQrate 

 

図 3- 27 MσQ 

 

  図 3- 25 より，いずれの系統においても，MIMPallSUPrate は，力率一定制御が最も小さく，

標準方式が最大になることが確認できた。また，提案手法の一つである「無効電力量最小

化制御方式」については，他の三つの提案方式（「無効電力量最小化制御方式（力率低）」，

「無効電力量均平化制御方式」，「無効電力量均平化制御方式（力率低）」と比較して

MIMPallSUPrate が小さくなった。これは，3.4.1 項で最適化した条件と比較して，IallSUPrate

が大きい日があり，その際の PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate が低くなったために発生

した現象である。他の三つの提案方式の MIMPallSUPrate は，標準方式の MIMPallSUPrate との

差が最小 0.6%，最大 3.9%となり，特に D2 系統における標準方式と提案方式の

MIMPallSUPrate の差が大きくなった。これは，図 3- 24 に示したとおり，D2 は他の系統と

比較して，休日の IallSUPrate が大きくなることから，標準方式と比較して休日の IMPallSUPrate

が小さくなったことが要因である。D2 を除くと，標準方式の MIMPallSUPrate と無効電力量
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最小化制御方式を除く 3 つの提案方式の MIMPallSUPrate の差は，平均 1.6%となり，提案手

法の採用による大幅な MIMPallSUPrate の低下が発生しないことが確認できた。  

MQrate は図 3- 26 より，力率一定制御方式が最も大きくなり，次に無効電力量均平化制御

方式（力率低），無効電力量均平化制御方式，標準方式と続き，無効電力量最小化制御方式

（力率低），無効電力量最小化制御方式については，標準方式よりも MQrate が小さくなり，

無効電力量最小化制御方式（力率低）の MQrate は標準方式の MQrate に対して最大約 4%低

減可能であることが確認できた。  

MσQ は図 3- 27 より，無効電力量最小化制御方式（力率低），無効電力量最小化制御方

式が大きく，無効電力量均平化制御方式（力率低），無効電力量均平化制御方式については，

標準方式を下回り，標準方式の MσQ に対する無効電力量均平化制御方式の MσQ が，最大

約 80%低減されることが確認できた。  

以上より，いずれの提案手法においても MIMPallSUPrate が標準方式と比較してやや小さ

くなるが，無効電力量最小化制御方式（力率低）により標準方式よりも MQrate が小さくな

ること，無効電力量均平化制御方式により標準方式よりも MσQ が小さくなることがそれ

ぞれ確認できた。  

 

3.6 第 3 章のまとめ 

 第 3 章においては，PV システムが多数台連系されたコミュニティ全体の PV 用 PCS に

よる無効制御実施時の注入無効電力量の最小化を目的として，電圧が上昇しやすい住宅に

限定して，無効電力制御を実施する「無効電力量最小化制御方式」及び，コミュニティ内

の住宅間注入無効電力量の均平化を目的として，電圧が上昇しやすい住宅における無効電

力制御動作開始電圧を高く，電圧が上昇しにくい住宅における無効電力制御動作開始電圧

を低く設定する「無効電力量均平化制御方式」を提案し，その有効性について評価を行っ

た。その結果，以下の事象が判明した。  

第一に，無効電力量最小化制御方式においては PV の出力抑制回避率がやや減少するも

のの，コミュニティ全体で注入する無効電力量を標準方式と比較して最大 20%低減可能で

あり，無効電力量均平化制御方式においては，PV の出力抑制回避率がやや減少するもの

の住宅間の注入無効電力量の標準偏差が標準方式と比較して最大 92％低減可能であるこ

とが確認できた。  

また，提案手法及び従来手法について，1 か月間（5 月）運転を行い，PV の出力抑制回

避率が平均 1.6%低減するものの，無効電力量最小化制御方式により無効電力注入量を最大

約 4%低減可能であること，無効電力量均平化制御方式により無効電力量の標準偏差を最

大約 80%低減可能であることがそれぞれ確認できた。
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第4章 PV 設置住宅群のヒートポンプ給湯機によ

る有効電力制御方式の最適化手法 

 

4.1 本章の概要 

 第 2 章にて概説したとおり，HPWH の導入量は増加しており，昨今オール電化住宅には

必ずと言って良いレベルで HPWH が導入されている。通常 HPWH は，電気料金が安価な

深夜帯に蓄熱して，日中給湯する運用方法が一般的である。また，再生エネルギーの固定

価格買取制度の導入により，PV の発電により発生した逆潮流電力量の買取単価も高く設

定されており，PV の発電電力を自家消費することを目的とした HPWH の昼間運転も好ま

しくない。一方，PV の大量導入時には，余剰電力の発生や電圧上昇による PV の出力抑制

の発生が懸念されており，このため余剰電力発生時の PV の出力抑制を回避するための

HPWH を昼間に運転する検討 (4-1~4-3)も行われている。しかし，配電系統の電圧上昇時の PV

の出力抑制回避を目的とした HPWH の昼間運転手法については，これまで検討されてこな

かった。  

よって本章では，PV システムが多数台連系された 1404 軒の住宅で構成されるコミュニ

ティにおいて，コミュニティ全体を一つの集合体とした場合の，電圧上昇時の PV の出力

抑制回避を目的とした HPWH 昼間運用手法を提案し，その効果を明らかにする。  

本章では第一に，季節別に代表晴天日を抽出し，各住宅の HPWH の運転時間帯を決定す

る。HPWH の昼間運転方法を季節別に検討するのは，逆潮流が発生する時間帯や HPWH

の消費電力・消費電力量が季節により変化するためである。次にこの結果を用いて，各季

節の代表月にて，HPWH の昼間運転方法を決定する。ただし，いずれの季節においても，

連続 1 か月間晴天日が続くことはなく，曇天日に HPWH の昼間運転を実施すると，逆潮流

電力量の低減や順調流電力量の増加などが発生するため，現在の電気料金単価を考慮する

と好ましくない運用となる。よって本章では，天気予報データを活用し，前日の夜の時点

で HPWH の運転時間帯を決定する手法の確立を目指す。  
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以下，本章における提案手法について，制御方法や評価結果等について詳述する。  

 

4.2 本章で提案する HPWH の運用方法 

 本章では，HPWH を昼間運転することで PV コミュニティ全体の出力抑制量を低減する

有効電力制御方式の最適化手法を確立することを目的とする。ただし，住宅毎の PV の出

力抑制量は，系統連系箇所の差により均一化されていないこと，及び，HPWH の消費電力

量は，逆潮流電力量よりも小さくなることが予想される。従って，効果的に PV の出力抑

制回避を行うためには，住宅別に最適な HPWH の運転時間帯を検討する必要がある。  

そこで本研究では，(4.1)式に示す HPindex1 の最大化を目的とした HPWH の昼間運転方

法を確立する。HPindex1 は，(4.2)式に示すとおり，PV の出力抑制回避率 HPindex0 と HPWH

の昼間運転により増加した順潮流電力量と逆潮流電力量の全軒の総和 SumHPLnosup を，(4.9)

式に示す全軒で受電点の電圧上限管理値（107V）を逸脱しない場合の PV の発電電力量の

全軒の総和 SumPideal で規格化した値との差とする。また，HPindex0 は，(4.3)式に示すとお

り HPWH の昼間運転による全軒の PV の出力抑制回避量 SumSUPHP を SumPideal で規格化し

た値とする。SumSUPHP は，(4.4)式に示すとおり HPWH の昼間運転により発生する各住宅

の PV の出力抑制回避電力((4.5)式で定義する SUP
n

HP)の逆潮流開始時刻 T1 から逆潮流終了

時刻 T2 までの積分値の全軒の総和，SumHPLnosup は，(4.6)式に示すとおり，各住宅の HPWH

の昼間運転により低減する逆潮流電力と増加する消費電力の和（ (4.7)式で定義する

HPL
n

nosup）の T1 から T2 までの積分値の全軒の総和，SumPideal は，(4.9)式に示すとおり全軒

で受電点の電圧の上限管理値（107V）を逸脱しない場合の各住宅の PV の発電電力 P
n

ideal

の T1 から T2 までの積分値の全軒の総和とそれぞれ定義する。また，全式共通で n は住宅

番号，N は住宅総軒数，t は時間をそれぞれ示す。  
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ここに，HPindex1：HPindex0 と SumHPLnosup を SumPideal で規格化した値との差，

HPindex0：SumSUPHP を SumPideal で規格化した値，SumSUPHP：HPWH の昼間運転によ

る全軒の PV の出力抑制回避電力 SUP
n

HP の T1 から T2 までの積分値の全軒の総和，

SumHPLnosup：各住宅の HPWH の昼間運転により低減する逆潮流電力と増加する消費

電力（HPL
n

nosup）の T1 から T2 までの積分値の全軒の総和，HPL
n

nosup：各住宅の HPWH

の昼間運転により低減する逆潮流電力と増加する消費電力の和，SumSUPHP：HPWH

の昼間運転により発生する各住宅の PV の出力抑制回避電力（SUP
n

HP）の T1 から T2

までの積分値の全軒の総和，SUP
n

HP：PV の出力抑制回避電力（kW），SumPideal：全住

宅で受電点の電圧上限管理値（107V）を逸脱しない場合の各住宅の PV の発電電力（以

下，P
n

ideal）の T1 から T2 までの積分値の全軒の総和(kWh)，HPL
n：住宅 n における HPWH

の消費電力(kW)，SUP
n：住宅 n における電圧上昇による PV の出力抑制電力(kW)， P

n
g：

全ての住宅で HPWH を昼間運転しない場合の住宅 n における PV の発電電力(kW)，

P
n

gHP：全ての制御対象住宅で HPWH を運転した場合の住宅 n における PV の発電電力

(kW)，P
n

ideal：全住宅で受電点の電圧上限管理値（107V）を逸脱しない場合の各住宅

の PV の発電電力（kW），n：住宅番号，N：住宅数，t:時刻，T1:シミュレーション開

始時刻，T2：シミュレーション終了時刻  

 

4.3 代表晴天日における HPWH の最適運用方法 

本研究では，春夏秋冬それぞれに対して，代表晴天日を 1 日選定し，選定した各代表日

において，それぞれ HPWH の最適運用方法を検討する。ここでの最適とは，前節で設定し

た HPindex1 を最大化することであり，そのための HPWH の運転方法を 3 パターン検討す

ることとした。  

4.3.1 パターン 1 による HPWH の運転方法 

パターン 1 は，PV の発電出力がピークとなる時間帯を基準として HPWH の運転時間帯

を設定するものである。これは，PV の発電出力がピークとなる時間帯に電圧上昇による

出力抑制が発生しやすいこと，及び PV の発電出力がピークとなる時間帯の推定が可能な



第 4 章 PV 設置住宅群のヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法  

65 

 

ことから，実運用が可能な HPWH の運転方法として設定した。  

図 4- 1 に具体的な HPWH の運転方法を示す。HPWH の運転時間帯は，図 4- 1(a)に示す

とおり同一時間帯に設定する場合，図 4- 1(b)に示すとおり二つの時間帯に設定する場合，

及び図 4- 1(c)に示すとおり三つの時間帯に設定する場合について検討を行うこととし，季

節別に設定することととした。複数の運転時間帯に対して，各住宅の HPWH の運転時間帯

を設定する場合は，4.5.2 項にて詳述する各住宅の ISUP
n

rate が大きい順番に並べたリスト

（以下，住宅リスト）を用いて，変電所近傍の住宅や末端に連系される住宅の HPWH がそ

れぞれ一つの時間帯に集中せず，各時間帯に均等に配分されるように設定する。  

パターン 1 の HPWH の時間帯の選定については，4.5.3 項にて詳述する。  

 

(a) HPWH 運転時間帯が同一時間帯の場合  

 

 

(b) HPWH 運転時間帯が二時間帯の場合  
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(c) HPWH の運転時間帯が三時間帯の場合  

図 4- 1 パターン 1 における HPWH の運転方法 

（全軒で HPWH を運転し，１軒平均に規格化したもの）  

 

4.3.2 パターン 2 による HPWH の運転方法 

パターン 2 は，全軒の PV の出力抑制量を算出し，全軒平均で PV の出力抑制量が最も

大きい時間帯に，住宅リストの 1 番目の住宅の HPWH の運転時間帯を確定させ，さらに住

宅リストの順番にて，PV の出力抑制量が最も大きい時間帯に，当該住宅の HPWH の運転

時間帯を確定させ，これを HPindex1 が最大化するまでこれを繰り返すものである。  

 図 4- 2 にパターン 2 による HPWH の運転方法を示す。  

 

 

図 4- 2 パターン 2 による HPWH 運転方法 

（全軒で HPWH を運転し，１軒平均に規格化したもの）  
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4.3.3 パターン 3 による HPWH の運転方法 

 パターン 3 は，PV の発電がピークになる時刻を基準として 15 分刻みで HPWH の運転時

間をスライドさせ， PV の出力抑制回避量が最も大きくなる時間帯に 1 軒目の HPWH の運

転時間帯を決定し，以降住宅リスト順に，検討が終了した住宅で HPWH を運転させた状態

で，HPWH の運転時間帯を決定する方法である。  

 図 4- 3 にパターン 3 における HPWH の運転方法を示す。  

 

図 4- 3 パターン 3 における HPWH の運転方法 

（全軒で HPWH を運転し，１軒平均に規格化したもの）  

 

4.4  シミュレーション条件 

4.4.1 最適化を行う各季節の代表月及び代表晴天日の選定  

本研究のシミュレーションで用いる発電・負荷パターンは，NEDO が群馬県太田市で実

施した「集中連系型太陽光発電システム実証研究（FY2002~FY2007）(4-4)」にて，2006 年 7

月 3 日から 2007 年 7 月 2 日までの 1 年間に 553 軒の住宅にて実測された PV の発電電力及

び負荷電力を用いて，HPWH の消費電力を除いた平均パターンを作成し，この平均パター

ンを本研究に使用することとした。ただし，実証試験当時は HPWH の普及率が低かったこ

と及び HPWH の実測データの取得率が低かったこともあり，HPWH の消費電力は別途算出

することとした。HPWH の消費電力パターンについては，当時の外気温等から別途算出す

るものとする。詳細は 4.4.2 項にて説明する。  

 以下，上記年間発電・負荷データ及び気象庁が当時発表した，最低，最高，平均気温を

用いて，本章で用いる代表的な晴天日を選定するものとする。図 4- 4 に，1 軒の住宅にお

ける月間平均逆潮流電力量，及び気象庁が当時発表した平均気温を示す。  
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図 4- 4 月間平均逆潮流電力量，月間平均気温  

 

 本研究の代表晴天日を選定するための代表月として，図 4- 4 より月間平均逆潮流電力量

が最も大きくなる 5 月（春季）を選定することとした。ただし，5 月は平均気温が高いこ

とから HPWH の消費電力・消費電力量が低下することにより，十分に HPindex1 が改善で

きないことが予想される。そこで，春季以外の季節についても代表日を選定し，季節に応

じた PV の出力抑制回避運転方法について検討を行うこととした。夏季（6 月～8 月）は，

月間平均気温が最大となる 8 月を，秋季（9 月～11 月）は，春季で選定した 5 月と検討条

件を変えるため，月間平均気温が秋季の中で最も低い 11 月を，冬季（12 月～2 月）は，対

象 3 か月間の月間平均気温の差が小さいことから，月間逆潮流電力量が最大となる 2 月を

選定した。  

 次に，選定した代表月から，以下の条件にて代表晴天日を選定することとした。  

① 晴天指数（日射量を大気外日射量で規格化した値）が高い  

② 外気温が月間の中央値に近い  

③ できるだけ月初，月末を選定しない（月間の太陽高度の変化の差を考慮）  

④ 目視により，日射変動ができるだけ少ない日を選定  

 

晴天指数を選定指標の一つとして使用するのは，日射量や PV の発電電力量では，季節

による日照時間の変化の影響を受けるため，正当な評価ができないと判断したためである。

図 4- 5 に代表月における 1 日毎の晴天指数を，図 4- 6 に代表月における 1 日毎の平均気温

をそれぞれ示す。図 4- 5，図 4- 6 より，上記選定条件に最も近い日として，2 月は 2 月 7

日を，11 月は 11 月 15 日を，5 月は 5 月 21 日を，8 月は 8 月 10 日をそれぞれ選択した。

図 4- 7 に選定した代表日の晴天指数及び月間最大値・中央値を，図 4- 8 に代表日の平均外

気温及び最大値・中央値・最小値を，図 4- 9 に代表日の発電・負荷パターン（HPWH の消
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費電力を除く）をそれぞれ示す。  

 

図 4- 5 代表月における 1 日毎の晴天指数 

 

図 4- 6 代表月における 1 日毎の平均気温 
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図 4- 7 選定日の晴天指数  

 

図 4- 8 選定日の外気温（1 日の平均気温） 
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(b) 11 月 15 日  

 

(c) 5 月 21 日  

 

(d) 8 月 10 日  

図 4- 9 発電・負荷パターン（HPWH 消費電力を除く） 

 

4.4.2 HPWH の消費電力・消費電力量  

前述のとおり，NEDO 事業集中連系型太陽光発電システム実証研究では，全軒に対する

HPWH の計測を実施した住宅が非常に少なかったため，当時の HPWH に関する実測データ
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は本章における検討では使用しないこととし，代替として 1 軒 1 日の昼間運転時の HPWH

の消費電力量 EHP（kWh/day）は，当時の気象庁が発表した気象データ等を用いて，（4.10）

式に基づき算出することとした。  

COP3600

)(

・

・・・・  n

W

n

SETn

W

n

SET

n

W

n

HWn

HW

n

HP

TT
TT

TT
C

E






                           (4.10) 

 ここに，E
n

HP：1 軒 1 日の昼間運転時の HPWH の消費電力量（kWh/day），T
n

HW：HPWH

の給湯温度（℃），T
n

SET：HPWH の沸き上げ温度（℃），T
n

W：HPWH の給水温度(℃)，     

α：水の比熱 4.178(kJ/kg)，C
n

HW：一日のお湯の消費量(L/day)  ただし昼間運転時は，

15 時以降のお湯の消費量，β：貯湯槽の温度損失係数（昼間給湯時：105%，夜間給湯

時：110%）， COP：HPWH の COP（成績係数） 

 

HPWH の消費電力量 E
n

HP は，(4.10)式に示すとおり，一日のお湯の消費量 C
n

HW と右辺第

2 項に示す給湯温度 T
n

HW と給水温度 T
n

W の差を沸き上げ温度 T
n

SET と T
n

W の差で規格化した

値の積で定義される沸き上げ温度におけるお湯の消費量，水の比熱α，右辺第 4 項（括弧

内）に示す T
n

SET と T
n

W の差，及び温度損失係数βの積で算出する HPWH の消費熱量を，

電力量に換算するための定数 3600 及び HPWH の COP にて除すことで算出する。沸き上げ

温度におけるお湯の消費量を右辺第 1 項と右辺第 2 項の積としたのは，沸き上げ温度にお

けるお湯と給水温度の水とを混在させて給湯するためである。COP は，後述のとおり昼夜

で異なる値を使用する。給水温度は，天気予報情報と同様に気象庁が発表した当時の最高，

最低気温から，昼間運転時の HPWH の消費電力は平均気温を用いて算出する。  

HPWH の給湯温度 T
n

HW は，一般財団法人建築環境・省エネルギー機構（IBEC）の調査

結果 (4-5)を踏まえて，40℃に設定した。HPWH の沸き上げ温度 TSET は，現在販売されてい

る一般的な HPWH の値 (4-6)を参考として，冬季（12 月～2 月）は 90℃，それ以外の季節は

65℃設定とした。HPWH の給水温度 TW は，気象庁が発表した当時の最高気温と最低気温

の平均気温として，図 4- 10 に示す外気温と給水温度との相関図 (4-7)を用いて算出すること

とした。  
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図 4- 10 外気温と給水温度の相関図 

 

 次に，本章で使用する 1 日の給湯パターンを定義することとした。標準的な住宅におけ

る HPWH の給湯パターンは，IBEC の調査結果 (4-5)より以下に示す 6 通りに分別されること

が確認されている。  

① 平日(大)：1 日の給湯使用量 470L 

② 平日(小)：1 日の給湯使用量 380L 

③ 休日在宅(大)：1 日の給湯使用量 650L 

④ 休日在宅(小)：1 日の給湯使用量 550L 

⑤ 休日不在(大)：1 日の給湯使用量 380L 

⑥ 休日不在(小)：1 日の給湯使用量 240L 

 

図 4- 11 に各給湯パターンにおける 1 日の給湯パターンを示す。  
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図 4- 11 各パターンの給湯使用量 

 

本研究では，1 軒・1 日の給湯使用量を年間通じて一定とするため，平日は平日（小）

のパターンを，休日は休日不在（大）のパターンをそれぞれ適用することとした。これに

より，1 軒・1 日の給湯使用量は年間通じて 380L 一定になる。  

次に，(4.10)式で用いる HPWH の COP を設定するため，現在の市販 HPWH の COP を調

査した。その結果，冬季，中間期，夏季それぞれに対して，外気温に対する HPWH 消費電

力が定義されている (4-6)ことが確認できたため，これを用いて外気温に対する COP を定義

することとした。図 4- 12 に外気温と HPWH 消費電力の相関図を示す。  

 

図 4- 12 外気温と HPWH 消費電力の相関図 

 

以上より算出した代表日の HPWH の消費電力量と消費電力を図 4- 13 に示す。  
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図 4- 13 代表日における HPWH 消費電力，消費電力量 

 

4.4.3 配電系統構成 

配電系統構成は，第 3 章と同様に，一般社団法人電気共同研究にて定義された一般配電

系統 C-2
(4-8)を用いて，住宅及び高圧需要家で構成される配電系統を策定した。図 4- 14 に

高圧配電系統構成を，図 4- 15 に低圧配電系統構成をそれぞれ示す。  

図 4- 14 において▼は柱上変圧器を示すものとし，三相平衡で高圧配電系統に合計 117

台導入（一相当たり 39 台）導入される構成となっている。また，▽は高圧需要家を示すも

のとし，配電系統全体で 10 箇所導入される構成となっている。  

高圧需要家の負荷パターンは，一般社団法人電気協同研究で調査された結果 (4-8,4-9)を元

に，高圧需要家の契約電力を 1 需要家 128kW として，三相平衡にて使用される前提として，

重負荷期及び軽負荷期のそれぞれについて設定した。図 4- 16 に設定した高圧負荷パター

ンを示す。設定した高圧需要家の負荷パターンは，全高圧需要家で共通とし，2 月，8 月は

重負荷期のパターンを，11 月，5 月は軽負荷期のパターンをそれぞれ使用することとした。  

また，図 4- 15 に示すとおり，低圧配電系統には 12 軒の PV 及び HPWH 付住宅が導入さ

れる設備構成となっている。この低圧配電系統では，柱上変圧器を中心にして，低圧幹線

が等分布になっている構成であること及び引き込み線の線種及び距離が全住宅共通となっ

ていることから，住宅番号 1,2,3,10,11,12 及び 4,5,6,7,8,9 のインピーダンスはそれぞれ共通

となる。各住宅の発電・負荷パターン（HPWH を除く）には，4.4.1 項で定義したパターン

を全軒共通で適用するものとする。また，HPWH の消費電力，消費電力量は全軒共通では

あるが，運転時間帯は，4.3.1 項で定めたそれぞれの HPWH 運転パターンに応じて住宅毎

に設定するものとする。  
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図 4- 14 高圧配電系統構成  

 

 

図 4- 15 低圧配電系統構成  
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図 4- 16 高圧需要家における負荷パターン（一相分）  

 

4.5 代表日における HPWH の最適運用方法検討結果 

4.5.1 送り出し電圧の決定  

本項では，全軒で HPWH の昼間運転を実施しない場合の，コミュニティ全体の PV の出

力抑制率 IallSUPrate が 25%, 20%, 15%, 10%, 5%となる送り出し電圧を代表日毎に決定する。

コミュニティ全体の PV の出力抑制率 IallSUPrate は(4.12)式に示すとおり，HPWH の昼間運

転を実施しない場合の各住宅の PV の出力抑制電力 SUP
n の T1 から T2 までの積分値を，全

軒の総和を送り出し電圧が低く PV の出力抑制が発生しない場合のコミュニティ全体の PV

の発電電力量 SumPideal で規格化した値とする。また，各住宅の PV の出力抑制率 ISUP
n

rate

は(4.13)式に示すとおり，各住宅の PV の出力抑制電力 SUP
n の T1 から T2 までの積分値を送

り出し電圧が低く，全住宅で電圧管理値を逸脱しない場合の各住宅の PV の発電電力 P
n

ideal

の T1 から T2 までの積分値で規格化した値と定義する。  
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図 4- 17 に代表日毎の IallSUPrate と送り出し電圧の相関図を示す。IallSUPrate が同じ値であ
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るにも関わらず，日別に送り出し電圧が異なるのは，季節により PV の発電電力量や負荷

電力量が異なるためである。図 4- 17 に示す送り出し電圧は，本節及び次節の検討に使用

するものとする。  

   

図 4- 17 IallSUPrate に応じた代表日の送り出し電圧 

 

4.5.2 住宅リストの作成方法  

本章において HPWH の最適運用方法を決定するために，住宅リストを使用する。住宅リ

ストとは，住宅間の PV の出力抑制量の大小関係を簡易的に算出するための指標である。

本章では HPindex1 の最大化を目的とした HPWH の運転方法を策定することを目的として

いるため，PV の出力抑制率 ISUP
n

rate が小さい若しくは発生しない住宅における HPWH の

昼間運転を避ける必要がある。そこで，次項以降の HPWH 最適運用方法の検討では，HPWH

の昼間運転を実施しない場合の住宅間の ISUP
n

rate の大小関係を把握し，最適運用方法の検

討に用いることする。  

住宅リストでは，具体的には系統インピーダンスを用いて住宅間の ISUP
n

rate の大小関係

を把握するものとする。これは ISUP
n

rate が，系統連系箇所（=系統インピーダンス）の差

により大きく変化することが理由である。ただし，各住宅の系統インピーダンスを直接的

に計測することはできないことから，以下のとおり，夜間における HPWH 運転による電圧

降下ΔV
n を実測し，これを系統インピーダンスの代替とすることとした。ΔV

n は，以下に

示す二通りの手法を用いて比較評価することとした。  

手法 1：夜間一斉に HPWH を運転し，その際の各住宅の電圧降下ΔV
n を実測する方法。 

手法 2：夜間一斉に HPWH を運転し，その際の各住宅の電圧降下ΔV
n を実測。電圧降下

が最も大きい住宅以外で，再度 HPWH を一斉に運転。最後の住宅までこれを繰

り返す方法。ΔV
n は，(4.14)式を用いて算出。  
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ここに，ΔV
n

k：住宅 n で HPWH を運転した場合の電圧降下(V)，ΔV
n

l：住宅 n で

HPWH を運転しない場合の電圧降下(V)，K:住宅 n で HPWH を運転した回数 ,L:住宅

n で HPWH を運転しなかった回数  

 

以上，二通りの手法を用いて，サイト全体で各住宅のΔV
n と PV の出力抑制量との相関

について分析を行った。図 4- 18 に手法１のΔV
n と ISUPrate の相関図を， 図 4- 19 に手法 2

のΔV
n と ISUPrate の相関図をそれぞれ示す。  

 図 4- 18 より，手法 1 を用いた場合は，4 日間ともに，二重のラインが発生し，個々のΔ

V
n に対して，ISUPrate が二点定まるケースが多いことが確認できた。一方，手法 2 を用い

た場合は，図 4- 19(a)及び図 4- 19(b)にて赤丸で囲んだ 2 月 7 日及び 8 月 10 日の 25%の一

部を除き，個々のΔV
n に対して，ISUP

n
rate が一意に定まることが確認できた。これは，手

法 2 による，末端のΔV
n が大きい住宅の HPWH の運転を停止させ，徐々に HPWH の運転

台数を減らして加重平均を算出する方法が，電圧が管理値上限に到達した住宅から PV の

出力が抑制する動作に類似していることが要因と推定される。しかし，IallSUPrate が 25%の

際に，2 月 7 日，8 月 10 日のΔV
n が 1~1.5V 付近で個々のΔV

n に対して ISUP
n

rate が最大 14%

の差で二点定まることが確認されていることから，この発生要因分析を行うこととした。

これについては，図 4- 20 に示す 2 月 7 日の IallSUPrate25%時の住宅番号に対するΔV
n と

ISUP
n

rate を用いて解説する。なお，図 4- 20 の X 軸は，変圧器番号のみ記載しているが，

実際は図 4- 15 の低圧配電系統構成に合致するよう，一つの変圧器に対して 12 軒分のデー

タが記載されている。  

 

(a)2 月 7 日  

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4

IS
U

P
n

ra
te

ΔVn

2月7日

IallSUPrate
25%

IallSUPrate
15%

IallSUPrate
5%

IallSUPrate

25%

IallSUPrate

15%

IallSUPrate

5%



第 4 章 PV 設置住宅群のヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法  

 

80 

 

 

(b)11 月 15 日  

 

(c)5 月 21 日  

 

(d)8 月 10 日  

図 4- 18 手法１を用いたΔVn と ISUPnrate の相関図 
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(a)2 月７日  

 

(b)11 月 15 日  

 

(c)5 月 21 日  
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(d)8 月 10 日  

図 4- 19 手法 2 によるΔVn と ISUPnrate の相関図 

 

 図 4- 20 より，ΔV
n が 1.5V 程度になるのは，Tr34，Tr36 など高圧系統末端の柱上変圧器

の低圧インピーダンスが小さい住宅（住宅 No.4,5,6,7,8,9 以下，低圧 Z 小住宅）と Tr9,Tr10

など配電用変電所に近い柱上変圧器の低圧インピーダンス が大きい住宅（住宅

No.1,2,3,10,11,12 以下，低圧 Z 大住宅）であることが確認できる。しかし，ISUP
n

rate は前

者の高圧系統末端の柱上変圧器の低圧 Z 小住宅よりも，後者の配電用変電所に近い柱上変

圧器の低圧 Z 大住宅のほうが大きくなったことから発生した現象である。この ISUP
n

rate の

差が，IallSUPrate 25%時の 2 月，8 月に顕著に大きくなるのは，他の季節と比較して，PV の

発電電力量が少なく且つ送り出し電圧が高く設定されているためである。送り出し電圧を

高く設定すればするほど，系統構成とは無関係に全軒で ISUP
n

rate が均一に近くなっていく。

また，図 4- 18，図 4- 19 より，自家消費等により，ISUP
n

rate は，最大でも 50%弱で飽和す

ることが確認できている。従って，ISUP
n

rate が飽和に近い状態の住宅が多くなればなるほ

ど，ΔV
n との相関関係が弱くなる。  

このように手法 2 においても，送り出し電圧が高く逆潮流による電圧上昇の影響が少な

い条件においては，高圧系統の連系位置が大きく異なる柱上変圧器のΔV
n が一致した場合

については，必ずしも両者の ISUP
n

rate が一致するわけではないことが確認できた。しかし，

本章における住宅リストは，ISUP
n

rate の大小関係を判断することが主目的であり，対象と

なる住宅も限定的であることから，大きい支障がないものと判断し，以降の検討に使用す

ることとした。  
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図 4- 20 各住宅の ISUPnrate とΔVn 

 

4.5.3 パターン 1 による運転時間帯数の決定  

 4.3.1 項にて記載したとおり，本章で取り扱うパターン 1 では，季節に応じて図 4- 1 に示

す同一時間帯，二時間帯，三時間帯の中から運転時間帯数を選定する。運転時間帯数の設

定は，二時間帯の場合は住宅リストのΔV
n が大きい順番に Ta,Tb が交互に設定されるよう

に，三時間帯の場合は，Tb,Ta,Tb,Tc が交互に設定されるようにそれぞれ選定する。同一時

間帯にて HPWH を運転する場合も含めて，HPWH を全軒で運転した場合の HPindex0 にて

選定することとした。図 4- 21 に同一時間帯，二時間帯，三時間帯における各選定日の

HPindex0 を示す。図 4- 21 より，同一時間帯を採用した場合は，二時間帯及び三時間帯を

選定した場合と比較して HPindex0 が小さくなるが，二時間帯，三時間帯はほぼ HPindex0

が同じ値になることが確認できた。ただし，僅かではあるが，2 月，11 月は二時間帯を，5

月，8 月は三時間帯をそれぞれ選定することにより，HPindex0 が大きくなることが確認で

きた。これは，2 月，11 月は，逆潮流時間が短い上に HPWH の運転時間が長いことから，

HPWH の運転時間帯を少なくする二時間帯の選定が HPindex0 の改善に効果があり，5 月，

8 月はこれとは反対に逆潮流時間が長い上に HPWH の運転時間が短いことから，ピーク時

間帯の HPWH の運転数を確保しつつ，HPWH の運転時間帯を長くすることが可能な三時間

帯の採用が HPindex0 の改善に効果があるものと推定される。なお，同一時間帯に HPWH

の運転を集中させると，同時間帯の PV の出力抑制量が完全に回避されるケースが多いた

め，一定以上の同一時間帯における HPWH の運転は PV の出力抑制回避率の向上には寄与

しない。  

以上より，本章におけるパターン 1 では，2 月，11 月の HPWH の運転時間帯は二時間帯

を，5 月，8 月の HPWH の運転時間帯は三時間帯をそれぞれ採用することとした。  
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図 4- 21 パターン 1 における運転時間帯別 HPindex0 

 

4.5.4 HPWH 運転パターンの評価  

本章にて HPindex1 を最大化するための HPWH の運転方法として，4.3.1 項にてパターン 1，

パターン 2，パターン 3 を提案している。本項では，それぞれのパターンに対する最適化

の達成度を評価するため，以下の項目について分析を行う。  

①パターン別の PV の出力抑制回避率（HPindex1，HPindex0）  

②パターン別の HPWH 時間帯別運転時間率  

③パターン別の HPWH 稼働率  

 

 以下，それぞれの項目について詳述する。  

 

（１）パターン別の PV の出力抑制回避率（HPindex1，HPindex0）  

各季節の代表 4 日間において設定した IallSUPrate 5 ケース（25％, 20%, 15%, 10%, 5%）に

ついて，パターン 1, パターン 2, パターン 3 それぞれのケースにおける HPindex1 及び

HPindex0 を算出した。図 4- 22 に HPindex1 及び HPindex0 の算出結果を示す。HPindex1 は，

いずれのパターンにおいても，2 月が最も大きく，11 月，5 月，8 月の順番になり，2 月と

8 月では HPindex1 が最大 3 倍近い差になることが確認できた。これは，季節による HPWH

の消費電力量の差の影響により発生した現象である。ただし，HPWH の消費電力量が最大

となる 2 月においても PV の出力抑制量を完全に零にすることはできないことも合わせて

確認できた。また，パターン間の HPindex1 の差は，最大 0.6％程度となっており，パター

ン間の HPindex1 の大きい差は発生しないことが確認できた。  

また，HPindex1 の最大値は 2 月 7 日の IallSUPrate が 25%の際に最大 9%になることが合わ
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せて確認できた。  

 

(a)HPindex1 

 

(b)HPindex0 

図 4- 22 パターン別 HPindex1,HPindex0 

 

（２）パターン別の HPWH 時間帯別運転時間率  

次にパターン別の HPWH の運転時間帯を把握するため，各パターンにおける 1 軒平均の

トレンド曲線を分析した。図 4- 23 に 2 月 7 日の IallSUPrate 25％時の運転パターン別の 1 軒

平均のトレンド曲線を示す。なお，2 月 7 日の負荷パターンは，図 4- 9 に示したとおり，

日中に大きな変動がないものが設定されている。従って，9 時頃から 15 時頃にかけて負荷

電力が上昇しているのは，HPWH の昼間運転による影響である。パターン別の HPWH の運

転時間帯はそれぞれ特徴があり，パターン 1 は，PV の発電がピークとなる時間帯を中心
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に前後の時間帯で対象とあるように HPWH の運転が行われることが，パターン 2 は，PV

の出力抑制量が大きい時間帯がピークとなるように，出力抑制量に応じて HPWH の運転が

行われることが，パターン 3 は，パターン 2 と同様であるが，パターン 2 よりもピーク時

間帯の HPWH 消費電力が大きくなり，他の時間帯の HPWH の消費電力が少なくなること

が確認できた。  

 

(a)パターン 1 

 

(b) パターン 2 
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(c)パターン 3 

図 4- 23 パターン別の 1 軒平均トレンド曲線(2 月 7 日 IallSUPrate25％) 

 

次に，代表日 4 日間，IallSUPrate 別の HPWH 運転時間帯を定量的に評価するため，(4.15)

式で定義する HPWH 時間帯別運転時間率（HPTrate）について分析を行った。(4.15)式にて，

Top は，区分した時間(30 分)を，Tsn は，9:00～14:00 を対象とした 30 分単位の区分開始時

刻を，Ten は，9:00～14:00 を対象とした 30 分単位の区分終了時刻をそれぞれ示す。  

図 4- 24(a)より，2 月の IallSUPrate 25％の場合の HPTrate は，パターン 1 では，10：00 か

ら 13：00 までが一定，パターン 2 では，11：00 から 12：00 をピークとして，それ以外の

時間帯は，概ね PV の発電パターンに沿う形で左右対称，パターン 3 では 11：30～12：30

をピークとして，それ以外の時間帯は，概ね PV の発電パターンに沿う形で左右対称とな

ることが確認できた。また，IallSUPrate が低下すると，PV の出力抑制が発生していない時

間帯での HPWH の運転をさけるため，HPTrate も同様に全体的に低下することも合わせて確

認できた。  
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(a) 2 月 7 日 

 

(b) 11 月 15 日  

 

(c) 5 月 21 日  
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（d）8 月 10 日  

図 4- 24 HPWH 時間帯別運転時間率（HPTrate）分析結果 

 

図 4- 24 (b),(c),(d)より，11 月，5 月，8 月についてもパターン 2 は同様の傾向であり，パ

ターン 1 も，運転時間帯の設定の差（2 月，11 月は二時間帯，5 月，8 月は三時間帯）はあ

るものの，概ね 2 月と同様の傾向となることが確認できるが，パターン 3 の IallSUPrate 25％

時の 11 月，5 月，8 月については，他よりも HPTrate が最大になる時間帯が 2 月 7 日よりも

遅くなることが確認できた。これは，PV の出力抑制量と HPWH の消費電力量が拮抗する

時間帯に 1 軒目の HPWH の運転時間帯が決定され，PV のピーク時刻や消費電力の差によ

り，この時間帯が 2 月よりも遅くなることにより発生する現象である。   

 

（３）パターン別の HPWH 稼働率  

次に，HPWH の稼働率 HPrate について分析を行った。HPrate は，(4.16)式に示すとおり，

コミュニティ全体で HPWH の昼間運転を実施する軒数 NHP を住宅総軒数 N で規格化した

値である。HPrate は，次節にて詳述する長期間運用時の天気予報が外れた日の HPWH の昼

間運転による逆潮流電力量の低減や順調流電力量の増加リスクを軽減するため，少ない運

転台数で，PV の出力抑制回避率が大きくなる HPHW の運転方法を最適とし，これを評価

するために定義したものである。 図 4- 25 に代表日 4 日間，IallSUPrate 別の HPrate 分析結果

を示す。  

N
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図 4- 25 HPrate 分析結果 

 

 IallSUPrate 25%では，4 日間全ての運転パターンにて，HPrate は 80%以上であった。しか

し，IallSUPrate の低下に合わせて HPTrate と同様に HPrate も低下し，2 月 7 日の IallSUPrate 5%

では，パターン 3 において HPrate は最小 15%が記録された。HPrate は，8 月＞5 月＞11 月＞

2 月の順番となった。これは，HPWH の消費電力量が小さい月は，  PV の出力抑制回避率

の低下を HPrate を増加させることで回避するために発生した現象である。  

次にパターン別 HPrate の比較評価を行なった。パターン別の HPrate に大きい差はないが，

パターン 2 で他のパターンと比較して HPrate が低いケースが多いことが確認できた。これ

は，SUP
n の積分値が多い時間帯(＝PV の発電ピーク時間帯)に住宅リストの順番が早い住

宅での HPWH の運転が集中するため，住宅リストの順番が遅い住宅では，他の住宅の

HPWH の運転により，同時間帯の PV の出力抑制が減少する。住宅リストの順番が遅い住

宅では，他の時間帯で PV の出力抑制が元々発生していないため，結果として HPWH の昼

間運転が行なわれないことにより発生した現象である。パターン 1，パターン 3 では，住

宅リストの順番が早い住宅での PV の発電ピーク時間帯の HPWH の運転が，パターン 2 よ

りもやや分散しているため，住宅リストの遅い住宅で HPWH の運転が可能となり，HPrate

がやや増加する傾向となった。  

 

（４）まとめ  

  代表日におけるパターン別の運転結果を分析した結果，以下のとおりとなった。  

 

① パターン別 HPindex1 及び HPindex0 の分析  

・パターン 1 適用時に HPindex1 が最大となるケースが約 33%，パターン 2 では約 53%，

パターン 3 では約 13%であった。  
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  ・パターン間の HPindex1 の差は平均 0.35%であり，最大でも 0.62%と大きい差は発

生しなかった。  

   ・HPindex1 は 2 月が最大，8 月が最小，HPWH の昼間運転により低減する逆潮流電

力量と増加する消費電力量の和は 2 月が最大，8 月が最小となった。これは，季節

により HPWH の消費電力量が変化することが原因である。  

   ・全ての条件において，PV の出力抑制を回避（IallSUPrate＝HPindex0）することはで

きなかった。  

 

② パターン別 HPWH 時間帯別運転時間率  

基本的には，PV のピーク時間帯（＝PV の出力抑制のピーク時間帯）に，HPWH の

運転が集中するが，パターン 3 の IallSUPrate が大きい条件において，HPTrate が最大に

なる時間帯が 1 時間程度遅くなるケースがあることが確認できた。  

 

③ パターン別 HPWH 稼働率 

パターン 2 は，他のパターンよりも HPrateがやや小さくなるが，パターン別の HPWH

稼働率に大きい差は発生しなかった。  

 

  以上より，パターン別に HPWH 時間帯別運転時間率や HPWH 稼働率の特性にやや差

があるものの，パターン別の HPindex1 に大きい差は認められないことから，次節「長期

間運用時の HPWH の最適運用方法の検討」においては，各住宅の運転時間帯が簡単に定

義可能な実運用を想定したパターン 1 を採用することとした。  

 

4.6 長期間運用時の HPWH の最適運用方法の検討 

前節では，代表晴天日において，HPWH の最適運用方法を検討し，本節での運転方法と

して，パターン 1 を用いることを決定したが，長期間に渡る運用方法を検討する際には，

前節のように常に晴天が続くわけではなく，悪天候日も混在することを考慮する必要があ

る。悪天候日の HPWH の昼間運転は，電気料金収益の大幅な低下に繋がることが想定され

るため，好ましくない。  

そこで，長期間運用時の HPWH の昼間運転実施を判断するための指標として，天気予報

データを用いることとし，以下のステップで HPWH の最適運用方法を検討することとした。

なお，本章における長期間の運用とは，春夏秋冬それぞれ 1 か月間における HPWH の運用

方法の検討を意味し，2 月，11 月，5 月，8 月をそれぞれ対象月とする。また，送り出し電

圧は，4.5 節で用いた 2 月 7 日，11 月 15 日，5 月 21 日，8 月 10 日にて IallSUPrate が 25％，

20%，15%，10%，5%になるように決定された値が，それぞれ 1 か月間継続する前提とす

る。以下，本節における具体的検討項目を記載する。  
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① 天気予報予測精度の分析  

本章で用いる発電・負荷パターンが取得された日の群馬県太田市近傍で当時の気象

庁が発表した天気予報を用いて，天気予報を分類化し，これと晴天指数や PV の出力

抑制率 IallSUPrate との相関について分析を行い，HPWH の昼間運転を行うための天気

予報の条件を決定する。  

 

② 天気予報を用いた HPWH の昼間運転による効果の分析  

①で決定した HPWH の運転方法を用いて月間単位の HPindex1（以下，MHPindex1）

を最大化するための運用方法について検討を行う。  

 

③ 天気予報の高精度化が実現した場合の HPWH の月間運転方法の検討  

将来的に天気予報の予測精度が向上し，サイト全体の出力抑制率 IallSUPrate が予測可

能となった場合を想定し，IallSUPrate に応じて HPWH の稼働率 HPrate を調整するこ

とで，さらなる MHPindex1 最大化の可能性について検討を行う。なお，この IallSUPrate

に応じて HPrate を調整するパターン 1 の変形運用を，以降パターン 1’と呼ぶこととす

る。  

 

4.6.1 天気予報の予測精度の分析  

（１）晴天指数と IallSUPrate の相関に関する分析  

天気予報の予測精度を分析するに当たり，第一に，晴天指数と IallSUPrate の相関について

分析を行った。図 4- 26 に設定した代表日の IallSUPrate に応じた晴天指数と IallSUPrate の分

析結果を示す。図 4- 26(a)より，代表日の IallSUPrate の設定を 25%とした場合，晴天指数が

0.6 以上の場合は，ほぼ IallSUPrate が 20％を超えることが確認できた。この傾向は，代表日

の IallSUPrate の設定に関わらず概ね一定であり，晴天指数が 0.6 以上になると，IallSUPrate

は，月間通して，ほぼ代表日の IallSUPrate から 5%低い値（代表日の IallSUPrate が 5%の場合

は，3%）よりも大きくなることが確認できた。具体的には，後述する特異日を除き，代表

日の IallSUPrate の設定が 25%の場合は，月間の IallSUPrate は 22%~38%に，代表日の IallSUPrate

の設定が 20%の場合は，月間の IallSUPrate は 17%~32%に，代表日の IallSUPrate の設定が 15%

の場合は，月間の IallSUPrate は 12%~26%に，代表日の IallSUPrate の設定が 10%の場合は，月

間の IallSUPrate は 8%~20%に，代表日の IallSUPrate の設定が 5%の場合は，月間の IallSUPrate

は 4%~13%になることが確認できた。また，晴天指数が 0.3 未満になると，ほぼ IallSUPrate

が発生しなくなることが確認できた。  

ただし，赤丸で囲った 8 月の特異日では，他の日と比較して，IallSUPrate が大きくなるこ

とが確認できた。この原因を把握するため，これら特異日について分析を行った。  

対象日は，8 月 12 日から 8 月 16 日及び 8 月 26 日（土）であったが，いずれも夏季休暇
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のため，日中の在宅者が他の日よりも少なく，コミュニティ全体の消費電力量が少なかっ

たことが影響しているものと推定される。なお，8 月 26 日（土），8 月 27 日（日）も同様

に日中の住宅負荷電力量が低かったが，これは，26 日及び 27 日の最高気温が低い（26 日：

27.9℃，27 日：28.1℃）ことにより，エアコン消費電力量が低減したことが原因と推定さ

れる。ただし，27 日は天候が悪く PV の発電電力量が少なかったため IallSUPrate が発生せず

特異日とはならなかった。  

以上より，一部の例外を除き，晴天指数が 0.6 以上にて IallSUPrate が確実に発生し，0.3

未満にてほぼ IallSUPrate が発生しないことが確認できたため，本章においては，以降，晴天

指数が 0.6 以上と予想される場合は，HPWH の昼間運転を実施し，晴天指数が 0.3 未満と

予想される場合は，HPWH の昼間運転を不実施とすることとした。  
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(b) IallSUPrate 20% 
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(c)IallSUPrate 15% 

 

(d) IallSUPrate 10% 
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(e)IallSUPrate 5% 

図 4- 26 晴天指数と IallSUPrate の相関図 

 

（２）天気予報と晴天指数の相関  

天気予報には「晴れ」や「雨」といった単純な予報だけではなく，「晴れのちくもり」

といったような HPWH 昼間運転をすべきかどうかの判断が難しい予報も存在する。よって，

これら複雑な天気予報が発表された場合でも，HPWH の昼間運転実施／不実施を判断可能

とするため，天気予報に関する分類を以下のとおり作成し，晴天指数との相関について確

認を行った。  

分類１：晴れ  

定義 ：「晴れ」の予報  

分類２：晴れを含む  

定義 ：「晴れ」と言う表現が一部でも入っている予報  

分類３：天候不良なし  

定義 ：日中「雨」や「雪」という表現が入っていない予報  

分類４：全天候   

定義 ：全ての天候（比較のために使用）  

 

以上の分類を用いて，晴天指数 0.1 刻みの区分に対してそれぞれの条件に当てはまる天

気予報の発生頻度を算出した。図 4- 27 に分析結果を示す。  
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図 4- 27 晴天指数（CI）と IallSUPrate の相関 

 

図 4- 27 より，代表 4 か月 120 日間において，晴天指数が 0.6 以上になる日は，55 日発

生したが，天気予報にて「晴れ」を使用する場合は，その内 19 日（34.5%），「晴れを含む」

を使用する場合は 54 日（98.2%），「天候不良なし」を使用する場合は，55 日（100%）そ

れぞれ選択可能であることが確認できた。  

この結果より，「晴れ」の天気予報では，晴天指数が 0.6 以上になる日を選択できる確率

が低すぎるため，HPWH 昼間運転を実施するための基準としては使用しないこととした。 

次に，「晴れを含む」と「天候不良なし」を使用した際の，晴天指数が 0.3 未満になる日

を選択する確率について検討を行った。晴天指数が 0.3 未満になる日は，120 日間で 22 日

発生したが，天気予報にて「晴れを含む」を使用する場合は，2 日（9.1%）を，「天候不良

なし」を使用する場合は，13 日（59.1%）を選択することが確認できた。この結果より，

「天候不良なし」を使用する場合の晴天指数 0.3 未満の日を選択する確率が高すぎるため，

HPWH 昼間運転を実施するための基準としては使用しないこととした。  

次に，「晴れを含む」にて，晴天指数が 0.3 未満になった日を抽出した。当該日は以下の

2 日であったが，この 2 日間の条件からは，さらなる天気予報の細分化による晴天指数 0.3

未満の日を選択する確率を低減させることはできないため，これ以上の分類による悪天候

日の除外は実施しないこととした。  

  

   2 月 20 日  ：晴れ，晴天指数 0.241 

11 月 28 日 ：くもり_昼前_から_昼過ぎ_晴れ_所により_朝晩_雨，晴天指数 0.164 

     

以上より，晴天指数 0.6 以上の日をほぼ全て選択可能であり，且つ晴天指数 0.3 未満の

日を選択する確率の低い「晴れを含む」の天気予報が発表された際に，HPWH の昼間運転

を実施することとした。  
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（３）短時間の悪天候を想定した HPWH の時間帯制限運転可否の検討  

これまでの検討により，HPWH の昼間運転を実施するための天気予報の指標として，「晴

れを含む」を用いることとした。しかし，「晴れを含む」の予報には，晴れのちくもりのよ

うに，午前中のみ若しくは午後のみ晴れのような天気予報が混在されており，このような

場合に，午前中のみ若しくは午後のみ HPWH の昼間運転を実施することで，HPindex1 の

低減が防止できる可能性を想定し，代表 4 か月間において，1 日単位で算出した晴天指数

を午前，午後それぞれの時間帯別に再計算し，午前から午後への大幅な天候の変化を天気

予報により推定できるか検討を行った。  

図 4- 28 に，代表 4 か月間の午前、午後の晴天指数及び当日の天気予報を示す。ただし，

図 4- 28 において第 2 軸は，0 が「終日天候不良」， 1 が「午後晴れを含む」，2 が「午前晴

れを含む」，3 が「午前午後の区別なく晴れを含む」の天気予報をそれぞれ示す。  
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(b)11 月  
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(c)5 月  

 

(d)8 月  

図 4- 28 半日単位の晴天指数と天気予報 

 

図 4- 28 から，午前もしくは午後のいずれかの晴天指数が 0.6 以上で，いずれかの晴天指

数が 0.3 未満の日が 1 日も存在しないことが確認できた。この条件に近い日としては，5

月 16 日（晴天指数 AM：0.67，PM：0.43），5 月 18 日（晴天指数 AM：0.65，PM：0.34）

が挙げられるが，いずれの天気予報も，「晴れ_夕方_から_くもり」，「晴れ_夜_くもり」と，

午前，午後の気象変化を捉えることができるものではなかった。よって，天気予報を用い

た 1 日の中の大幅な天候変化を推定し，時間帯別に HPWH を運用する方法は採用しないこ

ととした。  
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（４）まとめ  

以上，代表 4 か月間における天気予報に関する分析結果を纏めると以下のとおりとなっ

た。  

 

① 送り出し電圧によらず，晴天指数が 0.6 以上で，IallSUPrate が大きくなる。  

② 「晴れを含む」の天気予報にて晴天指数 0.6 以上の日を 98.2%選定可能。ただし，

晴天指数 0.3 未満の日を 9.1%選定することになる。  

③ 天気予報の細分化により，晴天指数 0.3 未満の日の選定確率を下げることは困難。

また，天気予報を用いた午前から午後の大幅な天候変化の推定は困難。  

 

以上より，本章では，「晴れを含む」の天気予報が発表された際に，HPWH の昼間運転

を実施することとした。  

 

4.6.2 天気予報を用いた HPWH 昼間運転の効果に関する検証  

前節の検討結果を用いて，「晴れを含む」の天気予報が発表された際に，パターン 1 に

よる HPWH の昼間運転を行い，その際の HPindex1 を算出した。図 4- 29 に代表日の IallSUPrate

が 25％の際の，日別の全天候及び「晴れを含む」の天気予報を使用した場合の HPindex1

の推移を，図 4- 30 に MHPindex1 をそれぞれ示す。  

図 4- 29 より，全天候を選択すると，いずれの季節においても，悪天候日に HPindex1 が

極端なマイナスになる日（例：2 月 14 日）が発生することが確認できた。なお，2 月 14

日のように，HPindex1 が-300％程度まで極端に低下するのは，悪天候による PV の発電電

力量が小さくなるため，相対的に昼間運転時の HPWH の消費電力量が大きくなることが要

因である。しかし，「晴れを含む」の天気予報が発表された日のみ，HPWH の昼間運転を

行うことで，2 月 14 日のような HPindex1 が大幅に低下する日を少なくすることが可能で

あることが確認できた。ただし，「晴れを含む」の天気予報を用いた場合でも，HPindex1

がマイナスになる日を完全に除去することができず，11 月 28 日のように，HPindex1 が

-100%程度になる日も存在することが確認できた。しかし，「晴れを含む」の天気予報を使

用することにより，4 か月間通して，HPindex1 がマイナスになる日数が 41 日から 13 日ま

で低下しており，HPWH の昼間運用を実施する際に天気予報を用いる効果が認められた。 

MHPindex1 は，図 4- 30 より 2 月が最も大きく，11 月，5 月，8 月の順番になることが確

認できた。また，「晴れを含む」の天気予報を用いることにより，MHPindex1 が改善され，

全天候時と比較して，IallSUPrate が 4 か月間全 IallSUPrate にて最大 3.9%，平均 1.8%大きくな

ることが確認できた。ただし，「晴れを含む」を使用しても，11 月の IallSUPrate 15%,10%,5%，

5 月の IallSUPrate 5%では，MHPindex1 がマイナスになることが確認できた。これらの条件

では，HPWH の昼間運転を実施しないほうが好ましいことになることから，パターン 1 に
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おいては，代表日における IallSUPrate が 20%以上の際に HPWH の昼間運転を実施すること

で MHPindex1 の改善効果が発生するという結論に至った。  

なお，  11 月で MHPindex1 が小さくなったのは，「晴れを含む」の予報にて，晴天指数

が小さい日が多く発生したためである。よって，本手法は天気予報の予測精度の影響を受

けることが解る。  

 

(a)2 月  

 

(b)11 月  
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(c)5 月  

 

(d)8 月  

図 4- 29 天気予報による日別 HPindex1 改善効果 
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図 4- 30 天気予報別 MHPindex1 

 

4.6.3 天気予報の高精度化が実現した場合の HPWH の長期運転方法の検討  

 前項で解説したとおり，現状の天気予報精度では，提案手法による HPWH の昼間運用で

は，MHPindex1 がマイナスになる可能性があることが確認できた。しかし，天気予報の予

測精度向上に関する研究 (4-10)も実施されていることから，将来的には天気予報の高精度化

が具現化する可能性もあり，これが MHPindex1 の向上に繋がる可能性もある。そこで，本

項では，天気予報が高精度化された場合を想定し，その際の最適 HPWH の昼間運転方法に

ついて検討を行う。  

 前項までの検討においては，「晴れを含む」の天気予報が発表された際に，パターン 1

を用いて HPWH の昼間運転を実施していたが，4.6.1 項における分析結果（図 4- 26）によ

り，晴天指数と IallSUPrate の相関も認められていることから，天気予報（＝晴天指数）が精

度良く予測可能となった場合には，IallSUPrate に応じて，HPWH 昼間運転実施数を調整する

ことが可能となる。以上の前提に基づき，IallSUPrate に応じたパターン 1 を基準とした HPWH

の運転方法について検討を行うこととした。この， IallSUPrate に応じて HPWH の運転数を

調整する運用方法をパターン 1’と呼ぶ。  

 

（１）パターン 1’における HPWH の昼間運転を実施する住宅の選定方法  

 本章での検討に採用した系統構成（図 4- 15）では，全柱上変圧器において，低圧 Z 大住

宅(図 4- 15 における No.1,2,3,10,11,12)が 6 軒，低圧 Z 小住宅(図 4- 15 における No.4,5,6,7,8,9)

がそれぞれ 6 軒導入される設備構成となっている。これまでの検討により，低圧 Z 大住宅

と低圧 Z 小住宅で PV の出力抑制量が大きく異なることが確認されていることから，HPWH

の運転数は，低圧 Z 大住宅，低圧 Z 小住宅を分類した形で検討を行う。パターン 1’では，

パターン 1 にて，低圧 Z 大小住宅それぞれ 6 軒の内，何軒の住宅で HPWH を運転していた
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かの割合を PTrHPrate と定義し，これを用いて以下のとおり HPWH 運転数を設定する。  

① パターン 1 における代表日の IallSUPrate 毎の柱上変圧器単位の PTrHPrate から実際の

IallSUPrate によりパターン 1’の PTrHPrate を折れ線近似  

② 日毎の IallSUPrate に応じて，住宅リストに記載された，PV の出力抑制量が大きい順

番に PTrHPrate を調整  

 

図 4- 31 にパターン 1 における PTrHPrate を示す。図 4- 31 により，季節によらず，低圧 Z

小住宅における PTrHPrate が大きく，低圧 Z 小住宅における PTrHPrate が小さくなることが

確認できた。IallSUPrate が小さくなると，この傾向はより顕著になり，2 月 7 日及び 11 月

15 日の IallSUPrate5%にて，低圧 Z 小住宅における PTrHPrate がゼロになることが確認できた。 

 

 

図 4- 31  パターン 1 における PTrHPrate 

 

（２）パターン 1 とパターン 1’の比較評価  

 次に，PTrHPrate を用いてパターン 1 とパターン 1’の代表 4 か月間における IallSUPrate 別

MHPindex1 を算出した。図 4- 32 に分析結果を示す。図 4- 32 より，特に 11 月と 8 月で，

パターン 1’により，MHPindex1 が改善されることが確認できた。これは，11 月，8 月にお

いて「晴れを含む」の天気予報が発表された際に，晴天指数が低い日が多かったため，こ

れらの日の PTrHPrate が最適化できたために発生した現象である。全体的に MHPindex1 の

改善効果は認められたが，11月及び 5月の代表日の IallSUPrateの設定が 5%の場合 MHPindex1

がマイナスになることが確認できた。よって，パターン 1’においては，代表日における

IallSUPrate が 10%以上の際に HPWH の昼間運転を実施することで MHPindex1 の改善効果が

発生するという結論に至った。  

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

Ia
llS

U
P

ra
te

 2
5

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 2
0

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 1
5

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 1
0

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 5
%

Ia
llS

U
P

ra
te

 2
5

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 2
0

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 1
5

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 1
0

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 5
%

Ia
llS

U
P

ra
te

 2
5

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 2
0

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 1
5

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 1
0

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 5
%

Ia
llS

U
P

ra
te

 2
5

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 2
0

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 1
5

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 1
0

%

Ia
llS

U
P

ra
te

 5
%

2月7日 11月15日 5月21日 8月10日

P
T

rH
P

ra
te

低圧Z小住宅 低圧Z大住宅

I a
llS

U
P

ra
te

2
5

%

I a
llS

U
P

ra
te

2
0

%

I a
llS

U
P

ra
te

1
5

%

I a
llS

U
P

ra
te

1
0

%

I a
llS

U
P

ra
te

5
%

I a
llS

U
P

ra
te

2
5

%

I a
llS

U
P

ra
te

2
0

%

I a
llS

U
P

ra
te

1
5

%

I a
llS

U
P

ra
te

1
0

%

I a
llS

U
P

ra
te

5
%

I a
llS

U
P

ra
te

2
5

%

I a
llS

U
P

ra
te

2
0

%

I a
llS

U
P

ra
te

1
5

%

I a
llS

U
P

ra
te

1
0

%

I a
llS

U
P

ra
te

5
%

I a
llS

U
P

ra
te

2
5

%

I a
llS

U
P

ra
te

2
0

%

I a
llS

U
P

ra
te

1
5

%

I a
llS

U
P

ra
te

1
0

%

I a
llS

U
P

ra
te

5
%



第 4 章 PV 設置住宅群のヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法  

 

104 

 

 

図 4- 32 パターン 1’による MHPindex1 改善効果 

 

4.7 第 4 章のまとめ 

第 4 章では，PV システムが多数台連系されたコミュニティ全体の PV の出力抑制回避率

の最大化を目的とした長期間の HPWH の最適運用方法について提案を行い，その有効性に

ついて評価を行った。その結果，以下の事象が判明した。  

第一に，冬季（2 月），中間期（11 月，5 月），夏季（8 月）それぞれの季節において代表

晴天日を 4 日選定し，送り出し電圧が異なる 5 通りの条件を季節別に設定し，HPWH の昼

間運転による，低下する PV の逆潮流電力量や増加する順潮流電力量を減らした PV の出

力抑制回避量を算出し，これを PV の発電電力量で規格化した値を評価パラメータとして

採用した。本研究ではこれを HPindex1 と呼び，提案手法に対する HPindex1 の比較評価を

実施した。その結果，PV のピーク時刻の前後対称に HPWH を運転する実運用を想定した

パターン 1 にて HPindex1 の最大化が可能であることが確認できたことから，パターン 1

を用いて，以降の長期間運転方法について検討することとした。ただし，いずれの条件に

おいても PV の出力抑制を完全に回避することはできなかった。  

次に，選定した季節別代表 4 ヶ月にて月間 HPindex1 の最大化を目的とした HPWH の運

転方法について検討を行った。長期間運転時は，必ず晴天日が連続するわけではないので，

天気予報を用いて，翌日の HPWH の運転実施を決定する手法を採用することとした。その

結果，天気予報を用いない場合にパターン 1 の月間 HPindex1 が 0%以上となる条件におい

て，天気予報を用いない場合と比較して月間 HPindex1 を最大約 2%改善できることを明ら

かにした。  

また，11 月を除き代表日の IallSUPrate（HPWH を運転しない場合に発生するコミュニテ

ィ全体の PV の出力抑制量の総和を理想的 PV の発電電力量の総和で規格化した値）の設

定が 10%以上となる条件で，月間 HPindex1 がプラスになることも合わせて確認できた。  
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最後に，天気予報の予測精度により，翌日の IallSUPrate の推定が可能となった場合の月間

単位の HPWH の昼間運転方法について検討を行なった。この場合は，日毎の IallSUPrate の

変化に応じて HPWH の運転台数を調整するパターン 1’により，全ての月で代表日の

IallSUPrate の設定が 10%以上となる条件で HPWH を昼間運転することにより月間 HPindex1

をプラスにできることが確認できた。  
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第5章 PV 設置住宅群の定置型蓄電池とヒートポ

ンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手

法 

5.1 本章の概要 

  第 4 章では，PV システムが多数台連系されたコミュニティにおいて，HPWH の昼間運

転による PV の出力抑制回避手法について検討を行った。その結果，HPWH の昼間運転時

の住宅別の HPWH の運転時間帯や長期間運転時の天気予報を用いた HPWH の実施・不実

施の判定方法等が確立できた。しかし，HPWH の消費電力量は住宅で発生する逆潮流電力

量と比較して少ないため，HPWH の昼間運用だけでは PV の出力抑制を完全に回避するこ

とが困難なことも合わせて確認できた。そこで本章では，この出力抑制回避の不足分を補

うため，家庭用蓄電池(BESS)も含めた PV の出力抑制回避手法を提案する。PV の大量導入

に対する蓄電池を用いた制御については，これまで本研究と同じ目的である配電系統の電

圧制御 (5-1)だけでなく，余剰電力対策を目的とした蓄電池の運用方法 (5-2~5-4)も検討されてい

るが，各住宅の BESS を個別制御することによる電気料金の収益改善まで踏み込んだ検討

は実施されていない。また，第 4 章も同様に，逆潮流電力量の低減や順調流電力量の増加

を避けつつ，PV の出力抑制回避を目的とした HPWH の昼間運用方法は検討したが，電気

料金の収益改善効果まで踏み込んだ検討は行っていない。  

そこで本章では，第 4 章における検討結果を踏まえて，住宅に BESS を導入する条件を

追加し，PV システムが多数台連系された PV コミュニティにおいて，年間の電気料金収益

を最大化するための BESS 及び HPWH を用いた PV の出力抑制回避手法を提案し，その効

果を明らかにする。通常 BESS は夜間充電し日中から夕方の住宅負荷に対して放電するロ

ードレベリング運転を行うが，本章においては日中の PV の出力抑制回避のため，夜間の

BESS への充電量を少なくする運用を行う。また，HPWH ついては第 4 章と同様に，PV の

出力抑制が多い住宅において，昼間運転を行う。ただし，年間運用を想定する場合，晴天

日だけでなく PV の出力抑制が発生しない曇天日も存在するため，第 4 章と同様に天気予
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報を用いて，前日の夜の時点で BESS 及び HPWH の運転方法を決定する手法を確立する。 

また，第 2 章に記載したとおり，BESS は HPWH とは異なり，オール電化住宅に必ずし

も導入されるわけではないため，全住宅に対する BESS 付住宅の割合（BESS 導入率）を複

数設定し，BESS 導入率に応じた PV の出力抑制回避手法を確立する。  

以上，本章における提案手法について，制御方法や評価結果等について詳述する。  

 

5.2 本章で提案する対策技術の運用方法 

5.2.1 本章で提案する BESS 及び HPWH の運用方法 

BESS 及び HPWH を導入する住宅では，BESS は，夜間の安価な電気料金を用いて系統

から充電し，電気料金が高く設定されている昼間に放電，HPWH は夜間に蓄熱し，日中給

湯するロードレベリング運転が一般的に採用されている。  

しかし本章においては，PV の出力抑制を回避するための運用を行うため，ロードレベ

リング運転とは異なる時間帯に BESS の充放電及び HPWH への蓄熱を行う。具体的運転方

法は，以下のとおりである。  

① 日中の系統電圧上昇による PV の出力抑制発生時に，PV の逆潮流電力を BESS に

充電，若しくは HPWH への蓄熱。（両者併用も含めて，以降この運用を本章におけ

る PV の出力抑制回避運転と定義）  

② 日没から翌朝までに PV の出力抑制回避運転を実施するための必要充電状態（State 

of charge：SOC）に設定するため BESS を充放電 

 

この運用に対する定量的評価を行うため，(5.1)式に示すとおり，1 軒平均年間電気料金

収益 BIMP の最大化を本章の目的とする。  

 

] [ MethodEvaluationofObjective  

)( IMPBMaximum                                                         (5.1) 

ここに，BIMP：1 軒平均年間電気料金収益（円／Year）  

 

以下，年間の電気料金収益 BIMP の算出方法を，(5.2)式から(5.10)式を用いて説明する。  

)(
1

d

Load

d

PV

D

d

IMP CCB 


                                                (5.2) 

d

D

d

ME

d

M

d

Load CCCC                                                      (5.3) 
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ただし，C
d

PV: 1 軒平均 1 日の売電収入(Yen/day)，C
d

Load：1 軒平均 1 日の買電支出

(Yen/day)，C
d

M: 買電単価βM が適用される時間帯の 1 軒平均 1 日の買電支出(Yen/day)，

C
d

ME: 買電単価βME が適用される時間帯の 1 軒平均 1 日の買電支出(Yen/day)，C
d

D:買

電単価βD が適用される時間帯の 1 軒平均 1 日の買電支出(Yen/day)，Rev
d,n：1 軒の逆

潮流電力(kW)，P
d,n

PV：1 軒の発電電力(kW)，P
d,n

cons：1 軒の消費電力 (kW)，P
d,n

L：

BESS,HPWH を除いた 1 軒の負荷電力(kW)，P
d,n

BESS：1 軒の BESS の充放電電力(kW)，

P
d,n

HP: 1 軒の HPWH の消費電力(kW)，P
d,n

Lall：1 軒の電力会社からの受電電力(kW)，

αPV: 住宅用 PV の余剰電力売電単価 37(Yen/kWh)，βM: 深夜時間帯(時刻 T0 から T6e

及び T23 から T23e)の住宅の買電単価 12.16(Yen/kWh)，βME: 朝，夜(時刻 T7 から T9e 及

び T17 から T22e)の住宅の買電単価 25.92(Yen/kWh)，βD: 日中(時刻 T10 から T16e)の住宅

の買電単価 31.64(Yen/kWh)，ただし，7 月 1 日から 9 月 30 日は 38.63(Yen/kWh)，d：

2006 年 7 月 3 日を基点とした延べ日数(d=1,・・・,D)，n：住宅番号(n=1,・・・,N)，

T0：0 時 0 分，T6e：6 時 59 分，T7：7 時 0 分，T9e：9 時 59 分，T16e：16 時 59 分，T17：

17 時 0 分，T22e：22 時 59 分，T23：23 時 0 分，T23e：23 時 59 分，t：時間 
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1 軒平均年間電気料金収益 BIMP は(5.2)式に示すとおり，1 軒平均 1 日の売電収入 C
d

PV と

買電支出 C
d

Load の差の年間の総和と定義する。ただし，C
d

Load は (5.3)式に示すとおり

C
d

M,C
d

ME,C
d

D の和で定義する。  

C
d

PV は，(5.4)式に示すとおり，逆潮流電力 Rev
d,n の 1 日の積分値の全軒平均値と余剰電

力の売電単価αPV の積と定義する。60 で除しているのは，取り扱うデータが全て 1 分間隔

の値であることから，Wh 換算のために実施している。  

Rev
d,n は(5.5)式に示すとおり，PV の発電電力 P

d,n
PV が住宅全体の消費電力 P

d,n
cons を上回

った場合の両者の差と定義する。P
d,n

cons は(5.6)式に示すとおり，住宅内負荷電力 P
d,n

L，BESS

への充電電力 P
d,n

BESS 及び HPWH の消費電力 P
d,n

HP の和で定義する。ただし(5.6)式におい

て，P
d,n

BESS は放電側をプラスとしたため，符号が反転している。  

C
d

M,C
d

ME,C
d

D は電気料金の変化に応じた 1 軒平均の 1 日毎の時間帯別支出であり，C
d

M

は(5.7)式に示すとおり (5.10)式に示す電力会社から受電する電力 P
d,n

Lall の深夜時間帯の積

分値の 1 軒平均値と同時間帯の買電単価βM の積と定義する。C
d

ME は(5.8)式に示すとおり

P
d,n

Lallの朝夕時間帯の積分値の 1軒平均値と同時間帯の買電単価βMEの積と定義する。 C
d

D

は(5.9)式に示すとおり P
d,n

Lall の日中の積分値の 1 軒平均値と同時間帯の買電単価βD の積

と定義する。  

αPV には，10kW 未満の PV システムに適応される 2014 年度売電単価 37 円/kWh
(5-5)を適

用する。BESS からの放電により逆潮流電力量を増やすダブル発電 (5-5)は実施しない。βM,

βME,βD には，オール電化住宅を対象として電力会社が販売中の料金メニュー (5-6)で設定し

た買電単価として，βM は 12.16 円/kWh,βME は 25.92 円/kWh,βD は 31.64 円/kWh(ただし 7

月 1 日から 9 月 30 日は 38.63 円/kWh)をそれぞれ適用する。  

全式共通で n は住宅番号， t は時間 ,d は「集中連系型太陽光発電システム実証研究（群

馬県太田市） (5-7)」で住宅の発電・負荷が実測された 2006 年 7 月 3 日からの延べ日数をそ

れぞれ示す。発電・負荷パターンについては，5.3.1 項で詳述する。  

また，本研究では PV の出力抑制回避運転を実施する場合としない場合それぞれについ

て，PV の出力抑制を定量的に評価するため，(5.11)～(5.17)式を定義する。  
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ここに，IallSUP
d

rate:コミュニティ全体の 1 日の PV の出力抑制率(%)，ISUP
d,n：1 軒・1

日に発生する PV の出力抑制量(kWh/day)，SUP
d,n

:全軒で PV の出力抑制回避運転を実

施しない場合の電圧上昇による 1 軒の PV の出力抑制損失(kW)，P
d,n

ideal: 送り出し電

圧が低く全軒で電圧上昇による出力抑制が発生しない場合の 1 軒の PV の発電電力

(kW)，P
d,n

PV’: 全軒で PV の出力抑制回避運転を実施しない場合の 1 軒の PV の発電電

力 (kW)， IMPallSUP
d

rate:コミュニティ全体の  1 日の PV の出力抑制回避率 (%)，

IMPSUP
d,n

:  PV の出力抑制回避運転実施時の 1 軒の PV の出力抑制回避電力(kW)，

ISUP
d,n

BESS_HP:PV の出力抑制回避運転実施時に残存する 1 軒・1 日の PV の出力抑制量

(kWh/day)，SUP
d,n

BESS_HP:PV の出力抑制回避運転実施時に残存する 1 軒の PV の出力抑

制電力(kW) 

 

コミュニティ全体の 1 日の PV の出力抑制率 IallSUP
d

rate は，(5.11)式に示すとおり，各住

宅の 1 日の出力抑制量 ISUP
d,n の全軒の総和を全軒で出力抑制が発生しない場合の PV の発

電電力 P
d,n

ideal の 1 日の積分値の全軒の総和で規格化した値と定義する。ただし ISUP
d,n は， 

(5.12)式に示すとおり，PV の出力抑制回避運転を実施しない場合の PV の出力抑制電力

SUP
d,n の 1 日の積分値と，SUP

d,n は(5.13)式に示すとおり，P
d,n

ideal と PV の出力抑制回避運

転を実施しない場合の PV の発電電力 P
d,n

PV’の差とそれぞれ定義する。また，PV の出力抑

制回避運転実施時のコミュニティ全体の 1 日の出力抑制回避率 IMPallSUP
d

rate は，(5.14)式

に示すとおり，1 軒の PV の出力抑制回避電力 IMPSUP
d,n の 1 日の積分値の全軒の総和を

P
d,n

ideal の 1 日の積分値の全軒の総和で規格化した値と定義する。ただし IMPSUP
d,n は(5.15)

式に示すとおり，実際の PV の発電電力 P
d,n

PV と PV の出力抑制回避運転を実施しない場合

の PV の発電電力 P
d,n

PV’の差と定義する。また，PV の出力抑制回避運転時に残存する 1

軒・1 日の出力抑制量 ISUP
d,n

BESS_HP は，(5.16)式に示すとおり PV の出力抑制回避運転時

に残存する 1 軒の PV の出力抑制電力 SUP
d,n

BESS_HP の 1 日の積分値とし， SUP
d,n

BESS_HP は，

(5.17)式に示すとおり 1 軒の PV の出力抑制電力 SUP
d,nと PV の出力抑制回避電力 IMPSUP

d,n
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の差とそれぞれ定義する。  

 

5.2.2 天候情報の使用方法  

本章では，PV の出力抑制が発生する場合は，BESS への充電及び HPWH の昼間運転によ

り，これを回避する運用を行うが，悪天候時にも同様の運転を行うと電気料金収益 BIMP が

低下する危険性がある。そこで，本研究では PV の出力抑制回避運転実施を判断するため，

以下に示す天候情報に基づき，運用方法を決定する。  

① 天気予報情報を用いた翌日の運用方法の決定  

翌日好天が予想される場合は，PV の出力抑制が発生することを想定し，翌日の日

中に PV の出力抑制回避運転を実施するため，日没以降深夜時間帯 (T23～T6e)が終了

するまでに，BESS は充電状態を低く，HPWH は蓄熱を行わない運用とする。  

② 当日の晴天指数が高い日の運転履歴の更新  

①の運用では，翌日好天が予想される日については，全住宅にて一斉に BESS の充

電状態を低く設定するが，系統連系地点の差により，各住宅の出力抑制量 ISUP
d,n

にばらつきが発生することが予想される。よって，当日の晴天指数が高い日につい

ては，各住宅の残存出力抑制量 ISUP
d,n

BESS_HP等の履歴を記録したリストを作成し，

これを用いて各住宅の BESS 及び HPWH の運用方法を決定する。晴天指数を用い

るのは，季節による太陽高度の差が影響せず，年間通じた一定の閾値を設定するこ

とが可能であるためである。  

 

 以上のとおり，本章における天候情報として，翌日の天候を予測するための天気予報情

報及び日没後に判明する当日の天候状況に関する分類が必要となる。この分類については，

表 5- 1 のとおりとした。  

好天日と悪天候日を分別するための閾値は，晴天指数と IallSUP
d

rate の相関について年間

データを分析して決定する。また，好天が予想される日と悪天候が予想される日の閾値は，

前章と同様に，年間の天気予報情報を，「晴れ」，「晴れを含む」，「天候不良なし」，「全天候」

の 4 種類に分類し，該当日の晴天指数を用いた分析結果を用いて決定する。 具体的な天候

情報の分類結果は，5.3.5 項に詳述する。  
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表 5- 1 天候情報の分類  

 本章における定義  

好天  悪天候  

日没後に判明する  

当日の天候  
好天日  悪天候日  

天気予報により予測する  

翌日の天候  
好天が予想される日  悪天候が予想される日  

 

5.2.3 BESS の運用方法  

（１）BESS の容量設定  

BESS の容量は，現在住宅用として市販されているリチウムイオン電池の容量から設定

することとした。表 5- 2 に現在市販されている代表 7 社のリチウムイオン電池容量 (5-8~5-14)

を示す。表 5- 2 に示すとおり，現在市販されている BESS の容量は，2.4kWh～14.4kWh と

幅が広いことが確認できた。また，目的に応じた容量選定を可能とするため，大容量用と

小容量用の 2 段階で販売しているメーカーも多数存在することが確認できた。全社大容量，

小容量すべての蓄電池容量の平均値を算出したところ 7.1kWh となることが確認できた。

実際に 7.2kWh の BESS が販売されていることもあり，これを本章における BESS の容量と

して設定することとした。なお，BESS の使用可能範囲は SOC20%～100％とした。  

 

表 5- 2 市販リチウムイオン電池の容量 

 蓄電池メーカー  

A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社  G 社 

蓄電池  

容量  

（kWh）  

大容量  14.4 14.4 - - 4.8 9.3 6.2 

小容量  7.2 7.2 6.6 5.53 2.4 4.65 2.45 

 

（２）BESS の導入率  

第 2 章に記載したとおり，BESS はオール電化住宅に必ずしも導入されるわけではない

ことから，本章では，BESS 導入率を 100%，80%，60%，40%，20%の 5 ケースについて検

討を行うこととした。100%以外のケースについては，第 4 章で定義した住宅リストを使用

して，PV の出力抑制量 ISUPrate が大きい住宅から BESS を導入することとする。住宅リス

トは，深夜帯に HPWH（若しくは BESS）を一定電力で一斉動作させ，電圧降下が大きい

住宅から HPWH（若しくは BESS）を停止し，これを繰り返して算出した各住宅のΔV
n が

記録されたものである。ΔV
n は(5.18)式を用いて算出する。  
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ここに，ΔV
n

k：住宅 n で HPWH を運転した場合の電圧降下(V), ΔV
n

l：住宅 n で HPWH

を運転しない場合の電圧降下(V), K:住宅 n で HPWH を運転した回数 , L:住宅 n で HPWH

を運転しなかった回数  

  

第 4 章で検証したとおり，(5.18)式で算出したΔV
n と IallSUP

d
rate の相関関係があることが

確認できているため，本章でも引き続き(5.18)式で算出したΔV
n を使用することとし，100%

以外の BESS 導入率の場合は，PV の出力抑制回避効果が大きくなるΔV
n が大きい住宅から

BESS を導入することとした。  

 

（３）BESS の運用方法  

第一に，本章における BESS の充放電に対する制約条件について説明する。図 5- 1 に日

中の BESS に対する充電条件を，図 5- 2 に深夜時間帯の BESS に対する充電条件を，図 5- 3

に BESS からの放電条件をそれぞれ示す。  

日中の BESS に対する充電は，図 5- 1 に示すとおり，PCS 端電圧 V が Vop を超過した場

合に PV の発電電力を用いて実施する。Vop は PV の出力抑制を回避するために設定する値

であり，PV の出力抑制開始電圧 107.5 から 0.1V 低い 107.4V とした。107.5V は第 3 章，第

4 章と同様に，受電点電圧の管理値（101+6V）に屋内配線分として 0.5V 加算した PCS に

設定する PV の出力抑制開始電圧である。なお，順潮流に対する電気料金単価が高く設定

されている日中は，系統から BESS への充電は行わない。  

一方，ロードレベリング運転を実施する場合は，深夜時間帯に系統電力を用いて BESS

への充電を行う。この場合，図 5- 2 に示すとおり，特に充電に関する制約条件は設けない。  

また，BESS からの放電は，それぞれの住宅負荷に対して実施するものとし，図 5- 3 に

示すとおり，系統側への逆潮流を避けるための設定として，BESS からの放電は 150W 以

上の順潮流が発生するように実施する。  
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図 5- 1 日中の BESS に対する充電条件 

 

図 5- 2 深夜時間帯の BESS に対する充電条件  

 

 

図 5- 3 BESS からの放電条件 
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以下，これらの基本条件を踏まえた，BESS の運用方法について解説する。  

① 好天が予想される日  

好天が予想される日は，翌日の昼間に PV の出力抑制回避運転を実施する。このため，

深夜電力時間帯が終了する T6e の時点で各住宅の SOC 設定 SOC7
d,n

fine を低く設定する。 

ただし，全軒で T6e の時点の SOC7
d,n

fine を低く設定すると，配電用変電所に近く系統

インピーダンスの小さい住宅にて，PV の出力抑制が発生せず，日中の BESS への充

電が行われないため，PV の発電電力低下後の系統からの買電電力量が増加すること

が想定される。このため，好天日に更新する各住宅の SOC の状態に応じて算出され

る SOC リストの履歴に応じて各住宅の SOC7
d,n

fine を設定する。SOC7
d,n

fine は，(5.19)

式に示すとおり，PV の出力抑制が発生する前の時間帯である朝（時刻 T7 から T9e）

の負荷電力量に相当する SOC（以下，SOC
d,n

7to10）と(5.21)式に示す SOC
d,n

val の和で，

100%を上限として算出される。SOC
d,n

val は，各住宅の好天日に記録された最大 SOC

（以下，SOC
d,n

max）に応じて，SOC
d,n

max が大きい住宅では，SOC
d,n

val は小さく，SOC
d,n

max

が小さい住宅では，SOC
d,n

val は大きく設定される。  

② 好天日  

前述のとおり好天日には，各住宅の SOC
d,n

val を算出するため，SOC
d,n

max を SOC リス

トに記録する。  

③ 悪天候が予想される日  

悪天候が予想される日は，PV の出力抑制量は僅かであると想定し，深夜電力時間帯

が終了する T6e の時点の SOC を(5.21)式に示す SOC7
d,n

bad に設定する。  

④ 悪天候日  

悪天候日の定義を用いた制御は実施しない。  
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ここに，SOC7
d,n

fine：好天が予想される日の時刻 T6e に設定する各住宅の SOC(%)，

SOC
d,n

val：住宅別に設定する SOC
d,n

max に応じて算出される変数(%)，SOC
d,n

7to10：好

天が予想される日の時刻 T7 から時刻 T9e までの推定消費電力量の SOC 換算値(%)，

SOC
d,n

max：直近の好天日に記録された各住宅の 1 日の最大 SOC(%)，SOC7
d,n

bad：悪

天候が予想される日の時刻 T6e に設定する各住宅の SOC(%) 

 

ここで，SOC7
d,n

fine を算出するための SOC
d,n

7to10 の設定方法について説明する。SOC
d,n

7to10

は，本章における運用方法を決定するために使用する発電・負荷パターンから同時間帯に

必要な住宅内における月間消費電力量を算出し決定する。発電・負荷パターンは，前述の

とおり，NEDO 事業「集中連系型太陽光発電システム実証研究」で取得されたデータを用

いることとする。図 5- 4 に，住宅内で消費する朝 7 時から 10 時までの負荷に対する必要

月間平均 SOC を示す。図 5- 4 に示すとおり，12 月，1 月が突出して多いが，5 月から 9 月

までは，ほぼ零に近い値となることが確認できた。しかし，図 5- 4 の値は月間平均値であ

り，好天が予想される日であるにも関わらず，PV の発電電力量が少ない日は，朝 7 時か

ら 10 時までの負荷に対して，これ以上の SOC が必要になることも想定される。よって，

朝 7 時から 10 時までの負荷に対する SOC
d,n

7to10 は 10%に設定することとした。ただし，平

均値が 10%を上回った 12 月から 2 月の SOC
d,n

7to10 は，図 5- 4 に記載された値をそのまま使

用することとした。  

 

図 5- 4 7 時から 10 時までの負荷に対する必要月間平均 SOC 
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  以上の前提を踏まえた，具体的な BESS の SOC 管理方法は以下のとおりである。  

   

① 天気予報による SOC の設定  

(a)好天が予想される場合  

朝 7 時の SOC を SOC7
d,n

fine になるよう，BESS の充放電を行う。  

     (b)悪天候が予想される場合  

朝 7 時の SOC を SOC7
d,n

bad になるよう，BESS の充放電を行う。  

② 当日の天候状況による SOC リストの更新  

(a) 当日が好天日であった場合  

1 日の SOC の最大値 SOC
d,n

max を用いて SOC7
d,n

fine，SOC7
d,n

bad を算出し更新する。 

(b) 当日が悪天候であった場合  

SOC リストを更新しない。  

 

5.2.4 HPWH の運転方法  

（１）HPWH の仕様決定 

HPWH は第 4 章と同様に，一般財団法人建築環境・省エネルギー機構（ IBEC）の調査結

果から，一日のお湯の使用量が 380L のパターンを選定し，消費電力・消費電力量の算出

を行うこととした。なお，第 4 章では昼間の HPWH 消費電力・消費電力量のみを算出した

が，本章では， PV の出力抑制回避運転を実施せず，夜間に HPWH を運転した場合の電気

料金収益を算出するため，昼夜の HPWH の消費電力・消費電力量について算出する。HPWH

の消費電力量は，前章と同様に(5.22)式を用いて算出する。  

nd

nd
nd

HW

nd

nd

HPE
,

nd,

SET

,

HW,,

SET

,

COP3600

T

T
CT

・

・
Δ

Δ
・・γ・Δ 














                                   (5.22) 

ここに，E
d,n

HP：HPWH の消費電力量(kWh/day)，ΔT
d,n

SET：HPWH の沸き上げ温

度と HPWH の給水温度の差(℃), γ：水の比熱  4.178 (kJ/kg),ΔT
d,n

HW：HPWH の

給湯温度と HPWH の給水温度の差(℃)， C
d,n

HW：一日のお湯の消費量(L/day) 昼

間運転時は，15 時以降のお湯の消費量 ,δ：温度損失係数（昼間給湯時：105%，

夜間給湯時：110%） , COP
d,n：HPWH の COP(成績係数) 

 

図 5- 5 に月間平均 HPWH の消費電力及び消費電力量の推移を示す。図 5- 5 より，HPWH

の消費電力量及び消費電力は冬季が大きくなることが確認できた。これは，冬季は外気温

が低く COP が低下する上に，HPWH の沸き上げ温度が高く設定されるために発生する現

象である。  
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図 5- 5 HPWH の消費電力量及び消費電力 

 

（２）HPWH の運転時間帯  

HPWH の昼間運転時の運転時間帯は，第 4 章で長期間運転用として採用した，PV の発

電ピーク時刻を基準として，HPWHの運転時間帯が重複しないように設定する運用方法（第

4 章におけるパターン 1）を採用する。図 5- 6 に本章における HPWH の運転時間帯を示す。

図 5- 6 (a)は，HPWH の運転時間帯が二時間帯の場合に採用する設定であり，前章と同様に，

冬季（本章では 12 月から 2 月）及び秋季（本章では 9 月から 11 月）に採用するものとす

る。図 5- 6 (b)は，HPWH の運転時間帯が三時間帯の場合に採用する設定であり，前章と同

様に，春季（本章では 3 月から 5 月）及び夏季（本章では 6 月から 8 月）に採用するもの

とする。ただし，図 5- 6 はいずれもコミュニティ全体で HPWH を運転し，1 軒平均に換算

したイメージ図であり，1 軒の住宅では，Ta，Tb，Tc いずれかの時間帯でのみ HPWH の運

転が可能となる。  

 

(a)HPWH 運転時間帯が二時間帯の場合  
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(b)HPWH の運転時間帯が三時間帯の場合  

図 5- 6 HPWH 昼間運転時の運転時間帯(全軒平均) 

 

（３）HPWH の運転方法 

HPWH は，通常深夜時間帯の電気料金が適用される T23e から T6 までに蓄熱を行い，日中

給湯する運用を行う。しかし，本研究では，好天が予想される日では，HPWH は BESS の

補助的役割として PV の出力抑制回避運転に使用する。本章における各住宅の HPWH の運

転方法を決定するために，HPWH リストを使用する。HPWH リストは，好天日に更新する

以下に示すデータ 1 からデータ 3 が記録されたリストである。  

① データ 1 

各住宅の 1 日の PV の出力抑制量 ISUP
d,n

BESS,HP と各住宅の昼間運転時の HPWH 消

費電力量 E
d,n

HP の差  

② データ 2 

各住宅の 1 日の PV の出力抑制回避量 IMPSUP
d,n と HPWH の昼間運転により増加し

た電力会社からの受電電力 P
d,n

Lall の T7 から T22e の積分値の差  

③ データ 3 

各住宅の HPWH 昼間運転の実施 /不実施（初期値は全住宅で不実施）  

 

以下，HPWH の運転方法について詳述する。  

① 天気予報による HPWH の運転  

(a)好天が予想される場合  

・データ 3 が HPWH 昼間運転「実施」の住宅  

HPWH の昼間運転を実施する。  

・データ 3 が HPWH 昼間運転「不実施」の住宅  

深夜時間帯に HPWH を運転する。  

     (b)悪天候が予想される場合  
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深夜時間帯に HPWH を運転する。  

② 当日の天候状況による HPWH リストの更新  

(a) 当日が好天日であった場合  

日没から時刻 T22e までに，全住宅のデータ 1，データ 2 を算出し更新する。  

また，更新後のデータ 1 がプラスになった住宅では , 時刻 T22eにデータ 3 を HPWH

昼間運転「実施」に更新する。また，更新後のデータ 2 がマイナスとなった住宅

では，データ 3 を「不実施」に更新する。  

(b) 当日が悪天候であった場合  

HPWH リストを更新しない。  

 

5.2.5 本章で検証する BESS 及び HPWH の運転パターン  

 5.2.3 項及び 5.2.4 項にて説明した BESS 及び HPWH の運転パターンを用いて，BIMP を最

大化するための運転パターンを 5 つ設定した。以下，それぞれのパターンについて説明す

る。  

  ①パターン 0 

BESS 及び HPWH はロードレベリング運転を実施する。具体的には，BESS はβM が

適用される時間帯に充電し，βM 適用範囲外の時間帯の負荷に対して放電するもの

とし，HPWH はβM が適用される時間帯に蓄熱する。PV の出力抑制回避運転は実施

しない。本研究における基準パターンとして設定。  

②パターン 1-1 

BESS は 5.2.3 項で定義した方法で，HPWH は 5.2.4 項で定義した方法で，ロードレ

ベリング運転と PV の出力抑制回避運転の併用運転を行う。本研究で提案する最適

手法として設定。  

③パターン 1-2 

BESS はロードレベリング運転と PV の出力抑制回避運転を併用するが，HPWH は全

軒で PV の出力抑制回避運転は実施せず，βM が適用される時間帯に蓄熱する。BESS

単体による BIMP 改善効果やパターン 1-1 との BIMP の差を把握するために設定。  

④パターン 2-1 

BESS はβM が終了する T6e までに全軒で SOC20%まで放電し，電圧上昇時に可能な

限り BESS に充電する PV の出力抑制回避運転を実施する。HPWH は天候によらず

全軒で PV の出力抑制回避運転を実施する。年間の IMPallSUP
d

rate を最大化した場合

の BIMP 改善効果を把握するために設定。  

⑤パターン 2-2 

BESS はパターン 2-1 と同様に PV の出力抑制回避運転を実施する。HPWH はβM が

適用される時間帯に蓄熱する。BESS 単独による PV の出力抑制回避運転による BIMP
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改善効果を把握するために設定。  

 

5.3 シミュレーション条件 

5.3.1 発電・負荷パターン  

発電・負荷パターンは，前述のとおり，群馬県太田市で実証試験が行われた，NEDO 事

業「集中連系型太陽光発電システム実証研究」にて 2006 年 7 月 3 日から 2007 年 7 月 2 日

に取得された 553 軒の発電・負荷データを用いることとした。図 5- 7 に年間の発電電力量，

負荷電力量及び逆潮流電力量の推移を示す。発電電力量及び逆潮流電力量は春季が，負荷

電力量は冬季が多いデータであることが確認できる。  

 

(a) 発電電力量  

 

(b) 負荷電力量  
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(c) 逆潮流電力量  

図 5- 7 年間発電・負荷・逆潮流電力量の推移  

 

5.3.2 配電系統構成 

本章で採用する配電系統は，第 4 章と同様に，電気協同研究が作成した C2 系統とした。

図 5- 8 に本章で使用する高圧配電系統構成を示す。高圧配電系統には，三相合計で 117 台

（一相当たり 39 台）の柱上変圧器が導入されている。図 5- 8 にて▼は柱上変圧器を，▽

は高圧需要家をそれぞれ示す。また，低圧配電系統構成は，図 5- 9 に示すとおり，1 台の

柱上変圧器に 12 軒の PV，HPWH，BESS 付住宅が導入される構成となっている。ただし，

BESS はシミュレーション条件によっては，導入されない住宅も存在する。  

 

図 5- 8 高圧配電系統構成  
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図 5- 9 低圧配電系統構成  

 

5.3.3 高圧負荷パターン  

 高圧需要家の負荷電力は，第 4 章と同様に，電気協同研究で調査された結果 (5-15),(5-16)を

元に，契約電力を 128kW，三相平衡負荷とした場合の平日・休日，重負荷期（6 月～8 月，

12 月～2 月）・軽負荷期（3 月～5 月，9 月～11 月）別にそれぞれのパターンを設定した。

図 5- 10 に本研究で用いる高圧負荷パターンを示す。  

 

図 5- 10 高圧負荷パターン  

 

5.3.4 送り出し電圧の設定  

本研究では，送り出し電圧は年間通じて一定となる前提を設けて，季節や天候の変化に

よる発電・負荷電力の変化に応じた IallSUP
d

rate が発生する条件を設定し，BESS や HPWH
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の運転方法を検討することとした。送り出し電圧は，第 4 章で選定した春季，秋季，冬季

を代表する晴天日（5 月 21 日，11 月 15 日，2 月 7 日）にて，それぞれ IallSUP
d

rate が 25%，

20%，15%，10%，5%になるように設定した 15 通りの送り出し電圧の平均値を使用するこ

ととした。図 5- 11 に IallSUP
d

rate 別の送り出し電圧とその平均値を示す。平均送り出し電圧

は約 6.59kV となり，この値を本研究の送り出し電圧として使用することとした。  

 

図 5- 11 送り出し電圧 

 

図 5- 12 に IallSUP
d

rate の年間推移を示す。図 5- 12 より，中間期は IallSUP
d

rate が最大 20%

以上となり，重負荷期は，IallSUP
d

rate が最大 10%～15%と中間期よりも小さくなることが確

認できた。年間平均 IallSUP
d

rate (以下，IallSUPrate)は，11%であった。中間期の IallSUP
d

rate

は大きく，夏季，冬季の IallSUP
d

rate が小さくなるのは，季節により発電電力量・負荷電力

量が変化するためである。季節や天候により IallSUP
d

rate が異なることから，BESS 及び

HPWH には，季節や天候に応じた運転が求められることになる。  
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図 5- 12 PV の出力抑制率 IallSUPdrate の推移 

 

5.3.5 天候情報の分析結果  

本章における BESS 及び天気予報の使用方法は，第 4 章と同様に「晴天指数と PV の出

力抑制率 IallSUP
d

rate の相関」及び「天気予報情報と晴天指数の相関」に関する分析結果か

ら決定するものとする。以下，それぞれの分析結果について詳述する。  

 

（１）晴天指数と PV の出力抑制率 IallSUP
d

rate の相関に関する分析結果  

第一に年間 365 日間のデータを用いて，晴天指数と PV の出力抑制率 IallSUP
d

rate の相関

について分析を行った。図 5- 13 に分析結果を示す。図 5- 13 より，季節により傾きに差は

あるものの，晴天指数と IallSUP
d

rate に相関関係があることが確認できた。特に冬季は前述

のとおり，発電電力量の低下，負荷電力量の増加により， IallSUP
d

rate が低下するが，冬季

においても，晴天指数が 0.5 以上になると，IallSUP
d

rate が発生することが確認できた。また，

年間通じて晴天指数が 0.5 以上の場合に，IallSUP
d

rate が発生しているが，晴天指数が 0.3 を

下回ると，IallSUP
d

rate がほぼ発生しないことが確認できた。よって，晴天指数 0.5 以上で

IallSUP
d

rate が発生し，晴天指数が 0.3 未満で IallSUP
d

rate が発生しないことを前提条件として，

天気予報情報と晴天指数の相関に関する分析を実施することとした。  
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図 5- 13 晴天指数と IallSUPdrate 

 

（２）天気予報情報と晴天指数の相関に関する分析結果  

本章においても第 4 章と同様に天気予報情報を 4 通りに分類し，それぞれの天気予報を

用いた場合の晴天指数との相関について分析を行った。天気予報情報の分類方法は，前章

と同様に，簡易的に 3 パターン（「晴れ」，「晴れを含む」，「天候不良なし」）と比較評価用

として 1 パターン（「全天候」）を設定した。以上の 4 分類を用いて，晴天指数を 0.1 刻み

とした場合に該当する日の発生頻度を年間データを用いて算出した。図 5- 14 に分析結果

を示す。  
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図 5- 14 天気予報分類別晴天指数（CI）0.1 刻みに対する該当日の発生頻度 

 

図 5- 14 より，晴天指数が 0.5 を上回る日数が年間通じて 201 日（約 55%）発生すること

が確認できた。この値を基準とした場合に，天気予報の分類別の晴天指数 0.5 以上の日を

抽出できる確率は，「晴れ」が 24.4％，「晴れを含む」が 93.8％，「天候不良なし」が 95.5％

と，「晴れ」のみが極端に低下することが確認できた。これは，「晴れ」の予報が発表され

る日が少なく，「晴れ」の予報では，晴天指数が 0.5 以上となる日を高い確率で選定するこ

とができないことを意味する。よって，「晴れを含む」と「天候不良なし」に対して，さら

に晴天指数が 0.3 を下回る日の発生頻度に関する分析を実施した。その結果，全天候にて

晴天指数 0.3 を下回る日数が 89 日（約 24%）であり，この値を 100%とした場合に，同条

件の該当日を選定する頻度は，「晴れを含む」が 19.1%，「天候不良なし」が 52.8%となる

ことが確認できた。よって，好天が予想される日を選定するための天気予報情報として「晴

れを含む」を，好天日を選定するための晴天指数を 0.5 以上とそれぞれ決定することとし

た。  

 

5.4 提案手法による電気料金収益改善効果 

 本節では，これまで設定したシミュレーション条件を踏まえて，BESS 及び HPWH を用

いたパターン別の電気料金収益 BIMP の改善効果について分析を行った。図 5- 15 に BESS

導入率別のパターン毎の電気料金収益を示す。ただし図 5- 15 には，BESS 導入率 0％の際

のパターン 0（以下，パターン 0-0）を参考値として記載している。図 5- 15 より，全パタ

ーン共通で，パターン 1-1 及びパターン 1-2(以下，両者の総称をパターン 1)の BIMP がパタ

ーン 0 の BIMP を上回ることが確認できた。一方パターン 2-1 及びパターン 2-2（以下，両

者の総称をパターン 2）では，BESS 導入率 20%では，パターン 2 の BIMP がパターン 0 の
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BIMP を上回るが，BESS 導入率 40%では，パターン 2-1 の BIMP はパターン 0 の BIMP が上回

るが，パターン 2-2 の BIMP は，パターン 0 を下回ることが確認できた。この傾向は BESS

導入率の増加に従いより顕著となり，BESS 導入率 60%以上の条件においては，パターン 2

の BIMP がパターン 0 の BIMP を上回る条件は存在しないことが確認できた。これは，パター

ン 2 では，BESS によるロードレベリングの収益改善効果が発生しないために発生する現

象である。なお，ロードレベリングによる収益改善はパターン 0-0 とパターン 0 の差に相

当するものである。BESS 導入率によらず，ロードレベリングにより電力会社からの買電

支出 CLoad が大幅に低減可能であることが確認できる。  

 また，BESS 導入率 100%のパターン 0，パターン 1，BESS 導入率 80%のパターン 1-1 に

ついては，CPV が CLoad を上回ることも合わせて確認できた。  
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(c) BESS 60% 
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(e) BESS 20% 

図 5- 15 運転パターン別の電気料金収益 

 

次に年間の PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate について分析を行った。図 5- 16 に分析結

果を示す。図 5- 16 より，BESS 導入率 80％と 100％の PV の出力抑制回避率はほぼ同等で，

パターン 1-1 が 10.0%，パターン 1-2 が 9.7％，パターン 2-1 が 10.9％，パターン 2-2 が 10.7％

となり，いずれの運転パターンにおいても，BESS 導入率が高い場合は，IallSUPrate との差

は最大 1.3％と概ね PV の出力抑制回避は達成できていることが確認できた。BESS 導入率

が 60%を下回ると，IMPallSUPrate も徐々に低下し，BESS 導入率 20%では，パターン 1-1 で

IMPallSUPrate が 7.0%まで低下することが確認できた。ただし，BESS 導入率の低下に伴い，

HPWH による IMPallSUPrate 改善効果が上昇する。具体的には BESS 導入率 100%のパターン

1-1 とパターン 1-2 の IMPallSUPrate の差が 0.3％であったのに対して，BESS 導入率 20%で

は，両者の差は 2.4%となることから，特に BESS 導入率が低い場合に HPWH が PV の出力

抑制回避に貢献していることが確認できた。  
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図 5- 16 パターン別 PV の出力抑制回避率 

 

5.5 電気料金収益改善に向けた運用方法最適化 

前節にて，提案手法による電気料金収益 BIMP の改善効果が把握できたが，BESS や HPWH

の運用方法を最適化することにより，さらなる収益改善に繋がる可能性がある。そこで，

本節では，前節で検証した BESS 及び HPWH データの分析結果を用いて，提案手法を最適

化することによる BIMP の改善を目指すこととする。  

5.5.1 BESS 運転方法の最適化  

BESS 運転方法の最適化検討を行うに当たり，BESS のみで PV の出力抑制回避運転を行

う提案手法であるパターン 1-2 の月別電気料金収益（以下，B
m

IMP）について分析を行った。

図 5- 17 に分析結果を示す。  

図 5- 17 より，BESS 導入率によらず，パターン 1-2 のパターン 0 に対する B
m

IMP は，中

間期は改善されているが，冬季は悪化していることが確認できた。この要因を把握するた

め，提案手法により設定した SOC が電気料金収益に与える影響について分析を行った。図

5- 18 に，1 日の各住宅の SOC 最大値 SOC
d,n

max の全軒平均値（以下 , AveSOC
d

max）と同日の

電気料金収益（以下，B
d

IMP）の相関図を示す。図 5- 18 より，AveSOC
d

max と B
d

IMP は相関関

係があり，BESS 導入率・季節によらず，AveSOC
d

max が大きいと B
d

IMP が大きくなること及

び AveSOC
d

max が 80%以下の日で，パターン 0 の B
d

IMP がパターン 1-2 の B
d

IMP を上回ること

が確認できた。パターン 1-2 では，悪天候が予想される日の AveSOC
d

max は 95%以上となる

制御を行っているため，AveSOC
d

max が 60%以下になる日は全て好天が予想される日で，天

気予報外れ等により IallSUP
d

rate が大きくならなかった日が該当するものと考えられる。特

に冬季は，好天日においても，PV システムの発電する時間帯が短く，暖房器具の使用に

よる消費電力量が増加することから，他の季節と比較して系統からの買電電力量が大きく
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なる。従って，他の季節よりも SOC が低いことによる B
d

IMP 低下への影響度が大きくなる。  

よって，パターン 1-2 における AveSOC
d

max を改善するため，パターン 1-2 の時刻 T6e に

設定する SOC7fine の算出方法を再検討することとした。ここで再検討する SOC7fine は，以

降 SOC7’fine と呼ぶこととし，(5.23)式から(5.25)式を用いて算出することとした。  

%)100,min('7 ,,

107

, nd

valopti

nd

to

nd

fine SOCSOCSOC                              (5.23) 

))(,max( limmin

,, iSOCSOCSOC dnd

val

nd

valopti                                  (5.24) 

)5,4,3,2,0(%10%20)(,

limmin  iiiSOC nd ・                              (5.25) 

ただし，SOC7’
d,n

fine：最適化後の SOC7
d,n

fine(%)，SOC
d,n

valopti：SOC7’
d,n

fine を設定するため

の変数(%)，SOC
d

minlim：SOC
d,n

valopti の下限値を全軒一律設定するための閾値(%)，i：

SOC
d

minlim を設定するための変数  

 

SOC7’
d,n

fine は(5.23)式に示すとおり，100%を上限とする SOC
d,n

7to10 と SOC
d,n

valopti の和

で定義する。ただし，SOC
d,n

valopti は(5.24)式に示すとおり，SOC7
d,n

fine を決定するための

変数 SOC
d,n

val と SOC
d,n

minlim(i)の最大値と定義する。SOC
d,n

minlim(i)は，(5.25)式に示すとお

り，SOC
d,n

valopti の下限値を全軒で同一値に設定するための閾値であり，i に応じて 20%

及び 40%から 80%に 10%刻みで設定される。具体例としては，SOC
d

minlim が 60%に設定

された場合は，SOC
d,n

val が 60%未満の住宅では，SOC
d,n

valopti は 60%に，SOC
d,n

val が 60%

以上の住宅では，SOC
d,n

valopti は SOC
d,n

val にそれぞれ設定される。  

図 5- 19 に SOC7’
d,n

fine 設定別のパターン 1-2 によるパターン 0 に対する B
m

IMP 改善効果

及びパターン 1-2 及び B
m

IMPが最大となるよう月別に SOC
d

minlimを変更した運転方法(以降,

パターン 1-2’)における月間平均 PV の出力抑制回避率 IMPallSUP
d

rate(以下，IMPallSUP
m

rate)

を示す。  

図 5- 19 より，BESS 導入率によらず，10 月・5 月を中心とする中間期は SOC
d

minlim を

低く，冬季は SOC
d

minlim を高くすることで，パターン 1-2’により B
m

IMP が改善できるこ

とが確認できた。ただし，パターン 1-2’では，BESS 導入率によらず 11 月から 3 月頃

の IMPallSUP
m

rate がパターン 1-2 と比較して小さくなった。これは，この季節の IallSUP
d

rate 

の低下や P
d,n

Lall の全軒の積分値が大きくなるため，ロードレベリングを中心とした運転

を行うほうが，B
m

IMP 改善に有利に働くことを意味する。なお，BESS 導入率 100%の 12

月のみ，パターン 1-2 の B
m

IMPがパターン 0 の B
m

IMPを上回る条件が発生しなかったため，

この条件におけるパターン 1-2’では，パターン 0 で運転することとする。よって，同

条件における IMPallSUP
m

rate は零となる。  
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図 5- 17 パターン 1-2 のパターン 0 による月別電気料金収益改善効果  
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(b) BESS 80% 
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(d) BESS 40% 

 

(e) BESS 20% 

図 5- 18 パターン 0 に対するパターン 1-2 の BdIMP 改善効果 
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(d) BESS 40% 

 

(e) BESS 20% 

図 5- 19 SOCdminlim の設定による BmIMP 及び IMPallSUPmrate の変化 

 

5.5.2 HPWH 運転方法の最適化  

提案手法において HPWH が昼間運転を行うには，HPWH リストに記載された，BESS や

HPWH による PV の出力抑制回避運転を実施した際に残存する PV の出力抑制量

ISUP
d,n

BESS_HP と昼間運転時の HPWH 消費電力量 EHP の差として定義したデータ 1 がプラス

となる必要がある。しかし，HPWH の昼間運転は，天候や季節により，系統からの受電電

力 P
d,n

Lall の増加を招く危険性があり，現状のデータ 1 がこの条件を踏まえて最適化された

値ではないことから，データ 1 の条件を変更した場合の電気料金収益改善効果について検

討を行うこととした。  

HPWH を昼間運転するための HPWH リストのデータ 1 の条件を，以下に示す三通りの条

件とし，それぞれの条件に対する B
m

IMP 及び IMP
m

SUPrate について比較評価を実施した。  
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① ISUP
d,n

BESS_HP の 1/2 と E
d,n

HP の差  

② ISUP
d,n

BESS_HP の 2 倍と E
d,n

HP の差  

③ ISUP
d,n

BESS_HP と E
d,n

HP の差  

（現状設定：比較評価のために設定）  

 

また，本検討のための BESS の運転パターンはパターン 1-2’を使用するものとした。図

5- 20 に BESS 容量別のパターン 1-1’によるパターン 1-2’に対する B
m

IMP 及び IMP
m

SUPrate

の改善効果を示す。  
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(c) BESS 60% 

 

(d) BESS 40% 

 

(e) BESS 20% 

図 5- 20 パターン 1-1’によるパターン 1-2’に対する BmIMP 及び IMPallSUPmrate 改善効

果 
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図 5- 20 より，ISUP
d,n

BESS_HP が EHP の 1/2 以上で HPWH の昼間運転を実施するパターン

において，2 月から 4 月にかけて B
m

IMP が改善されることが確認できた。これは，図 5- 20

から明らかなように，特に 3 月におけるパターン 1-2’の IMPallSUP
m

rate がパターン 1-2 の

IMPallSUP
m

rate と比較して小さくなったことが要因である。ただし，BESS 導入率 80%につ

いては，パターン 1-2’の IMPallSUP
m

rate とパターン 1-2 の IMPallSUP
m

rate の差が小さいため

この限りではない。また，7 月などの夏季は，HPWH 昼間運転による効果は認められず，

逆に収益が悪化するケースがあることも確認できた。このような条件では，HPWH の昼間

運転を実施しないほうが好ましい。  

以上のとおり，月単位で HPWH リストにおけるデータ 1 の条件を変更することで，電気

料金収益改善効果があることが確認できたため，この運転方法を本章における最適運転と

することにし，これをパターン 1-1’と呼ぶこととした。  

 

5.5.3 最適運転による電気料金収益改善効果  

5.5.1 項及び 5.5.2 項の検討結果を踏まえて，本章における最適運転であるパターン 1-1’

を用いた場合の電気料金収益改善効果について分析を行った。図 5- 21 に，パターン 0 に

対するパターン 1-1’,パターン 1-2’，パターン 1-1 及びパターン 1-2 の年間電気料金収益 BIMP

の改善効果を，図 5- 22 に年間単位の PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate をそれぞれ示す。 

 

図 5- 21 パターン 0 に対する年間電気料金収益 BIMP 改善効果 
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図 5- 22 年間単位の PV の出力抑制回避率 IMPallSUPrate 

 

図 5- 21 より，BESS 導入率によらずパターン 1-1’の BIMP が全てのパターンの BIMP と比

較して最大となり，BESS 導入率 40%時の BIMP がパターン 0 に対して最大 6,890 円増加す

ることが確認できた。これはパターン 0 により改善された年間電気料金収益（パターン 0

とパターン 0-0 の年間電気料金収益の差）の約 2 倍に相当する金額である。  

また，図 5- 22 より IMPallSUPrate は月別に SOC の下限値 SOC
d

minlim を設定したことにより，

パターン 1-2’でやや低下したものの，パターン 1-1’では，HPWH の昼間運転により，

IMPallSUPrate がパターン 1-1 とほぼ同等に改善されていることが確認できた。  

また，本研究で設定した前提条件においては，BIMP 及び IMPallSUPrate は，BESS 導入率が

60%以上でほぼ一定となることが明らかにした。これは，BESS の導入率が 60%以上の場合

に一部の BESS については，本研究で目的とした電気料金収益の改善のための出力抑制回

避以外の別の目的で使用可能であることを意味する。  

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

BESS 20% BESS 40% BESS 60% BESS 80% BESS 100%

IM
P

a
ll
SU

P
ra

te

Pat. 1-1' Pat. 1-2' Pat. 1-1 Pat. 1-2



 

第 5 章 PV 設置住宅群の定置型蓄電池とヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法  

 

142 

 

5.6 第 5 章のまとめ 

第 5 章では，BESS 及び HPWH を用いて，PV システムが多数台連系された配電系統にお

ける電圧上昇による出力抑制を回避しつつ，夜間と昼間の電気料金の差を利用した年間電

気料金の収益改善する有効電力制御方式の最適化手法を提案し，その有効性について評価

を行った。その結果，以下の事象が判明した。  

 第一に，BESS や HPWH の運転パターンを複数設定し，年間電気料金収益の比較を実施

したところ，BESS，HPWH ともにロードレベリング運転と PV の出力抑制回避運転を行う

パターン 1-1 の年間電気料金収益が全パターンの中で最大になることが確認できた。  

 次に，パターン 1-1 における BESS の運転パラメータを最適化するため，月間単位の BESS

の運転結果について分析を行った。その結果，BESS は，冬季を中心に PV の発電電力量が

少ない際に PV の出力抑制回避運転を実施すると，充電不足により夕方以降の負荷に対す

る放電量が不足し，これが電気料金収益を悪化させる要因となることが確認できた。これ

については，好天が予想される日の SOC 設定条件を調整することで，電気料金収益の改善

が可能であることを確認した。  

また，HPWH についても同様に，翌日好天が予想される場合の HPWH の昼間運転を実施

する条件を緩和することにより，冬季から中間期にかけて HPWH の昼間運転を行う住宅が

増加し，これにより電気料金収益が改善されることが確認できた。  

以上の最適化により，1 軒平均の年間電気料金収益が通常のロードレベリング運転に対

して，最大 6,890 円増加する効果があることが確認できた。これは，通常のロードレベリ

ング運転で得られる 1 軒平均の年間電気料金収益の約 2 倍に相当する金額である。また，

本研究で設定した前提条件においては，BIMP 及び IMPallSUPrate は，BESS 導入率が 60%以

上でほぼ一定となることを明らかにした。これは，BESS の導入率が 60%以上の場合に一

部の BESS については，本研究で目的とした電気料金収益の改善のための出力抑制回避以

外の別の目的で使用可能であることを意味する。  
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第6章 結論 

6.1 本研究の成果  

本研究では，PV システムが多数台連系されたコミュニティにおいて，コミュニティ全

体を一つの集合体とした場合の，電圧上昇による PV の発電機会損失（=PV の出力抑制損

失）を低減するための提案を行った。具体的には，第 3 章にて「PV 設置住宅群の PV 用パ

ワーコンディショナによる無効電力制御方式の最適化手法」を，第 4 章にて「PV 設置住

宅群のヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法」を，第 5 章にて「PV

設置住宅群の定置型蓄電池とヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法」

をそれぞれ提案し，提案手法の有効性を明らかにしている。以下，提案手法の評価結果に

ついて記載する。  

 「PV 設置住宅群の PV 用パワーコンディショナによる無効電力制御方式の最適化手法」

については，無効電力注入時に有効電力が皮相電力となるよう，PV の発電電力を制御す

る方式の採用を前提として，電圧上昇時に無効電力を注入する方式が全軒で同一整定値に

て採用されるケースを標準方式として，標準方式と比較して PV の出力抑制回避率を維持

しつつコミュニティ全体で注入無効電力量を低減する「無効電力量最小化制御方式」及び

コミュニティ内の住宅間の注入無効電力量の差を最小化する「無効電力量均平化制御方式」

の提案を行った。前者は系統連系地点の差を活用した，電圧上昇しやすい末端の住宅に限

定した無効電力の注入による，コミュニティ全体の注入無効電力量の低減を目的とし，後

者は各住宅の無効電力制御開始電圧を調整することにより，現在高圧連系用大規模太陽光

発電所（メガソーラ）に適用されている力率一定制御方式と同様，全住宅の注入無効電力

量の均平化を目的とした制御方式である。提案手法の採用により，前者では PV の出力抑

制回避率を維持しつつ，注入無効電力量を最大約 4%低減可能であり，後者では，PV の出

力抑制回避率を維持しつつ無効電力量の標準偏差を最大約 80%低減可能であることを明ら

かにした。 

 「PV 設置住宅群のヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適化手法」につい

ては，ヒートポンプ給湯機の消費電力量が逆潮流電力量と比較して小さくなること，及び，

季節により逆潮流電力量やヒートポンプ給湯機の消費電力量が変化することから，季節別
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に代表的な晴天日を選定し，コミュニティ全体の PV の出力抑制率を最小化するための各

住宅のヒートポンプ給湯機の昼間運転時間帯の検討を行った。ただし，現在の逆潮流電力

量の売電単価及びオール電化住宅を対象とした買電単価を前提とした場合，ヒートポンプ

給湯機の昼間運転による逆潮流電力量の低減及び順調流電力量の増加は好ましくないため，

これを考慮したヒートポンプ給湯機の運転方法について検討を行った。その結果，ヒート

ポンプ給湯機の昼間運転により，ヒートポンプ給湯機の昼間運転を実施しない場合に発生

する PV の出力抑制率を最大 9%改善可能であることを明らかにした。また，季節別に検討

したヒートポンプ給湯機の最適運転方法を用いて，各季節連続 1 か月間運転を行う場合に

適用する天気予報を用いた翌日のヒートポンプ給湯機の昼間運転実施・不実施を決定する

手法を確立した。その結果，天気予報を用いない場合と比較して，1 か月間の PV の出力

抑制回避率を約 2%改善できることを明らかにした。  

 「PV 設置住宅群の定置型蓄電池とヒートポンプ給湯機による有効電力制御方式の最適

化手法」については，2014 年度の 10kW 未満の PV システムに適用される逆潮流電力量の

売電単価を適用させた場合に，コミュニティ全体の年間電気料金収益を最大化するための

定置型蓄電池及びヒートポンプ給湯機の運転方法について検討を行った。ただし，定置型

蓄電池の導入率は年々増加しているものの，将来的にもオール電化住宅に必ずしも導入さ

れることは想定されていないため，全 PV 設置住宅に定置型蓄電池が導入される条件及び

PV 設置住宅の一部に定置型蓄電池が導入される条件にて本検討を実施することとした。

さらに，現在定置型蓄電池が導入されている住宅では，夜間充電したエネルギーを日中放

電するロードレベリング運転が標準的に適用されているが，提案手法においては，天気予

報を用いて翌日好天が予想される場合は，直近の晴天日の定置型蓄電池の充電状態に応じ

て，定置型蓄電池への充電電力量を調整することで，日中の PV の出力抑制回避を可能と

した。またヒートポンプ給湯機についても，定置型蓄電池と同様に翌日好天が予想される

場合に，直近の晴天日に残存する PV の出力抑制量に応じてヒートポンプ給湯機の昼間運

転の実施・不実施を決定する方針を提案した。その結果，定置型蓄電池が導入されたオー

ル電化住宅で標準的に運用されている通常のロードレベリング運転で得られる電気料金収

益と比較して，1 軒平均の年間の電気料金収益が最大約 2 倍に改善可能であることを明ら

かにした。 

 

6.2 今後の展望 

 本研究では，再生可能エネルギーの固定価格買取制度で設定された高価な逆潮流電力量

の買取単価（売電単価）及びオール電化住宅で採用されている買電単価の採用を前提とし

て，住宅用 PV システムが多数台連系された一般配電系統における電圧上昇による出力抑

制回避手法について提案を行った。  

しかし，本手法は上記単価を想定して最適化したものであり，売電単価の低減や原子力
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発電所の稼働を前提して設定されている深夜時間帯の安価な買電単価など，将来的な変動

要素があり，PV＋ヒートポンプ給湯機+定置型蓄電池の組み合わせによる運用方法は今後

大きく変わる可能性がある。特に，売電単価の低減は，現状の逆潮流を中心とした運用か

ら，PV の発電電力を定置型蓄電池の充放電等により自家消費する「地産地消型」へのス

ライドも十分に考えられる。また，2016 年 4 月からは，電力の小売りが完全自由化される

ため，今後は様々な電力単価が設定されることも想定される。  

以上のとおり，将来を明確に予想することは難しいが，本研究で提案した有効電力制御

方式の最適化手法のベースとなる電力単価や気象状況に応じた定置型蓄電池やヒートポン

プ給湯機の運転時間帯の設定等の基本的な考え方は，将来の情勢変化に対応可能なものと

考えている。このような本研究の成果が将来的な技術的課題を解決するために活用される

ことを期待し，本研究の検討を終了する。
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